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はじめに

　企業の経営活動を特徴付ける概念の多くは定量的に測定することが難しい。例えば、製

造企業の持っ競争力に関する次の仮設を考えてみよう。

「競争力のある企業は環境変化に対する適応力が高い。その適応力は製品開発から生産ラ

インに乗るまでの期間が短いほど高くなる。そして、その期間を短縮させるには、製品設

計において開発部門と生産部門における職能間の協力が必要となる。」

この仮説の検証には、競争力の高さで分類した二っの企業間で職能間協力に差があるか否

かを検定するという方法と、それとは逆に、職能間協力の程度に関して分類した企業間で

競争力の差を検定するという二つの方法が考えられる。

　いずれの場合も、客観的な指標のない「製品設計での職能間協力の程度」を数量的に評

価しなければならない。そのため、一般的には「職能間協力の程度」を従業員に数量化さ

せるという方法が用いられる。しかし、統計学的な観点から見ると、個人の主観に依存し

た測定値による仮説検定には考慮すべき問題が多く、通常の経済データのように扱うこと

はできない。

　測定の信頼性に関係して生じる問題を考慮した仮説検定のフレームワークを示すことが

本論文の目的である。冒頭の例に即して言うと、具体的には、測定値を「職能間協力の程

度」の尺度として捉える測定モデルと、このときの仮説検定の方法が提案される。仮説の

立て方に関しては、競争力で分類した企業間で「職能間協力の程度」を検定するという一一

番目の方法を前提とする。企業の分類が確定的となるから、その統計的取り扱いが容易に

なるためである。

　仮説検定で個人の主観が問題になるかどうかは、統計的推測の対象となる概念の捉え方

次第である。従業員の感じた「職能間協力の程度」を考察の対象とするのなら、従業員の

主観を反映した測定値を用いて検定しても問題はない。しかし、この検定の目的は「職能

間協力の程度」という現実の世界における状態を検証することであり、従業員の心理的状

態を検証することではない。従って、ある従業員が「我々は実に良く協力している」と感

じて測定（回答）しても、それが常識的に考えて普通の状態のことであれば、この過大評

価を修正した後で仮説検定を行わなければならない。測定値から個人差（質問の差や所属

する企業の差もあるだろう）を補正するという考え方は、一般化可能性理論における測定

値の表現に外ならない。そして、この補正を考慮した検定方法が所謂分散分析である。

　測定値を一般化可能性理論の枠組みの中で捉え、分散分析を適用すれば、すべての問題

が解決されるというわけではない。測定値の比較に意味を持たせるには、同じ測定値に対

応した状態はすべての従業員で共通していなければならないが、「職能間協力の程度」の状

態と実数との対応関係は従業員に依存しているからである。従って、測定値を比較するの

であれば、特定の対応関係による尺度に変橡してから行わなければならない。過大評価や

過小評価などの個人差は状態の特定化に際しての傾向だから、その補正は共通の対応関係

で表した尺度へ変換した後で行う必要もある。変換した値に一般化可能性理論と分散分析

を適用すべきということである。



　しかし、従業員が「職能問協力の程度」を数値化するのに用いた、本人ですら分からな

いであろう対応関係を分析者が知ることなどできるはずがない。測定値を特定の対応関係

による尺度へ変換することができないのであれば、個人差の補正に加え、対応関係の違い

も考慮した測定モデルは、測定値と共通化した尺度の関係を示す「関数」ではなく、共通

化した尺度の候補値の集合が対応する所謂「対応」として考える必要がある。一つの測定

値に複数の候補値が対応するため、各候補値に対して、それが真の尺度である確率が仮定

される。真の標本が存在する事前分布を除いて、その値が未知という形式の検定問題は汎

検定問題と呼ばれる。従って、競争力で分類した企業聞で職能間協力に差があるか否かと

いう仮説検定は汎検定問題として扱わなければならないことが分かる。

　この論文は三つの部分から構成されている。その中心となるのは、汎検定問題を解説し

た第3章と、経営特性の測定モデルを導出する第4章である。そして、この仮説検定のフ

レームワークは第5章で応用される。ここでは企業調査で必要になることが多い、質問項

目の選択と業種問比較を具体例として取り上げた。最後は、これらの議論の理論的基礎を

まとめた部分である。第1章では分散分析、第2章では一般化可能性理論を説明する。

平成9年6月21日
　　　　　　筆者
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1分散分析の理論

　第4章で経営特性の測定値を表現する数理（測定）モデルを導出する。この測定モデル

を前提とした業種間比較などの比較研究では、分散分析に標本の持つ信頼性を考慮した検

定方法の適用が提案される。その検定方法にっいては第3章で解説するので、ここでは分

散分析の理論を詳しく説明していく。

　まず、関連する予備知識を1・1節でまとめた後で、分散分析の理論を1・2節1で、検定

方法としての性質を1－3節2で説明する。

1－1関連する基本的な結果

任意の行列xの列ベクトルが張る部分空間をV（X）と表せば；

定理1－1．1

V（X）＝V（XX’）

が成立する。証明はRao（1973，p2乃を参照。

定理1－1．2

XとHを列数鱒い・行列とする．L－｛XγIHγ一〇｝とすれば・LはL⊆V（X）備た

す部分空間であり、その次元はdim　Lニrank（H’Xt）一　rank　Hである。

（証明）LがL⊆V（X）を満たす部分空間であることは容易に示される。部分空間Lは行

列Hの核の行列x（線形写像X）1・よる鯉問のことだから、X・［γiHγ　・o｝→Lと表

すことができる。一般に、線形写像F：V→F（V）の表現行列をFで表すと

dimV　＝　dim｛yly＝F・，・∈V｝・dim｛・IF・ニ0，・∈U｝

　　　－dimF（V）＋dim（m｛xiF・一・｝）

’

i　Rao（1973）の記述に従っている。

2Lehmann（1986）の記述に従っている。

1



が成立する3。この結果から部分空間Lの次元を求めることができる。

dim｛γIHγ一〇｝一…a・kH

dim（｛γIHγ一・｝∩｛γiXγ一・｝）－dim｛欄γ一・｝…脳H・X’）

・dim五一dim｛γ旧γ一・｝－dlm（｛γIHγ＝・｝∩｛γIXγ＝・｝）；・ank（H’X’）一・a・kH

ただし、mはXとHの列数である。　（終）

　行列xの任意の一般逆行列をX一と表そう。

定理1－1．3

（i）　（X’x）（X’X）－X’＝X「

（ii）X（X’x）”（X’X）＝X

（iii）GをX’Xの一一般逆行列の一つとする。このとき、　XGX’は一般逆行列の選び方に依

　　存しない。

（証明）定理1－1．1からV（X’）＝V（X’X）であり、（X’X）（X’X）mはRmからV（X’X）へ

の射影行列4だから、（i）式は明らか。

　XX’X＝X⇔X’（XT）’X’＝X’だから、（X’）’はX’の一’般逆行列の一つである。ここ

から、（（X’x）　）「がX’Xの一一般逆行列であることが分かる。この（（X「X）一）’を（i）式に代入

して両辺を転置すれば、（ii）式を得ることができる。

　V（X’）ニV（X’X）よりX’＝X’XCなる行列Cを取れば、　XGX’＝C’X’XC＝C’X「と

表すことができる。しかし、行列cは一意に定められないから、XGX’が一意であるこ

とを示すには、Cl≠C2に対してXC1＝XC2を示さなければならない・行列cの定義か

らX’X（Ci　－C2）ニ0に注意すると；

ノ

3／jN山（1994，p　425）

4／j・μ．1（1994，p555り
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　　　　　　（q－C、）rX’X（C，－C，）－llX（Cr　C、）ll2＝0⇔XC，－XC2

であることが分かる。　（終）

　この結果は以下の議論で頻繁に使用される一般逆行列の性質である。次に、二次形式の

分布に関する定理をまとめておく。ただし、非心X2分布に従う二次形式y’Ayの非心度は

E（yr）AE（y）と定義される。以下の定理の証明はRao（1973・3b・4）を参照・

定理1－1．4

y～N（p，1）に関する二次形式y’Ayが非心x2分布に従う必要十分条件は、行列Aがベキ

等行列となることである。また、自由度はrank　A＝tr　Aである。

定理1－1．5

e・、e，＋e、，e－Z’（〃），・e，－X2（∫。λ、），9、≧・ならば・e・－X2（∫一んλ一λ1）であ

り、e2と9iは独立に分布する。

定理1－1．6

y－N（μ，Σ）とする．このとき、二次形式（y一μ）’A（y一μ）が非心Z2分布に従う腰粉

条件はΣAΣAΣ　＝　AΣAが成立することである。このときの自由度はtr　AΣである。

定理1－1．7

y～N（p，Σ）とする。二つの二次形式（y一μ）’A（y一μ）と（y一μ）tB（y－F）が独立に分布

する必要十分条件はΣAΣBΣ＝Oが成立することである。

　最後に二次形式の期待値を与えておく。これは佐和（1979，p42）による。

定理1．1．8

E（y）＝μ，V（y）＝Σとする。このとき、　E（ナAy）＝tr　AΣ＋P’Aμである。
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1－2分散分析の理論

1－2－1分教分所の塞本定理

　本節では回帰モデルy～N（Xβ，σ21），y∈R”，X：n×m，rank　X＝r≦mについて考察し

ていく。ここで、行列Xに最大階数mを仮定しないのは、分散分析を視野に入れた統一

的な議論を可能にするためである。実際、分散分析における加法モデルではrankX＝mが

成立しない5。しかし、この仮定が満たされないと行列X’xが特異となるため、最小二乗

推定量β＝（X’x）rx’yを一一意に定めることができない。そのため、一般化した理論では

母数βではなく線形関数Hβが考察の対象となり、その最小二乗推定量Hβが一意に定ま

る必要十分条件；

　　　　　　　　　　　　　　　　　V（H’）⊆V（X「）

が与えられる6。この条件を満たす線形関ta　Hβは推定可能（Estimable）であるという。

定理1・2ユ

　　　　　　　　　　Rl＝min（y－Xβ）’（y－Xβ）～σ2　X2（n－r）

　　　　　　　　　　　　　β

（証明）一般性を失うことなくσ・＝1を仮定する。ノ・レム（y－Xβ）’（y－xp）－ly－Xβ”2

はxβがyのv（x）への直交射影となるとき最小値を取る。そこで、Rnからv（x）への直

交射影行列をPとすれば；

　　　　　　R♂＝min（y－Xβ）’（y－Xβ）ニ（y－Py）「（y－　Py）＝yt（トP）y

　　　　　　　　　β

と表すことができる。直交射影行列はべキ等行列だから、この二次形式が非心Z2分布に

従うことは定理1－1．4から分かる。まず、非心度はE（y）＝＝　Xβ⇒（Xβ）’（1－P）（Xβ）＝0

よりゼ1コである。その自由度はrank　P　＝　dimV（X）だからn－rとなる。　（終）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

55・5節で具体例が示される。

6Rao（1973，p22」笏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4



　次に、行列H：s×m，rank　H　＝　k，dim（V（X’）∩V（H「））＝tを取り・線形制約Hβ＝ξの

下での残差平方和；

　　　　　　　　　　　　　　Rl＝min（y－Xβ）’（y－xp）
　　　　　　　　　　　　　　　　　Hβ＝ζ

について考えていく。このとき、前定理に対応した次の定理が成立する・

定理1－2．2

R1－R8はR♂と独立に分布し、自由働の非心X2分布に従う・仮説H6＝ξが真であれ

ば、Rl－R9一σ・x・（・）であり、＆7i；－11s｛”8・惑一F（t…一・r）となる・

（証明）ここでもσ2＝1とする。連立方程式Hβ＝ξの特殊解をβ。、同時方程式Hβ　・O

の任意の解をγとすれば、その一般解はβ＝βo＋γと表すことができる。前定理の証明と

同様に考えれば；

　　　　　R1濃（y－Xβ）’（y－Xβ）課碧（y”Xβ・一Xγ）’（y’Xp・－Xγ）

が達成されるのは、Xγがy－Xβ。・）　L　＝＝　（XγIHγ一〇｝⊆V（x）一の直交射影になるとき

である。そこで、RnからLへの直交射影行列をUとすれば、定理1－1．4から；

　　　　　　　　Rl＝（y－Xβo－U（y－Xβo））「（y－Xβ。－U（y－Xβo））

　　　　　　　　　＝（y－Xβo）’（1－U）（y－Xβo）

が非心度A＝（Xβ一Xβo）’（1－U）（Xβ一Xβo）の非心X2分布に従うことが分かる。その自

由度は定理1－1．2より；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　rankUニdim　L＝rank（H’X’）一　rank　H　＝（r＋k－t）－k＝・　r－t

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5



だからn－r＋tとなる。Rl≧婿だから、定理1－1．5より、1～1－1～♂～Z2（t，λ）がRlと

独立に分布することも分かる。仮説Hβ＝ξが真であれば、Xβ一XβGニXγ，Hγ＝0とな

るから、・R．ニ（Xγ）’（1－U）（Xγ）ニ0⇒Rl－R9～X2（t）となる。　（終）

　これは次のこ点において一般化した定理である。まず、行列Hに最大階数を仮定してい

ないことである。確かに、行列Hに含まれる線形従属な行に関する検定は理論的に無意味

であるが、理解し易いように行列表記した仮説Hβ＝ξの係数行列から敢えて線形従属な

行を取り除き変形する必要はないと思われる。この操作上の利点が、行列Hに最大階数を

仮定しない理由である。

　二番目は仮説Hβ＝ξに推定可能であるための必要十分条件V（H’）⊆V（X’）を仮定し

ていないことである。説明変数行列xの行とは線形独立な行列Hの行が意味する仮説が

検定の対象とはならないことは、Rl－R3の自由度がdim（V（X’）∩V（H’））＝tという定理

の主張から明らかであろう。／－2－4で具体的に説明するが、モデルに仮説ではない線形

制約を含む場合が想定されるため、この二番目の一般化は非常に重要である。このために

定理が一般化されてるといっても過言ではない。

1－2－2分彦乏分6ゲ

モデルy～N（xp，σ21）において、帰無仮説Hβ＝ξの下では；

F－．t！L？－R3．．巫一F（t，n．，）

　　　　t　　　　n－r

が成立する。このとき、定理1・1，8から；

E（R8）＝E（y’（1－P）y）＝σ2　tr（1－P）＋（Xβ）’（1－P）（Xβ）＝（n－r）σ2

E（Rl）＝E（（y－Xβ。）’（1－U）（y－Xβ。））

　　　＝σ2tr（1－U）＋（Xβ一Xβo）’（1－U）（Xβ一Xβo）

　　　＝（n－r＋1）σ2＋（Xβ一Xβo）’（1－U）（Xβ一Xβ。）

　　　．・，E（R3－R♂）＝’σ2＋（琴β一Xβoγ（1－U）（Xβ一Xβo）
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となるが、1－Uは非負値定符号行列だから、（Xβ一Xβo）t（1－U）（Xβ一Xβo）≧0である

ことが分かる。この結果をF統計量に代入すると；

E（Rl－R8），E（R3）－1．（Xβ一xp・）’（1－U）（Xβ一Xβ・）≧1

t　　　　　n－r
tσ2

となる．行列uはL－｛Xγ1Hγ一〇｝一の敵射影行列だから・二次形式・

（Xp－・Xp。）’（1－U）（Xβ一Xβ。）＝（Xβ一Xβ。）’（1－U）’（Xβ一Xβ・）

　　　　　　　　　　　　　　　・1（トU）（Xβ一Xβ。）112

がゼロとなるのは、（1－U）（Xβ　一　Xβ，）＝0、すなわち、Xβ＝XβoかX（β一β。）∈Lの

いずれかの場合のみである。これは仮説が真であることと同値である。

　このように、平均的に考えるとF統計量は常に1以上だから、その大きな値は仮説から

のズレを反映していることが分かる。この性質に基づいてF統計量を検定統計量とした仮

説Hβ＝ξの検定を分散分析（Analysis・f　Variance）という。また、検定方法としての性

質については次節で説明される。

1－2－3残差防初R証Rlの翼瑚クな表塚

最初に、R♂を具体的に求めよう。よく知られているように・RnからV（X）への直交射

影行列はP＝X（X’X）－X’と表すことができる。また、この行列が一般逆行列（X’x）mの

選び方に依存しないことは、定理1・1．3（iii）により保証されている。よって；

R8＝y’（1－P）y＝y’（1－X（X’X）－X’）y

という表現が得られる。

これに対し、R陵具体的に表現することは、係数行列Hと説明変数tテ列Xの関係に依

存するため非常に面倒である。そこで、仮説Hβ＝ξが検定可能（Hβが推定可能）とな

る条件V（H’）⊆V（X’）を満たす場合から説明していこう。まず・V（X’）＝V（X’X）に注

意して、H’＝XIXCとなる〃1　x　s型行列Cを取ると、行列XCの階数は；

7



　　　　rank　H』＝rank　X’XC≦rank　XC＝rank　C’X’XC≦rank　X’XC　＝　rank　H

　　　　　　　∴rank　XC＝rank　H＝k

となる。次に、k次元部分空間V（XC）⊆V（X）には含まれない、　V（X）の直交基底を列と

するn×（r－k）型行列Dを取る。このとき、V（レP）＝V（X’）⊥という直交射影行列Pに

関する性質から、三っの行列D，1－P，XCの列ベクトルは、それが異なる行列の列であれ

ば互い直交することが分かる。

　そこで、（r－k＋n＋s）×n型行列T；

　　　　　　　　　　　　　　T－〔衰〕∵融T－n

による線形写像z＝（z；zi　zS）ニTyを考える。ただし、ベクトルzの分割は行列Tの分割

に対応している。

　Rlの表現を求める前に、行列Tに関する二っの性質を挙げておく。一つ目は、最大階

ta　nを持つ行列Tによる線形写像の核が｛0｝であることから、任意のn次元ベクトルxに

ついてTTxニxが成立することである。二っ目は、（T’）－TMがTT’ρ一一般逆行列になっ

ていることである。最初の性質を使うと；

（TTt）（（T「）－T－）（TTt）＝（TTt）（T’）－T’＝TTt

が成立する。これは（T’）－T一がTT’の一一般逆行列であることに外ならない・

　元の議論に戻る。一つ目の性質から；

　　　　　　　　　　　　　　y－　XβニT－Tz－T－TXβ

が一般逆行列T一の選び方とは無関係に成並する。従って、残差平方和は；
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（y－Xβ）’（y－Xβ）

ニ（T’z－T“TXβ）’（T　z－T－TXβ）

＝（z－TXβ）「（T⊃’T－（z－TXβ）

ニ（z－　TXβ）’（TγT－（z－TXβ）

＝（z－TXI3）’（TT「）一（z－TXβ）

　　　　　　　　　　　’

一〔〔ii〕惣聴γ（ex雛i〕一柳

一（zr　D’Xβ）’（z1－D’Xp）・・i（1－P）－z、＋（・，－Hβγ（C’X’XC）一（・・－Hβ）

と書き換えることができる。ただし、三番目の等号は（T－）’がT’の一般逆行列の一つであ

るという性質から7、四番目の等号は前述した二っ目の性質から導かれる。

　ここで、二番目の二次形式について以下の関係は明らか。

。1（トP）－z，・・　yt（1－P）（1－P）一（1－P）y－y「（1－P）y・Rg

一つ目の二次形式の、線形制約Hβ＝ξの下での最小値は次のようになる。まず、各行列

の定義から連立方程式；

〔～：巽，のβ一〔：’x〕β・〔碧）

の中で線形独立な方程式はr個8であり；

・＝－X－－X二

ｰ：X〕X・魂「一畷書IX〕

だから、この連立方程式は解を持つ。ここから、min（zl－1）’Xβ）’（z1－D’Xβ）＝0である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Hβ＝ξ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

7定理1・ユー3

8方程式数は（r－k＋s）個であるが、線形仮説Hβ＝ξで線形独立な式はk個である・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9



ことが分かる。また、V（H’）⊆V（X「）より線形関数Hβは推定可能だから・その最小二

乗推定量は；

　　　　　　　Hβ＝H（X’X）｝X’yニC’X’X（X’X）－X’y＝C’X’y＝z3

となる。この結果を三番目の二次形式に代入することで、V（H’）⊆V（X’）が成立すると

きの残差平方和R3は；

Rlニmin（y－Xβ）’（y－Xβ）
　　Hβ＝ξ

　＝R8＋（Hβ一ξ）’（C’x’XC）一（Hβ一ξ）

　＝R3＋（Hβ一ξ）’（H（X’X）－H）　（Hβ一ξ）

と表現できることが分かる。また、（H（X’X）－H）f’＝（C’x’XC）一を一意に定めることは

できないが、二次形式（Hβ一ξ）’（H（X’X）－H）一（Hβ一ξ）の一意性は、H’＝X’XCといっ

関係と定理1・1・3（iii）により保証される。

　次に、V（H’）∩V（X’）ニ｛0｝の場合を考える。この場合の線形制約Hβ＝ξが検定すべ

き仮説ではなく母数βに課せられた制約であることは、Rl－R3の自由度がゼロになるこ

とから明らかであろう（実際、Hβは推定可能ではない）。この条件の下では行列Tを構

成できないので、ここではモデルから線形制約Hβ＝ξを消去する方法を採用する。

　そこで、同時方程式Hβ＝0の任意の解（1－H－H）0を用いて、連立方程式Hβ＝ξの一

般解をP＝P。＋（1－H－H）0と表し、y’・＝y－　xβ。・X‡－X（1－H－H）とおけば・このモ

デルはy’～N（x申o，σ21）と制約なしのモデルに変換することができる。ここから；

Rl・（y°）’（トX°（（X’）’xg）一（X’γ）y’

　ニ（y－Xβoγ×　　　　　　　　　　’

（1－｛X（一）｝（｛X（卜H－H）｝・｛X（一）｝）一｛X（頁一H－H）｝’）（y－Xβ・）
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と表現できることが分かる。また、これが係数行列Hの行と説明変数行列Xの行との関

係に依存しない残差平方和の統一的な表現である。

／，2－4線形謝Hβ＝ξの下での搬形耀6β＝ζの覆定

　ここで扱う回帰モデルは；

y～N（Xβ，σ21），s．t．Hβニξ

・ank　X－r，・ank　H＝k，dim（V（X’）∩V（H’））・t

と線形制約が含まれたモデルであり、線形仮説は；

GS一ζ，dim（（V（X’）－V（H’））∩V（G’））－u

である。ただし、（V（X’）－V（Hl））はV（H’）に含まれないV（X’）の基底1こより張られる

部分空間を意味している。この場合はモデルから線形制約Hβニξを消去して、検定問題

を制約なしの分散分析に帰着させて考えればよい。

　ところで、係数行列Hの行の一部がV（X’）に含まれる場合は、行列xの行と線形独立

な部分を再び線形制約Hβ＝ξと表し、残りを線形仮説Gβ＝ζと表すことで、この問題

が上記の検定問題で；

　　　　　　　　　　　　V（X’）∩V（H’）ニ｛0｝，V（G「）⊆V（X「）

の成立する特殊な場合に過ぎないことが分かる。

　まず、1．2－3の最後の議論から；

R♂一麟y－Xβ）’（y－XS）

－y’ i卜X奪（（Xゆ）’X’）　（X’）’）y°一σ2×2（n－r＋t）

y’＝y－Xβo，X’＝X（1－H－H）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
が成立する。しかし、この場合もV（G’）⊆V（X’）UV（Hr）が成立しな1ナれば・　Rl・－R3を
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陽錨に糊することはできない．そこで、B’－G°（（x’）’X’）一（X’）ty’とおけば’

Rl－。，鵯．ζ（y－Xβ）t（y－Xβ）

　一甲i・．（y㌧X’β）’（y零一X車β），G傘一G（1－H　H）・ζ一ζ一Gβ・

　　　e＝く

・砥＋（G⑥一ζ）（G’（（X’）’X噸）｝（G°）’）一（G阜β㌧ζ’）

と表すことができる。条件が成立しない場合は、R3を求めたように二っの制約をモデル

から消去した統一的な表現を使えばよい。R3の自由度は、この条件とは無関係に；

・ank（（G’）’（H’）’）一・ank
㈹（トH－H）〕

－dim
激ﾁHγ＝・〕

　　　　　　＝rank（G’Xf　H’）－rank　H

　　　　　　・・＋k－t＋dim（V（Gr）一（V（xs）UV（H’）））－k

・ankG’一・ank（G（1－H”H））

　　　　　　＝rank（G「H’）－rank　H

　　　　　　＝・ank・G・k－dim（V（G「）∩V（Ht））－k

Rlの舳度一n－（・ank（（G°）’（H’）「）一・ankGり

　　　　　　一。－r＋t・・ankG－dim（V（G・）一（V（X’）UV（H’）））

　　　　　　－dim（V（G「）∩V（Hり）

　　　　　　＝＝　n－r＋t＋dim（（V（X’）－V（H’））∩V（G’））

　　　　　　＝n－r＋t＋u

であることが分かる。ここから、Rl－R3～σ2x2（u）が導かれる。

　前述した、V（xr）∩V（Ht）＝｛0｝，V（G’）⊆V（X’）である場合は；

　　　　　　　　　　　／
R3～σ2・X2（・－r＋k），R3－R9～σ2×2（・ank（G））



となる。もし、V（X’）∩V（H’）＝｛0｝，V（G’）⊆V（H’）であれば、　u＝0となるから線形仮

説Gβニζの検定はできない。これは当然であろう。

1－3検定論から見た分散分析の理論

　1．2節では分散分析の理論を最小二乗法の視点から論じてきた。この議論は非常に明快

であるが、線形仮説Hβ＝ξの検定にF検定を用いる根拠や、仮説検定としての分散分析

の良さについては明らかにされなかった。そこで、本節では分散分析の良さを検定論の立

場から理論的に保証しておく。

　本節で扱う検定問題も回帰モデルy～N（Xβ，σ2i），y∈R”　，　rank　X＝rにおける帰無仮

説Hβ＝ξ，rank　Hニkと対立仮説Hβ≠ξの検定である。ただし、ここでは条件；

　　　　　　　　　　　　　　　　　V（H’）⊆V（Xり

の成立を仮定する。本節の議論の目的を考えれば、検定可能な仮説に対象を制限するのは

当然であろう。さらに、仮説はξ＝0の場合だけ考えれば十分である。なぜなら、連立方

程式Hβ＝ξの特殊解βoを用いて、β’＝β一βo，Y車＝Y－Xβoとすれば、モデルと帰無

仮説はy°～N（xβ’，σ2　1），Hβ゜＝oに変換されるからである。

　さて、所与のr次元部分空間HΩの元である母数が（r－k）次元部分空間Hω⊆HΩに含

まれるか否かを検定するとき、この仮説を線形仮説（Linear　Hypothes角s）という。分散分析

では母数Xβに対してnΩ＝V（X），dimHΩ＝rである。一方、　Ht＝X’XCを満たす行列

Cを取れば、仮説Hβ＝OはHβニC’x’Xβ　＝　Oと表すことができる。従って；

n。＝　（XPIC’X’Xβ一〇｝

となる。ここで、rank　H＝rank　XC　・kが成立するから9、定理1－12より；

dimHω＝dimHΩ一dimV（C’X’）：r－k

　　　　　　　　’

91－2－3参照。
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であることが分かる。

　次に、最初のr行がHΩ＝V（X）の直交基底で、残りのn－r行が（fiΩ）⊥の直交基底と

なるn次直交行列Qを取る。ただし、最初のr行のうち、第（k＋1）行目から第r行目まで

はH、⊆HΩの直交基底であるものとするlo。この直交行列の定義から；

　　　　　　　　　　　　　　QXβニ（η1…η，　o…o）’

となる。そして、帰無仮説Hβ＝0⇔Xβ∈rlωが真のときに限り、nk＝（η【…η々）’＝0と

なることも分かる。従って、Qyを新しくyと書き直せば、モデルy～N（xβ，σ21）におけ

る帰無仮説Hβ＝0の両側検定は；

　　　　　　y～N（η，σ21），y∈Rn，帰無仮説：nk＝o，対立仮説二ηk≠o

という両側検定に変換することができる。

　しかし、複数母数の両側検定には一様最強力不偏検定（Uniformly　Most　Powerful　Un－

biased　Test）が存在しないため11、こうした複数母数の同時検定は一次元に縮約した母数の

関数についての検定問題として扱われる。

定理1－3．1

上記の線形仮説の検定には以下の変換群；

　　　　　　　　　G，：アノ＝y，＋c，；iニk＋1，＿，r，jy，＝ア、；otherwise

　　　　　　　　　G、・jYl，＿，Ykの直交変換

　　　　　　　　　G3：ア／＝のノ，；i＝1，…，n

に不変な一
t潔によ6－eWft強力灘定（U・if・rml・　M・s・・P・wer－

ful　Invariant　Test）が存在する。そして、この検定は自由度k，n－rのF検定となる・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

Io　1－2－3で定義した行列Tと同じ構成となっている。

112≦kならば一様最強力不偏検定が存在する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14



（証明）まず、上記の変換群全体に関する最大不変量（Maximal　Invariant）が統計量Wで

あることは、各変換群に関する最大不変量を順に求めることで容易に示される・これらの

変換群から母数空間に誘導される変換群は；

σ・η，’ヨ＋・，；i　＝＝　k＋1，．．．，r，η，’　＝＝　n，；i＝1，＿，k，σ’＝σ

σ2：η1，＿，ηkの直交変換，σ「＝σ

q・η，’一・n，；i－1，＿，n，σ’－ldσ

であり・その最大不変量は
X碗である・最大不卿一対一変換もまた最大

不変量だから、ここでは統言罎副一仁勃を基に議論を進めていく．統計量〃申が非心

　　　　　　　　　　　　　　　　　k

度δ2、自由度k，n－rの非心F分布に従うことから分かるように、その分布は未知母数で

ある非心度δ2のみに依存する。従って、仮説nk＝0の両側検定は；

PV’～F（k，n－r，δ2），帰無仮説：δニ0，対立仮説：δ＞0

という母数δに関する検定問題に帰着する。任意のδ＝δ，＞0対する尤度比（Likelihood

Ratio）がザの単調増加関数であることは、　F分布と非心F分布の密度関数から容易に示

すことができる。これは、統計量m’による母数δの検定が一様最強力検定であることに

外ならない。以上から、モデルy～N（η，σ21）における線形仮説ηk＝oの両側検定が・自

由度k，n－rのF検定と定義される一様最強力不変検定を持つことが示された・　（終）

　分散分析は次の定理によって検定論の立場から保証される。

定理1－3．2

帰無仮説眠が真ならば、＆？Lz－＆i－R8・義＝M’・・一・F（k・n－r）である・

（証明）一般性を失うことなくξ＝0と仮定して、検定問題をy～N（Xβ，σ21），Hβ＝0か

らQy～N（η，σ21），nk＝oに変換したときの直交行列Qを取る。ここで・この直交行列は
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最初のr行がnΩ＝V（X）の、残りのn－r行がV（X）⊥の直交基底であることを注意して

おく。まず、R♂＝y’（1－P）yの行列1－PはV（X）⊥への直交射影行列だから・この二次

形式は直交変換y＝Q’亨により；

R♂＝y’Q（1－P）Q’y＝アゐ1＋…＋ア『

と表すことができる。これに対し、Rlニyt（1－U）yの行列UはL＝｛XβIHβ・0｝＝H、。

への直交射影行列だから、仮説Hβ　・O⇔Xβ∈nωが真ならば；

　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　ユy’QUQ’y＝｝・k．1＋…＋．Yr

∴Rl一γQ（1－U）Q・y一鍔＋…・ア～＋アゐ1＋…＋㌶

となることが分かる．肚から、Rl一欧．壁一匹晦．r）は明らカ、（終）

　　　　　　　　　　　　　　　　k　　　n－r

　ところで、複数母数に関する検定を前述した変換群に対して不変な検定に制限すること

は自然な制約と考えられる。しかし、不変性とは、この検定問題を検定の良さが明確に示

される一次元母数の検定問題に帰着させるために導入した人為的な制約である。検出力が

有意水準以上となる検定に対象を制限する不偏性の条件と比べ、不変性とは根拠の弱い基

準と言わざるをえない。実際、一様最強力不偏検定は許容的（Admissibie）12であるが、一様

最強力不変検定が許容的であるとは限らない。しかし、一様最強力不変検定である分散分

析の許容性は幸運なことに示されている13。

置2L’一 l最強力不偏検定φoより許容的な検寓、すなわち、すべての対立仮説で検出力が大き

く、すべての帰無仮説でサイズが小さい検定があったとする。この検定は不偏性の条件を

満たす。これはφoの定義と矛盾である。

13Lehmann（1986，p　37⑦
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2一般化可能性理論の概要

　従業員の判断に基づく企業の経営活動（経営特性）に関する測定は、人間の主観を通し

た測定という意味で、テスト理論が扱う対象となる。しかし、経営特性の測定が持つ性質

を考慮すると、測定値の分析は一般化可能性理論（テスト理論の一つ）を拡張した体系の

中で行わなければならない。その分析枠組みについては第4章で解説するので、ここでは

前提となる一般化可能性理論を中心にテスト理論を説明していく。

　次節でテスト理論を簡単に紹介した後で、この理論を2－2節で説明する。2－3節では

テストの信頼性、2－4節ではテストの妥当性を取り上げる。2－5節では項目応答理論と

いう別のテスト理論を、2－6節ではα係数と呼ばれる信頼性の指標を補足しておく。

2－1テスト理論の概要

　最初に、いくつかの用語を定義しておく。まず、テストを構成する課題を項目（Item）と

呼ぶことにする。これは、テストという言葉を所謂学力テストだけではなく、直接観測で

きない特性を測定する道具として一般的な意味で用いるからである。この測定値を本章で

は得点1という言葉で表すことにする。得点に影響を与える受験者や項目などの要因はテス

ト計画の相（Facet）と呼ばれる。

　さて、テスト理論には一般化可能性理論（Generalizability　Theory）と項目応答理論（Item

Response　Theory）という二っの考え方がある。一般化可能性理論とは、得点を真の値と誤

差の和として捉える古典的テスト理論（Classical　Test　Theory）を相に関する分散成分モデ

ル（Variance　Components　Mode1）2として体系化した理論である。従って、この理論では受

験者の相だけでなく、項目や採点者などのテスト計画の相が同時に考慮される。また、こ

うした相の効果は最適テスト計画立案における指標となる。　　　　’

　しかし、テストによる測定を基本測定（Fundamen七al　Measurement）として扱う古典的

テスト理論を前提とした一般化可能性理論では、テストに回答するという行為自体が考察

されることはない。さらに、基本測定の結果として得点の連続性が仮定されるため、多段

階評定値への適用には論理的整合性の面で問題がある。

　一方、項目応答理論とはコンピューターの発達に伴い1970年代以降急速に発展してき

た現在における中心的なテスト理論である。得点を直接尺度と見なす一般化可能性理論と

は異なり、項目応答理論ではテストによる回答を、テスト固有の母数と回答者が持つ心理

学的潜在特性により定義された確率現象として扱う。従って、その測定は確率分布を媒介

とした潜在特性の誘導測定（Derived　Measurement）ということになる。当然、ここでは得

点の離散性は問題とならない。そして、多段階評定値に対応した段階応答モデル（Graded

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ1経営特性の測定を考える第4章では、連続的な値には尺度、離散的な場合は得点という

用語が用いられる。これは測定という行為の意味を考慮したためである。

2Rao（1973，4f．2）参照。
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Response　Model）から連続的な尺度を表す連続応答モデル（Continuous　Response　Model）

まで、項目の性質に応じて様々なモデルが提案されている。

2－2一般化可能性理論

　本節と次節では一般化可能性理論を要約する。この理論は、予備テストからテスト計画

に含まれる相の効果を抽出するG一研究（Generalizability　S七udy）と、そこで得られた情報を

基に最適なテスト計画を立案するD一研究（Decision　Study）から構成される。しかし、質問

項目の選択を扱う5－2節で説明するように、経営特性の分析でD・研究が適用できる余地

は少ない。そこで、本節ではG・研究の考え方について説明していく。

2－2－1茸の揚点ま誤差

　一般化可能性理論の解説に先立ち、その理論の前提となる古典的テスト理論以来の得点

の捉え方を説明していく。古典的テスト理論では、受験者aの項目gによる得点澱aを仮

想的な試行における実現値と考えて確率変数駿aとして扱う。そこで、相を表す添え字を

ベクトルF、その得点を確率変数媒で表し、この考え方を一般的に説明しよう。一般化可

能性理論では、テスト（項目）の試行に関する得点YFの期待値T，ニE（Y，）を相ベクトルF

の下での特殊真値（Specific　True－Score）と呼び、得点と特殊真値との差E，：YF－T，を特

殊誤差（Specific　Error）と呼ぶ。

　固定された相ベクトルFの下で確率変数である特殊誤差E，の持つ性質は、その相ベク

トルに依存する。そこで；

仮定2－2ユ

同じ相で構成される任意の相ベクトルFl，F2について、　EF、とEF，は独立である・

と仮定する。ただし、必ずしも通常の意味での独立性が必要となるわけはでなく、古典的

テスト理論では項目の相に関して線形実験的独立（Linear　Experimental　Independent）が

保障されていれば十分である3。

’

3Lord　and　Noviek（1968，P45）
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2－2－2朔17だ屍1ナ6詑妨ア

特殊真値T，＝E（YF）は固定された相ベクトルFの下では定数であるが、異なる相ベクト

ル（構成する相は等しい）に関しては異なる値となる。例えば、企業調査で異なる企業の

特殊真値が異なる値となるのは当然であろう。一般化可能性理論の基本的な考え方は、特

殊真値を相ベクトルを構成する各相の効果に分解し、関心の対象である相の純粋な効果を

抽出するというものである。この考え方を具体的に説明する前に、相ベクトルに関する議

論をまとめておく。

　最初に、二つの相AとBに関するネスト（Nest）とクロス（Cross）という分散分析の用語

にっいて説明しておこう。まず、相Bの各要素に対し相Aの複数かっ異なる要素が対応す

るとき、相Aは相Bの中にネストされているという。これをA：Bと表す。相Aの共通

する要素が対応する場合はクロスしていると呼ぴ、A×Bと表す。従業員による回答しか

得られないという企業調査の制約は、回答者が相は企業の相の中にネストされていること

を意味している。回答者と質問項目の相はクロスするから、一般的な企業調査とは質問項

目×（回答者：企業）計画と言うことができる。

　一般化可能性理論では原則として相の具体的な要素（企業の相ならば具体的な企業）を

仮想母集団からの無作為標本と考える。企業の例では、各企業は企業の母集団からの無作

為標本として扱われる。このように、特殊真値は相に関する確率変数となるが、無作為性

を仮定するのは特殊真値間の独立性を保証するためである。業種や国籍のように母集団か

らの無作為標本とは想定し難い相は固定された相（Fixed　Facet）と呼ばれ、特殊真値をこの

相に関する確率変数として扱う必要はなくなる。実際、統計量を推定量ではなく母数とし

て解釈する以外に、固定された相を通常の相と区別する必要なほとんどない。

　また、予備テストで得られた情報を用いてテスト計画を最適化するときに制御可能とな

る相を一般化の母域（Universe　of　Generalization）と呼ぶ。　　　　　一’

2－2－3顛顧‘モデンレ

　固定された相やネストされた相を含むテスト計画に関して特殊真値の分解を一般的に記

述することは非常に面倒である。そこで、特定の項目を固定して受験者の相のみを対象と

する古典的テストモデル（Classical　Test　Theory　Model）と、複数項目のテスト計画を扱う

弱真値モデル（Weak　True・Score　Model）を用いて、この分解を説明していく。

　まず、弱真値モデルから説明していこう。弱真値モデルが対象とするテスト計画は（受

験者×項目）計画であり、受験者は受験者の母集団から、実施される項目は同じ測定目的

を持つ項目の母集団からの無作為標本であることが前提である。そして、項目と受験者を

添え字g，aで表すことにする4。

　得点に含まれる項目と受験者に基づく効果を；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

4この場合はF＝（9，α）である。
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E，Ea（Tga）ニμ

　Ea（Tga）ニμg⇒Vg＝μg一μ；項目効果

　Eg（T，．）＝μ。⇒va＝＝　」Ua－＃；受験者効果

と定義する。これらの効果で説明できない特殊真値T，、の変動を・項目×受験者の交互作

用効果％aと表せば・受験者aが項目9を受けたときの得点Ygaは；

　　　　　　　　　　Y，a＝Tg。＋Ega＝μ＋Vg＋v、＋Vga＋　Ega

と恒等的に分解することができる。ここで、σ3＝　EgEaE（E2　　ga）とおけば、項日と受験者

間での変動を含む得点Y，aの全分散は；

　　　　　　　　σla（るa）－E，E。E（Yga一μ）2＝σ1・σ3・σla＋σ1

と各相に対応した分散成分の和として表現することができる。

　（受験者×項目）計画における一般化の母域は項目の相である。このとき、受験者aの

母得点（Universe　Score）τ．は特殊真値から項目による影響を除いた総平均と受験者効果の

和τa＝μ＋v．ニμ、と定義される。そして、得点と母得点との差△ga＝Y，a一τ。は絶対誤

差（Absolute　Error）5と呼ばれる。この母得点を用いた得点の表現；

　　　　　　　　　　　　　　Yga　＝τa　＋△9a　＝vUa＋△ga

が弱真値モデルである。一般化可能性理論において母得点と絶対誤差の定義がテスト計画

に依存することは、これらの定義から明らかであろう。また、この母得点を弱真値理論で

は受験者aの一一般真値（Generic　True・Score）、絶対誤差を受験者aの項目9に対する一般

誤差（Generic　Error）と呼ぶ。

’

5⇔相対誤差（Relative　Error）、　Shavelson　and　Webb（1991，P8め
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2－2－4　談6クテスみモテシ〃

　古典的テストモデルは特定の項目9を固定した（受験者）計画を対象とする。項目が固

定されるので、受験者αの得点は；

絵。ニ㌃＋E，。＝μ＋y。＋E，。

と分解することができる・σ3＝E。E（El．）とすれば、得点Y，。の全分散は；

σ3（Yga）－E。E（る。一μ）2一σ3・σ3

となる。一般化の母域はないため、その母得点は特殊真値τa＝μ＋v、＝Tgaとなり、絶対

誤差は特殊誤差になる。この分解による得点の表現；

㌦＝τ。＋△，。＝㌃＋E，。

を古典的テストモデルと呼ぶ。ただし、この説明は一般化可能性理論の視点から記述した

ものであり、通常は、特殊真値と特殊誤差による得点の分解として定義される。

2－2－5雛ノ談タタテスみ瀦ど誠ヲニノスみ、平ノIF屋

測定値の信頼性を高めるには複数回の測定が必要という主張は、多くの場合、統計理論

により保証される。しかし、記憶や学習効果から、実際に同一項目を複数回実施して意味

のある測定値を得ることは難しい。そのため、「同じ」項目と見なされる複数項目からな

る合成テスト（Composite　Test）が代替案として実施される。一般化可能性理論が合成テス

トを前提としていることは弱真値モデルの考え方から明らかであろう。

　ところで、古典的テスト理論が体系化された時点では、項目を相として扱う考え方は採

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ノ
られていなかったため、G個の項目による合成テストは合計そ9点z。一Σ㌦を得点とす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9＝1

る一・つの項目として扱われた。そして、この考え方の下で平行性（Parallelism）とα係数と

いう古典的テスト理論独自の概念が導入された。まず、G個の項目が厳密に同一項目の繰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノり返しと考えられるとき、これらの項目は平行（Parallel）であるという。次節で説明するよ

うに、信頼性の指標である特殊信頼性係数（Specific　Reliability　Coefficient）を推定するに

は繰り返しか項目間の平行性が必要となる。合成テストの特殊信頼性係数を推定する場合
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も合成テスト自体の繰り返しか項目間の平行性が要請される。

　しかし、平行性は繰り返しとほとんど同じ概念だから、実際に平行テストを用意するこ

と自体が難しい。この問題を解決するために開発されたモデルが繰り返しと平行性を要求

しない弱真値モデルである。一方、古典的テスト理論の枠内では推定に前述した条件を必

要としないα係数（特殊信頼性係数の下限）が考案された。そこで、2－6節でα係数と特

殊信頼性係数との関係を記述するのに必要な概念を最後に説明しておこう・

独立かつ同一の分布に従う確率変数が得られたとき、統計学では当該確率モデルからの

繰り返し（Replications）が得られたという。しかし、古典的テスト理論は特定の分布を仮定

しないため、任意の受験者αとR個の項目について；

Ti　a＝T，　a＝…ニT，a

σ2 iYla）＝σ2（ろ。）＝…ニ♂（YRa）

が成立し、R個の項目が独立（線形実験的独立）であれば十分である。そこで、この条件

を満たす項目を同等（Homogeneous）であるとし、同一の項目gからR個の繰り返しが得ら

れたと考える。この繰り返しを添え字rによりYga，；r＝1，＿，Rと表し、これらの項目を

平行テストと呼ぶ。ここから、古典的テスト理論において繰り返しと平行テストが同じ概

念であることが分かる。

　ところで、上の特殊真値に関する条件；

Tl　aニT2a＝…＝TRa

と線形実験的独立性が成立するとき、R個の項目はτ等価（τ一equivalent）であるという。こ

の条件を緩めて；

Tga＝Cgs，＋T，a

と平行移動を認めた場合は本質的にτ等価（Essentially　r－equivalen七）であるという。弱真

値モデルT，。　＝・、“＋・，＋・。＋・，．e・おいて・囎と受験者の母集団でv。a－o（交互作用効

果が存在しない）が成立すれば、各項目は本質的にτ等価である。さらに、受験者の母集

団でv＝0（項目効果がない）であればτ等価となる。
　　9

i
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2－3テストの信頼性

2－3－1　信綴「ノ差テ数

　テストの信頼性（Reliability）とは測定値の精度や正確さを反映させる概念であり、その指

標はモデルに依存する。一般化可能性理論では、誤差分散との関連で定義された信頼度指

数（lndex　of　Dependability）が信頼性の指標として用いられる。

　信頼度指数φは母得点τの分散σ2（τ）と絶対誤差Aの分散σ2（A）による比；

φ＝
σ2 iτ）

♂（τ）＋♂（A）

と定義される。もちろん、各分散成分は対象とする相ベクトルFについて適当に定義され

ているものとする。

　ところで、信頼度指数を一つの項目が持っ信頼性の指標として定義する場合は、この式

の分母についてσ2（τ）＋σ2（A）＝　a3（YF）が成立する。しかし、合成テストの場合は母得

点と絶対誤差の分散の和が合計得点の全分散となり、この関係は成立しない。これらの違

いについては2－3－2で説明される。

2－3－2〕段傷御荏孫数

弱真値モデルにおける受験者aの母得点はτ、＝μ。だから、その信頼度指数は；

　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　2
φ＝　　　σa　　　ニ　　　　　σ・

　　　　　　　　　　σ3＋（σ1・σZa＋σわ　　σ1＋σla（A，a）

と定義される。この指標は弱真値理論の用語で一般信頼性係数（Generic　Reliability　Coef－

ficient）と呼ばれる。一般信頼性係数が、得点Y，aと母得点τaニμ、の間の、テストの試行

と相（項目と受験者）に関する相関係数の二乗、すなわち；

定理2．3．1

　　　　　　　　　　　　　　　　φ＝ρをσヨ。，μ。）

であることは容易に示される。
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　ところで、G個の項目による合成テストの母得点はτ、＝Gμaと定義される。合計得点

の全分散は各相の分散成分により；

　　　　　　　　　　σ翻二曜σ1・Gσla・Gσ1

と分解されるから、合成テストの信頼度指数は次のようになる。

　　　　　　　　　φ一a2（・）一　σ1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ3＋〔σ1＋讐＋σり　　　　　　　　　　　σ2（τ）＋♂（A）

当然、この値は一般信頼性係数より大きい。この関係式は目標とする信頼度指数の達成に

必要な項目数Gを求めるのに使うことができる。これはD・研究の…例である。

2－3－3潟1殊店1藺右ξ孫数

　古典的テストモデルにおける受験者aの母得点は特殊真値τa＝L、だから、固定した項

目gに関する信頼度指数は；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　σ　　　　　　　σ
　　　　　　　　　　　　　　φ＝　　a　＝　　a　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　σ3＋σ3σ3（㌦a）

と定義される。これを古典的テスト理論ではテスト9の特殊信頼性係数と呼ぶ。

　二つの平行テスト9，hが与えられたとき、次の定理が成立する。

定理2・3．2

　　　　　　　　　　　　　φ一ρ。（Yga，耳。）＝ρ3（Yga・Tg。）

この証明も容易である。これは、特殊信頼性係数が二つの平行テストによる得点間の相関

係数であり、得点と特殊真値との相関係数の二乗に等しいことを意味している。また、相

関係数はテストの試行と受験者に関して取られている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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2－3－4骸テス／・の辮信灘孫数

　この特殊信頼性係数の定義は合成テストにも適用できる。しかし、合成テストの信頼度

指数については既に2・3－2で定義したように、ここで定義される特殊信頼性係数はもは

や合成テストの信頼度指数ではない。合成テストの特殊信頼性係数とは、2－6節で説明す

るα係数に繋がる古典的テスト理論独自の概念である。

　合成テストZの特殊信頼性係数をP；と表せば、この特殊信頼性係数は；

P；一σ1（Tza）σ翻一1一婁σ3（E・a）

　　　　　　　　　　　　　　　　σ翻σ3（Za）σ翻

と定義することができる。

　G個の項目が平行であれば、得点と特殊真値の分散は項目に依存しないから、各項目の

特殊信頼性係数も項目に依存しないことが分かる。これらの値を順に；

σ1＝σ鵡、）；9＝1，一・・G

σ裂一σ1（Tga）ニσ。（Y，。・Y・。）；9・hニ1・…・G

ρ；一σ3（T，a）／σ3（Yg。）一σ1／σ1；9＝1・…・G

として、定理2－3．2の第一式を適用すると、平行テストによる合成テストの特殊信頼性

係数が；

定理2．3．3

　　　　　G’σ；，　　Gρ1
ρ；．　＝

　　σσ1（1＋（G－1）ρ；）1＋（G－1）ρ；

と表せることが分かる。これをSpearman－Brownの公式という・この定理は平行テスト

による特殊信頼性係数ρ量が項目数の増加関数という性質だけではなく・その推定で項目間

の平行性が重要な意味を持つことを示している。この話題については2－3－5と2・6節で

再び取り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
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2－3－5信鍍清数の据定

本章では信頼度指数の推定に、その定義式に各分散成分の不偏推定量を代入するという

方法を採用する。分散成分の不偏推定量は、分散分析における平均平方和のテストの試行

と相に関する期待値が分散成分の線形関数になるという性質から、各平均平方和を連立方

程式として解くことで求められる。この方法を用いるのは、経営特性の分析では分散分析

が用いられるので、その適用が容易なためである。また、信頼度指数が必要となる質問項

目の選択では、分散成分に関する議論は各相の効果に関する議論に転化されるため6、分散

成分の推定値自体にそれほどの重要性はない。従って、敢えて面倒な最尤法やMINQUE

（Minimum　Norm　Quadratic　Unbiased　Estimator）法のような分散成分の推定法を用いる

必要はないと思われる。ただし、平均平方和から逆算する推定方法では、分散成分の推定

値に非負性を保証できないことを注意しておく7。

　それでは、これまで紹介してきた一般信頼性係数と特殊信頼性係数、合成テストの特殊

信頼性係数の推定方法を順に説明していく。まず、一般信頼性係数は項目×受験者の二元

配置分散分析表（表2－3．1）を用いて推定することができる。この表については5－5節

で説明されるので、ここでは次の二点だけ補足しておく。一点目は、期待値E（平方和÷自

由度）がテストの試行だけではなく、項目と受験者に関して取られていることである。二点

目は、添え宇“・”の付いた変数が対応する添え字に関する標本平均を表すという表記上

の約束である。

　さて、一般信頼性係数は；

ψ一σ1／（σ1・cr；a（4a））・σla（A，a）一σ1・σla・σ1

と定義されるから、表2．3．1より次のように推定すればよい。

の＝
2
σ

＾
σ

∂1＝

61＋∂1。（4a）

Between　Persons Interaction

δla（Aga）ニ

　G（A－1）R　　G（G－1）（A－1）R

B・tween　Test×Pe「s°n　Ce11s一δ；；R・l

　　　　G4－1
・1・　（Aga）－A（ぎ一1）（…weenPers・n・－1・…ac・i・・）；R・1

ここから、一般信頼性係数の推定には繰り返しを必要としないことも分かる・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

65・2節参照。

7非負条件を付けない限り、通常の方法では非負性は満たされない。
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特殊信頼性係数は固定した項目9の下での受験者に関する一・元配置分散分析により推定

することができる。これは表2－3・2にまとめてある。ただし、R回の繰り返しはR個の

平行な項目と考えてもよい。特殊信頼性係数の定義式はφ＝σ3／（σ1＋σ1）だから；

φ＝
2
σ

＾
σ

＝
2
　
σ

＾
σ

32＋δ2
口　　　　　　e

Between　Persons　Within　Celis

∂3＝

　（A－1）R

within　Cells

AR（R－1）

A（R－1）

と推定される。この式から明らかなように、特殊信頼性係数の推定には繰り返しか、項目

間の平行性が必要となる。

　最後に、合成テストZの特殊信頼性係数ρ1の推定方法を説明する。もし、合成テスト

自体の繰り返しが得られている場合は、項目gではなく合成テストZに関して上の方法を

適用すればよい。繰り返しがなくても項目間の平行性が満たされていれば項目の特殊信頼

性係数ρ；は推定できるから、定理2・3．3を用いて特殊信頼性係数piを推定することが

できる。しかし、平行性も成立しなければ推定は不可能だから、この場合は特殊信頼性係

数の下限として定義されるα係数8で代用せざるをえない。

2－4テストの妥当性

　テストの妥当性（Validity）とは信頼性とならぶ重要な概念である。これは、当該テストが

何かある対象を測定しようとするものならば、本当にその「何か」を測定しているか否か

を示す概念である。この説明からも明らかなように、妥当性とは間接測定の妥当性を意味

する概念であり、間接測定が中心となる心理学特有の考え方である。そのため、直接測定

が可能な場合に問題とされることはない。

　妥当性の概念は様々な方法で表現されるが、次の二つの概念により補完的に捉えれば十

分であろう。一つ目は、内容的妥当性（Content　Validity）と呼ばれる概念である・これは分

析者がテストの目的を鑑み系統的にテストの取捨選択を行った結果として得られる妥当性

である。予め内容的妥当性を保証しておくことは最低限の要件であり、系統的な手続きを

取らず思い付きで編集されたテストとは区別すべきである9。当然、内容的妥当性は明確に

数量化できる概念ではないが、二つ目の構成的妥当性（Construct　Validity）1ま指標として表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

82－6節参照。

9池田（1980，p5の
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すことができる。

構成的妥当性は理論的に妥当性を持つと考えられる基準変数の構成概念（潜在特性）と

の関連として定義される。直接の関連で定義される妥当性が経験的妥当性（Empirical　Va’

lidity）だから、構成的妥当性とは経験的妥当性を一般化した概念と言うことができる。経

験的妥当性の指標には後述する妥当性係数などがある・

　しかし、テストの実施前に基準変数を見つけることは難しく、別のテストの得点が基準

変数として用いられることが多い。こうした場合に構成的妥当性による妥当性の検証は有

効な方法であるが、その結果を盲目的に受け入れることには注意が必要である。内容的妥

当性を持つテストの構成的妥当性の高さがテストの妥当性を保証する有力な根拠であるこ

とは事実でも、テストの得点と想定したモデルの適合度が意味することは・妥当性を仮定

したテストの信頼性に過ぎないからである。そこで、妥当性と信頼性の関係を示す次の定

理を最後に紹介しておく。この定理は質問項目の選択を議論する5－2節で必要となる。

　項目gの特殊信頼性係数をφとし、任意の基準変数をZ、と表そう。このとき、以下の

不等式が成立する。

定理2－4．1

ρ。（Yga，z。）≦fO

（9iE・HA）2－2－・の議論からσ。・（・Yga，Tga）一σ；（Tga），σ。（Y，。・TZa）＝σa（T，・…TZa）は容易に

示される。このとき；

　　　　　　　σa（Y，。，TZa）　σ1（Tga）　σa（㌃・TZa）
ρa（Y…Tz・）＝ ﾐa（Yga）σ。（TZa）＝ ﾐ。（Yga）σa（Tga）σ。（Tga）σa（TZa）

　　　　　＝ρσ（｝｝σ，Tg。）ρ。（T，σ・TZa）

　　　　　∴ρ。（㌦，Tga）≧ρ。（㌔。・TZa）

が成立する。さらに、σ散ろ。，Z。）＝σ3（Y，。　，　Tz、）に注意すれば；

幅）＝
穴?j一σ聯）σ聯）

　　　　　一ρ1（Yga，TZa）σ3（Yg。・TZa）

　　　　　∴ρ3（Yg。，Tz。）’≧ρ3（Yg。・z。）

　　　　　∴一ρ。（Y。。　，　Tz。）≦ρ。（Y，。・Za）≦ρ・（㌃乃・）
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となるから、以ヒをまとめることで；

緬・ρ。（Yga，Tg。）≧ρ。（Y、。，z。）

が得られる。　（終）

相関係数ρa（Yg。，Za）を妥当性係数という・この値が経験的妥当性の指標であることは既

に述べた通りである。この定理で基準変数Z、は任意だから、いかなる基準変数の妥当性係

数も特殊信頼性係数の平方根を超すことはできない。これは信頼性の高さが妥当性を保証

する必要条件であることを意味している。

2－5補足1：項目応答理論

　現代のテスト理論の主流は項目応答理論である。得られた得点を直接扱う一般化可能性

理論とは異なり、項目応答理論は得点が生起する確率を基に理論が展開される。この確率

は回答者が対象を測定するという行為をモデル化することで導かれる。範囲や離散性など

制約の多い得点を単純に分解していく一般化可能性理論に比べて、この項目応答理論は優

れた考え方と言うことができる。しかし、本論文で扱う経営特性の測定に項目応答理論を

適用することは難しい。4・5節で説明するように、このモデルの枠内では、通常の企業調

査で得られる測定値に基づいた仮説検定ができないからである。そこで、この議論の準備

として、本節では段階応答モデルを用いて項目応答理論の簡単な説明を与えておく。

2－5－1贋β応答ぞテシレの考え方

n個の項目が与えられたとき、少なくとも一つの項目の応答に影響を与える心理学上の

構成概念を潜在特性（Latent　Trait）θと表すことにする。潜在特性とは、その構成概念を説

明するために導入した人為的な変数であり、その直接観測できない尺度である。n個の項

目に関する潜在特性の全体は完備潜在空間lo（Complete　Latent　Space）を構成するが・ここ

では簡単化のため完備潜在空間を一次元と仮定する。もちろん、この仮定により以下の議

論が一般性を失うことはない。また、項目応答理論では受験者に関する情報はすべて潜在

特性θに含まれるため、受験者を表す添え字aは原則として省略される。

　潜在特性θを与えたとき、n個の項目の得点に関する条件付き同時分布Fが各得点の条

件付き周辺分布Fの積になっているとき、すなわち；
　　　　　　　9

ノ

10厳密な定義はLord　and　Novick（1968，P　355）を参照。
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　　　　　　　　GF（Yl，…，y。1θ）－HF，（ア，iθ）

　　　　　　　月こ1

であるとき、これらの項目は局所独立（Local　Independence）であるという。項目応答理論

では仮定2・2．1に対応して以Fの仮定をおく。

仮定2－5．1

対象とするn個の項目は局所独立である。

　次に、潜在特性θの受験者が項目9で得点sを取る確率を；

　　　　　　　　　　　　　P，（slθ）＝P（Y，　一　・iθ）・s－・，…，m

と定義する。この確率モデルで潜在特性以外の母数は項目の特性を規定する母数としてテ

スト母数と呼ばれる。また、この受験者の得点がs点を超える確率；

　　　　mpE（slθ）一ΣP，（ノ1θ）

　　　　ノ＝・s

を得点sに対応する項目応答曲線（ltem　Characteristic　Curve）と呼ぶ。項目応答曲線は潜

在特性の単調増加関数と仮定されるが、これはテストの性質を考えれば当然であろう。

僻P，（slθ）は連続応答モデ・レへの拡張と操作性を考慮して徽関数による表記で趨

されることが多い。この密度関数をレとすれば；

　　　　　　　　Pg（・1θ）＝噛1’ゆ）dy一嫉1礁（θ一助

と定義される。ここで、母数b，は得点sに対応した困難度水準（Difficulty　Level）の指標で

あり、〃1＋1個の得点に対応したカテゴリーの境界値を表している・母数agは項目9の持

つ識別力（Discrimination　Power）の指標である。

2－5－2　テス！’の鹸姓　　　　　　　　　’

　項目応答理論では、項目9の信頼性を潜在特性θの受験者が項目9に回答したときの信
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頼性として考え、潜在特性θに依存した項目情報関数（ltem　Infbrmation　Function）；

1（e・・Yg）－E，，⊂島1・gP，　（M・））　2

が指標として用いられる。これは統計理論におけるフィッシャー情報量（Fisher　Informa－

tion）に外ならず、この値を信頼性の指標として用いるのは、項目情報関数（フィッシャー

情報量）が以下に述べる性質を持っためである。

潜在特性θの任意の不偏推定量θについて、Cram6r－Raoの不等式；

σ・
i∂）≧　l

　　　　I（θ，η

が成立する。厳密な言い方ではないが、この不等式は潜在特性θの不偏推定量の分散を項

目情報関数の逆数まで小さくできることを意味している。従って、項目情報関数が大きい

ほど分散の小さな不偏推定量を得ることができる。信頼性の高い項目とは潜在特性が正確

に反映される項目のことだから、その信頼性は推定した潜在特性の分散として示すことが

できる。これが、信頼性の指標として項目情報関数を用いる理由である。

2－5－3～轡庄特盤とテスみ輝｝数の据定

潜在特性とテスト母数の推定には通常の最尤法ではなく後述する周辺最尤法（Marginal

Maximum　Likelihood　Estimation）の適用が一般的である11。しかし、本論文が対象とする

企業調査への適用には問題が多い。4－5節で示すように、これが企業調査に項目応答理論

を適用できない最大の理由となっている。

　さて、確率モデルの母数は観測値に依存する付随母数（lnciden七al　Parameter）と、すべ

ての観測値に共通な構造母数（Structural　Parameter）の二っに分類される。項目応答モデ

ルでは付随母数が潜在特性に該当し、構造母数が各項目のテスト母数（ベクトル）に対応

することは明らかであろう。この分類を与えたNeyman　and　Scott（1948）は、構造母数の

最尤推定量が一致推定量になるとは限らないことと、たとえ一致性が成立しても漸近有効

性（Asymptotic　Efficiency）が保証されないことを示した。このように、受験者数を増やし

てもテスト母数の最尤推定量に一致性を保証することができない。テスト理論の目的はテ

スト作成にあるから、これは最尤法の持つ大きな問題と言うことができる。

　これに対し、周辺最尤法では比較的重要性の低い潜在特性θを受験者の母集団で定義さ

れた確率変数として扱う。そこで、観測された得点の持つ確率の潜在特性に関する期待値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／を取れば、潜在特性に依存しないテスト母数の周辺尤度関数；

11池田（1994，P　7＆
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Ee〔叩P，　（Sa　10a　））

を求めることができる。この周辺尤度関数に関する最尤法が周辺最尤法である。潜在特性

の分布を適当に仮定することで、周辺最尤法が最尤法の望ましい性質を持っことも知られ

ている12。テスト母数の周辺最尤推定量が一致推定量であれば、この推定値を基にした最

尤法により潜在特性を推定することも可能となる。

2－6補足2：α係数

2－3－5で述べたように、合成テストZの特殊信頼性係数ρiの推定には、項目間の平行

性か合成テスト自体の繰り返しが必要となる。項目を相の一っとして捉えることがない古

典的テスト理論で、この問題を解決するために導入した信頼性の指標が、合成テストの特

殊信頼性係数の下限として定義されるα係数である。そして、経営学の分野で最も広く用

いられている信頼性の指標がα係数である。平行性や繰り返しが得られないという操作上

の理由のほか、一般化可能性理論自体が普及していないこともあろう。そこで、本章の最

後にα係数を簡単に説明しておく。

定理2．6．1

（証明）Cauchy－Schwarzの不等式から次式が成立する。

（a。（Za）－aa（Tla））2≧・⇒σ1（Za）＋σ1　（T，．）・2・。・（・la）aa（㌃）≧2礁・㌃）

この式をi≠ノについて加えることで

’

12Lehmann（1983，p45の
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££（σ1・（T，．・）＋鵜））・2G：ll　a3（㌃）

t，1ノ；1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

　　　　　　　　　　　　　　e－
　　　　　　　　　　　　ニ2Σσ二（T、a）＋ΣΣσ．（T、a）σ。（T、’a）

　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　　　　　　rtJ

　　　　　　　　　　　　　，，　　　ΣΣσa（T，a）σ。（T、’a）　ΣΣσa（z。・T，。）

　　　　　　　　　　　　・碧σ1（T，a）一；≒　－1　≧t「”－E；一：iコ　－1

となる．一方、σ3（T，a）一σ；（ΣZ．）一Σσ3（Z。）＋ΣΣσ、（7］。・T」a）だから・上の式を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’≠ノ

まとめることで；

　　　　　　　　　　　　　　　　　G　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ΣΣσ．（T，a，T、’a）　　　　　　　　　　　　σ1（Tz。）≧

　　　　　　　　　　　　　　　　　G－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’≠ノ

であることが分かる。最後に、この式と；

　　　　　σ3（z。）一σ3（Σla）＝ΣΣσa（考諾。）一ΣΣσ・（T，a・Tya）

　　　　　　　　　　　　　　　　　’≠ノ　　　　　　　　　　　　　「≠ノ

を特殊信頼性係数の定義式ρS＝σ3（Tza）／σ3（Za）に代入すれば証明は完了する。　（終）

　α係数は通常の分散の不偏推定量を用いることで推定できる。この推定量を定義式に代

入することで；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Σe3（稔’a）

　　　　　　　　　　　　　　　　∂．Gト…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ一1　　　　∂3（Z。）

　　　　　　　　　　　　　∂3（Yga）－Gと1婁（Y・・　－Y・・）2

　　　　　　　　　　　　　al（Za）一擢≒1婁（Za－z・）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノと推定できることが分かる。

　ところで、R＝1とした表2．3．1を用いることで、この推定式は次のように書き換える
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ことができる13。ただし、61（Za）は上で定義した通りである。

　　　　　　　　　　　　　d－1－G（1・t・’acti°n）

　　　　　　　　　　　　　　　　（G－1）（A－1）63（Za）

このα係数の推定式において；

　　　　　　　　　　　　　G　E（1。，，ra、・i。n）－Gσ3・Gσ1。

　　　　　　　　　　（G－1）（A－1）

であることは表2－3．1に示されている。従って、各項目が本質的にτ等価であれば、この

鵬値はGσ1となる14。ここで、・’3　＝　E，EaE（Ela）－E，σ1（E，a）に臆すると・

　　　　　　　　　　　　　　　G　　　　　　　　　σ3（E，。）一Σσ2（E，a）⇒E，σ3（E，a）－Gσ；

　　　　　　　　　　　　　　9＝1

だから、G（lnte「ac’i°n）カ1σ3（E，a）の推定値となることが分力・る。これは・額目が楯

　　　　（G－1）（A－1）

的にτ等価であれば、合成テストの特殊信頼性係数ρ多＝1一σ散Eza）／σ；　（Z、）をα係数の

推淀値で代替できることを意味している。

　この結果は次の定理によって理論的に保証される。

定理2－6．2

pi＝αとなる必要十分条件は各項目が本質的にτ等価なことである。

　（証明）これは、α係数の証明で不等式を導く関係式；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

13Lord　and　Novick（1968，P204

t4本質的にτ等価ならばVga＝0である。2－2・5参照。
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σ3（T，a）＋σ3（T、a）≧2σ。（T，a）σa（T、a）≧2σ。（T，a　，・Tya）

の等号が成立する必要f分条件が・71。＝Ct，＋7｝。、すなわち、各項目が本質的にτ等価で

あることから明らかである。　（終）

各項目が平行テストかτ等価であれば本質的にτ等価だから、こうした場合も合成テス

トの特殊信頼性係数はα係数と一致する。これは繰り返しが得られないときにα係数を用

いる理論的根拠となっている。しかし、平行テストの得点から本質的にτ等価であるため

の条件Vg．＝0が実際に推定されるとは限らない・この条件が成立しなければ・α係数の

推定値と特殊信頼性係数の推定値が一致することはない。従って、項目間の平行性を事前

に仮定できる場合、特殊信頼性係数の推定には平行性の性質から特殊信頼性係数を直接導

いた定理2－3．3の関係式を使うべきであろう。

　最後に、α係数の値は共分散σa（T，。，　TJa）に依存するため、項目間の平行性が満たされな

い一般の場合には、その非負性を保証できないことを注意しておく。

’
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3標本の持っ信頼性を考慮した仮説検定

経営特性の測定では、経営特性の状態と実数との対応関係が回答者や質問項目に依存す

るため、同じ経営特性の尺度が同じ数値となる保証が得られない。尺度の比較を可能にす

るためには、観測値を共通の対応関係による尺度に変換しなければならないが、その変換

が不可能であることは言うまでもない。この場合、経営特性の分析（仮説検定）をどのよ

うに考えたらよいだろうか。

　こうした状況における一般的な検定方法を3・1節で解説した後で、分散分析への適用例

が3・2節で説明される。

3－1汎検定問題の定義

3－／－1禰の設定と分類

通常の検定問題では観測された標本は既知として扱われる。それでは、その標本を完全

に知ることができず；

・　真の標本が存在する定義域

●　定義域内の元が真の標本である確率

という情報のみが与えられた場合、その仮説検定をどのように行えばよいだろうか。この

検定問題を定式化することから議論を始めよう。

前提となる検定問題を確率モデ・レy～F（ylO），y・Rnの騰ベクト・ヒ0に関する灘問

題Ho　vs．　Hlとし、この検定問題を原問題と呼ぶことにする。そして、真の標本が存在す

る定義域の元Wを標本yの候補値と呼ぶことにする。次に、任意の候補値Wを固定した

候補値ωの平行移動；

w＝ω＋π（w）

により表し、この固定した候補値ωを定義域の代表値と呼ぶことにしよう・そこで・候補

値wの定義域をD（wlω）とし、その候補値碩の標本yである解の分欄数をG（wiω）

と代表値ωを明示して表すことにする。このとき；

y－F（yl・），y・D（wlω》w－G（wl・・）・H・v・・　Hi

と定義される検定問題の形式を形式1と呼ぶ。ただし、形式1は次の条件を満たしている
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ことが前提である。原問題の標本yの定義域1をS，⊆Rnとすれば；

D（wlω）⊆S，

が成立していることである。未知の標本yの候補値が標本yの定義域に含まれないことは

候補値の意味に矛盾するためである。後で必要となるため、ベクトルπ（w）の定義域を；

S。1、Dこ
o・（w）1・（w）－w一ω・w・D（wlω）｝

と定義しておく。

　次に、形式1とは表裏一体の関係にある形式llを定義しよう。形式nとは、原問題の確

鞭数yと、この榊麟とは独立に分布する僻変数π（一）－H（π゜）との和ωが翻ll値

となる場合の検定問題である。すなわち；

　　　　　　　　ω＝y＋・・一㌧y－F（yl・），・（一’－H（・1－））・H・v・・　Hl

と定義される検定問題が形式llである。ただし、形式Hを適用する場合、この観測値を未

知の標本yと誤差項・ωの和として考えるのではなく浬論的に想定した標本yを表す便

宜上の値と解釈していることが前提である。この解釈の違いは形式ilを形式1へ変換する

ことで明確なものとなる。

そこで羅率変数・・一・の定義域をs．，。⊆Rnとし確鞍数y・s，との和が標本ωとな

るπ（－1∈S．｛一、の集合を；

S．，，，1。ニ

o・・→ly＋π・一）　＝・tU・y・S，・πの∈S・・｝

と議する．このとき源本ωと確鞍蜘1－’・s．・一，lmとの差di・一π‘一’は未知の標本yの

候補値wと考えることができる。従って、標本ωを代表値としたときの・候補値wが従

う分布関数Gは；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

t標本空間（S。mpl。　Sp。，e）、または、分布騨F（yiO）の台（S・pP・r・）のことである・
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G圃壁ω一?ｸ㌦）一畷甲〉箒∈、）

と定義することができる。分布関数Gの台である候補値wの定義域は；

D（wlω）・　（wivv一ω一・〔→・π（”’∈S．・・ゆ｝

と表すこともできる。

　この結果は、標本ωを未知の標本yを表す便宜上の値と考える形式llの解釈が、この値

を代表値とした形式1の解釈と同じというだけでなく、標本ωを与えたときの形式llが対

応する形式1と数学的に同じ構造であることを示している。実際、確率変数πωと形式1

で導入した確率変数ベクトルrt（w）との間には；

S．，。i。一
o・・一・ly・・（『’＝ω・y・S，・π（一’・S．，一）｝

　　　＋・（w）1・（w）－w－・w・D（wlω）｝一｛一π（w）1・（w）・S巾｝

という関係が成立している。しかし、二っの標本ω1≠ω2に対応した確率変数π（一）の定

義域S．、．，lml，S。・「。、が等しくなる保証はないため・これらの標本力》ら同じ離2の形式1が

導かれるとは限らない。ただし、原問題の定義域SyがRnの場合は・S。・一・lm，＝S。・－lim、が

成立するため、任意の標本ωに対応する形式1はすべて同じ構造となる。このように、形

式IIは形式1を一般化した表現と言うことができる。

　最後に、形式Hの標本y＋πoに対して構成した形式1；

　　　y－F（yl・），π・一・－H（・・→），y＋π・→・D’（ωゆ1ω〉ω’－G’（ω’｝ω）・H・vs・　Hi

を形式mとして紹介しておく．ただし、この場合もD’ iωrω）⊆S，が前提である・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

・二つの定義域D（wlω，），D（wlω、）が平行緻の関係にあるという意味で用いている・
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形式Hの標本y・π（7）の舗1直として適当な値（D・’∈D’ iω「ω）を取り・この値に甫fl述し

た方法を翻すれば・原問題の標本yC・対する候補wの事前分布H（wl…’）を求めるこ

とができる。この便宜上の代表値CD　tには事前分布G’が与えられているから、形式mの代

表値ωを代表値として持つ形式1の事前分布Gを；

G（wiω）一鏑H（w｝ωりdd（ω1ωり

と定義することができる。このように、形式IHも形式1に変換できることが分かる。

3－1－2．形式∬と遍営の槌赫法

　3．1－1では、形式1の派生形として形式nと形式mを紹介した。この章の議論は原則

として標本yが未知という形式1を前提とするが、ここでは例外的に標本が二っの確率変

数の和として定義される形式ll；

ω一y・・（一’，y－F（yle），・（一）－H（π（一）），H。　vs・Hl

を想定して議論を進めていく。さて、確率変数ωの分布関数を求めることで、形式H（形

式1と形式IIIも）は通常の検定問題として扱うことができる。この一見当然とも思える検

定方法を採用しないのは、確率変数π（一〕の持っ意味を考えた場合、その検定方法が必ずし

胎理的とは言い切れないからである・所与の標本ωに対して確較蜘‘一’∈s．・lmが持

つ確率とは、候補値w＝ω一π（　）∈s，が真の標本yである可能性を意味している。この

確率の意味に注意して、次の数値例を考えてみよう。

　母数θと誤差項εとの和ア＝θ＋εで定義された確率モデルにおける検定問題；

Ho：θ＝Ovs．　Hl：θ＝1

を原問題とする。誤差項εの分布は；

ε 一3 一2．5 一2 一1。5 一1 一〇．5

確率 α01 0．03 0．04 0．07 0ユ0 0．15

0 0．5 1 t5 2 2．5 3

0．20 0．15 0．10 0．07 0．04 0．03 0．01
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とする。確率変数π〔｝）には；

「1（　〕＝（－0・500．5）

という三通りの値を想定する。そして、ω＝θ＋E＋π（｝）＝15を観測値としよう。

確率変数π〔一）の持つ確率はまだ定義していないが、真の標本yは候補値；

w＝1，w＝1．5，w＝2

のいずれかである。まず、これらの候補値を真の標本と考えて、原問題での検定結果を調

べてみる・この結果は各仮説の下で標本yが生じる榊と鍍比P（ylθ一1）／P（ylθ一〇）を

載せた次の表；

ア P（ア1θ一〇） P（ア1θ一1） 尤度比

一3．0 0．Ol 0．00 0．00000

一2．5 0．03 0．00 0．00000

一2．0 0．04 0．01 0．25000

一1．5 0．07 0．03 0．42857

一1．0 0．10 0．04 0．40000

一〇，5 0．15 0．07 0．46667

0．0 0．20 0．10 0．50000

0．5 0．15 0．15 1．00000

1．0 0．10 0．20 2．00000

1．5 0．07 0．15 2．14286

2．0 0．04 0．10 2．50000

2．5 0．03 0．07 2．33333

3．0 0．01 0．04 4．00000

3．5 0．00 0．03 oO

4．0 0．00 0．01 oO

から求めることができる。Neyman－Pearsonの補題から　・候補値が真の標本であるとき

に帰無仮説を棄却できる尤度比の最小値と、そのときの有意水準は次のようになる。

候補値w 確率変数π（一） 尤度比の最小値 有意水準

1 0．5 2．00000 0．25

1．5 0 2．14286 0．15

2 一〇．5 2．50000 0．08

’

次に、確率変数π｛一〉に定義された確率が；
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P（f・・）－P（一…5・⑱・
oiil熱1瀞）

という三通りの場合で、形式IIIの最強力検定を求めてみる。各確率において標本ωが生じ

る確率と尤度比は表3－1．1の通りである。この表から、標本tO・＝1．5で帰無仮説を棄却す

ることができる有意水準が、上記の確率の順で；

Pl→O．16，　P2→0．16485，P3→O．1503

であることが分かる。有意水準はいずれの場合も約16％だから、これは通常の検定方法が

確率Pl～P3の違いを区別していないことを意味している。確率変数π（一）を誤差項として考

えれば、この結果は標本ωが生じる確率（そのように計算されたのだから）に基づいた検

定結果として何の問題もない。

　しかし、確率Pl～P，．を候補値ω一π〔一）の持っ信頼性と捉えた場合、この検定結果は果た

して妥当なものだろうか。そこで、これらの確率が表す状況を確認しておこう。確率P，は

三つの候補値w＝1，w＝L5，w＝2のどれが真の標本であるのか全く分からないという状

況を意味している。確率P，では等確率でwニ1かw＝2というところまで候補値を絞るこ

とができる。確率P，の場合は実質的にwニ1．5を真の標本と考えることができる。この場

合は形式Hを原問題と区別する必要はほとんどないから、有意水準16％で帰無仮説を棄却

できるという決定は妥当なものであろう。しかし、伝統的な検定論が帰無仮説を誤って棄

却してしまう第一種の過誤に重点を置いていることを考えると、真の標本が未知という状

況では、　「棄却」という決定には一層の慎重さが必要ではないだろうか。この慎重さは真

の標本と紛れたデータ（候補値）との関係が希薄であるほど要請されるはずである。この

考え方を尊重するのであれば、確率P，，P2の場合に帰無仮説の「棄却」を決定すべきか否

かが微妙な問題であることが分かる。

　このように、候補値を標本としたときに帰無仮説を棄却できる有意水準の、その候補値

が真の標本である信頼性に関する平均を検定の有意水準（この数値例では確率Pl～P3のい

ずれの場合も約16％である）とする考え方では、事前分布Hの違いを反映させることが

できない。従って、形式Hを未知の標本yに想定される候補値wを一っの式で表現した確

率モデルと考えるのならば、標本ωの確率を基に統計的決定を行うのではなく・各候補値

の検定結果と信頼性に基づいて統計的決定を行うべきではないだろうか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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3－1－3究捉謂懸と受溶グ・スク

ここからの議論は再び形式1，

y～F（y）e），y・D（wlω），w～G（wlω），H。　vs・H，

を前提とする。ただし、表記上の理由から確率化検定の議論を避けるため、ここでは原問

題の分布関数Fを絶対連続型と仮定する。形式1（形式llと形式皿も）では各候補値の検

定結果と信頼性に基づいて仮説検定が行われるので、原問題の検定方法を事前に決めてお

かなければならない。そこで、原問題における有意水準αの検定関数（Test　Function）を一

次元の統計量71（y）を基に；

6a（y）

と表すことにする。この検定に不偏性や不変性が課せられていても構わないが、その制限

された検定方法の中では一一様最強力であることが前提である。

各候補値の検定結果を基に帰無仮説の棄却と受容を決定する場合、候補値に付与された

確率と検定結果はすべて既知だから、その決定が候補値wに対してではなく、候補値の定

翻D（w｝ω）に対して定められることカミ分かる・この凝を趨域の代表値ωを明示した

決定関数（Decision　Function）；

d（ω）一 ﾗ窪饗

で表現する。この決定問題の母数は真の標本yにおける検定結果だから、ここでは損失関

数（Loss　Function）として；

卿（呼

撃
鉛
ﾀ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
を採用しよう。この損失関数は検定論における0・1損失の流用である。従って・標本yを

棄却できる有意水準に基づいた損失関数を考えても構わない。また・この決定問題では決
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定関tW　d（ω）が確率変数として扱われないので3、損失関数とリスク関数（Risk　Function）が

一致することを注意しておく。

　さて、母数に当たる検定結果に対して（事前）確率；

P（δ・（y）一　ω）－L（．1。）へ（w）dG（wlω）－P・（。1。）（T（w）・ca）

P（δ。（y）－olω）一レP（δ。（y）－11ω）

が定義できるので、ここでは決定関数の選択にベイズ基準を採用しよう。このときのベイ

ズリスク（Bayes　Risk）は；

BR（d（ω）－1）－L。1（1－P（δ。（y）－11・D））

BR（d（ω）－0）－P（δ。（y）－il・D）

となる。従って、帰無仮説を棄却できるのは；

BR（d（ω）－1）・BR（d（ω）＝・）⇔P（6a（y）－1tω）・ziil，［t°t1

が成立する場合であり、不等号が逆の場合は受容ということになる。ところで、検定統計

量としての事前確率；

R。（ω）－P（6a（y）・11ω）＝L（。i。）6a（w）dG（wlω）

は受容という決定のベイズリスクである。そこで、この事前確率Rα（ω）を受容リスクと呼

ぶことにする。

　以上の議論をまとめよう。形式1に対応した検定関数は受容リスクの関数として；

5（ω）一 o畿1潟：1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13所与の定義域に与えられる決定d（ω）が確定的という意味である。この検定の有意水準を

求める場合は淀義域自体に確率が議されるため、決韻ω）は解変数となる・こa’話

題は3－1－4で議論される。
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と定義することができる。ただし、定数rは誤って棄却を決定したときの損失Leiの相対

的な大きさLOi／（Lo1＋1）のことである。この検定関数を原問題の検定関数δα（y）と区別す

るため、原問題の検定結果に関する検定という意味で汎検定関数と呼ぶことにする。この

検定問題（形式1～形式皿）も同様に汎検定問題と呼ぶことにしよう。

　ところで、受容リスクとは真の標本yにおける検定結果が帰無仮説の棄却である事前確

率のことであるが、これを「事前」確率というのはベイズ基準を採用したためで、実際に

は各候補値について検定した後に求めた「事後」確率を表している。一方、汎検定関数の

定義から、受容を誤って棄却と決定したときの損失LOiが相対的に大きいほど、棄却とい

う決定には大きな受容リスクが必要であることが分かる。これは、損失Loiが大きいほど

大きな「事後」確率が要求されるということだから、汎検定関数とは非常に合理的な決定

と言うことができる。

　この方法を3．1－2の数値例に適用してみよう。原問題の有意水準を15％とすると、三

通りの確率について受容リスクは；

Pl→R。15（ω）＝2／3，P2→Rol5（ω）ニ0．505，P，→Ro15（ω）＝099

という値となる。確率P3の場合に棄却という決定は妥当だが、確率P1，P2の場合は損失の

値LOi如何ということになるだろう。

3－1－4究槌舖数の充童矛（準

　汎検定関数の定義から明らかなように、この検定方法では予め設定した受容リスクが有

意水準より優先される。これは汎検定関数の持つ実用上の利点と言うことができる。原問

題の確率モデルFと候補値の事前分布Gの組み合わせに対し、受容リスクを求めることは

比較的容易だが、対応する有意水準の算出は非常に面倒だからである。しかし、形式llの

標本ωに適用した検定関数と汎検定関数との比較など、有意水準を求めることは理論的に

興味のあるところである。汎検定関数の有意水準とは受容リスクに定義された確率のこと

だから、ここでは受容リスクの持つ確率について説明していこう。

　その定義から分かるように、受容リスク；

R。（ω）・P（6a（y）－liω）＝£（。1。）6a（w）dG（w［ω）

とは候補値wの定義域D（w回の集合関数となっている・従って・受創スacこ鮮を定

義するには、候補値の定義域に確率を定めなければならないことが分かる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
まず、形式1にお・・て代表値ω。を固定しよう．これは議域D（wiω。）が与えられたこ

とを意味している。この定義域の比較対象となるのは、ベクトルπ（w）の定義域；
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S．1．，一
o・（w）i・（w）－w一ω。，w・D（wlω。）｝

が樋となる臓域D（wlω）一｛wlw－…・・∈S．1，D。｝⊆S，に限らオxる・そこで・この

条件を満たす代表値ωの集合を；

S。1。．一ω
^wlw＝ω＋π・π∈S．1。。｝⊆S・

とおくことで、対象とする騰の全体を集合族S（D倒ω。））一｛D（wlω／ω・S。1・・。｝で表

すことにしよう。この集合族が汎検定問題における標本空間となる。

やや面倒な議論が続いたが、これvま標本yの趨域s，が有界集合の鵬を考慮して礁

に記述したためである．この議謝よ3－・・2の数値例を考えると分かり易・’・このときの

標本ω．1．5を代表値とした議域VまD（wil．5）　一｛1，15・2｝だから・こ碇義域が起こる麟

を翫る場合は左から順に僻・．495，・。・1，・．495にの糊で1塒率P・を用いている）が

付与される議域を対象とすべきで1，る．例えば、代表値がω一3の場合・標本アの簾

域に含まれない値w。3－（－05）－3．5順の標本である確率は・・495という命題は偽だ

から、この値を舗値と考えることlsできない．従って・この場合はw＝3・5を外し蝶

合｛25，3｝が定義域D（w13）となる・三つの候補値を持つ定義域が得られたときに・囎値

が二つの定義域を場合分けの対象とする必要のないことは明らかである。

さて、この雛例で帰無仮説H。，θ一・碩のときに、臓域D（wll5）一｛1・15・2｝が生じ

る確率は；

P（D（wll釧θ＝・）㏄P（w－1・rw－1・5・…w・＝r－　21θ　＝＝°）

　　　　　　　　－P（π・一・一・5）P（w－llθ・・）＋・・＋P（π（一’一一・5）　P（w－21θ一゜）

　　　　　　　　＝＝0．495×0．1＋0．01×O．07→O．495×O．04

　　　　　　　　＝0．07

に比肌た値と考えればよい．第一式で鵯が成立しないのは・汎検定陥の躰空間が

制限（この例では｛2．5，3，3．5｝は含まれない）されているからである・比例定数は；
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P（w－－3・・w－－2・5・rw－－21θ一・）・…・P（w－2・rw－25・rw－31θ一・）一・・96・2

の逆数だから澗題の確率はP（D（wll釧θ・・）一…7…96・2≒…73となる・

　それでは、この確率を一般的に定義する。3－1－3で原問題の分布関数Fを絶対連続型

と仮定しているので、その鍍徽をf（wl・）と表そう．このとき・趨域D（wlω）にイ寸与

される確率Pは；

　　　　　　　　　　　P（D（wlω））－cL（。i。）f（wl・）dG（wlω）

と議することができる．ここで、D（wlω）・S（D（wiω。））⇔ω・S．1．。だから・

　　　　　　　　　　　き一S．lm．9（wlω）f（wl・）dG（wlωレμ（ω）

である。従って、受容リスクrが起こる確率は確率Pを用いることで；

　　　　　　　　P（R。（ω）＝r）＝P（D（wlω）IR。（ω）・r・ω・S。1。。）

と表すことができる。この確率により汎検定関数における有意水準が定義される。

これが候補値の議域D（wlω）に与えられる確・，ge・ipの趨であるが源本空間カミ集合族

である鵬の議論は数学的にや緬倒である．そこで、議域D（wゆ）と代表｛直ωの対応

関係は固定されているから4、確率Pを代表値ωに定義された確率として捉え直そう・この

対応は一対一一であるから、臆の代表値ω・S。1。．に対してP（ω）＝P（D（wlω））と解戸を

定義すればよい。この代表値は実数ベクトルだから、分布関数；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
4観測値としての定義域における代表値ωoの選び方は任意であるが・この定義域を基に標

本空間S（D（wlω。））を趨するときは・その対応関係は固定されている・
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恥）一戸（Ω1Ω・ω）－P（D（wiΩ）1Ω・ω）

を定義することが可能となる。そこで、次節以降は代表値ωに定義された確率P（ω）と分

布関数FG（ω）を基に議論していくことを約束する。

ところで・形式1では代表値ω・S。1．．　t・対して榊変数ベクト・レπ（w）・S・t・・。が矛盾

なく定義されているため、これを形式Hに変形することは容易である。いま・代表値ωに

対して確率変数π（一｝を；

　　　・・一・一一・（w），m・vv＋・・→，w・D（wl・・），・・一’・S。・1。。十・1π∈S・1・，　］

と定義すると、確率変数π（一〕の分布関数Hと事前分布Gの間には；

G（wlω）－P。（W・ω・n・w）

　　　　－P。（－n・ω一w）

　　　　－1－P。（n（一）＜ω一w）

　　　　＝1－H（ω一w）

という関係が成立する．この分欄数H（π（一’）＝H（ω一w）が変数wの減少騰であるこ

とに注意すると、P（D（wlω））の不責分部分は解変数・（一）についての積分・

£（。ゆ）f（wlθ）dG（wlω）－9（。ゆ）f（wl°）d（’－H（－w））

　　　　　　　　　　－L（。1。）f（w1・）d（－H（ω一w））

　　　　　　　　　　一乱一，1。，　f（ω一・°1°）dH（π（→）

として書き換えられることが分かる．この式で、最後の積分｝驚較数wと・‘’）の畳み込

みだから、この値は形却の標本m・・w・抽が持つ確率を鰍している・そして・これ

が形式1で臓した解戸（ω）・恥（ゆ））の別解釈である・
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3－2具体例：原問題が分散分析の場合

3－2－1分教分汐アの蘇夕

　この具体例では原問題として第1章で詳しく説明した分散分析を取り上げる。まず、そ

の内容を要約しておこう。検定問題は回帰モデル；

　　　　　　　　　　y～N（Xβ，σ21），y∈Rn，X：nxm，rankX＝r

における線形仮説H。：Hβ　＝ξ　vs．　H、：Hβ≠ξの検定である・ただし・ここでは未知母数

としての分散σ2を期待値が～デの確率変数として扱う。

さて、RnからV（X）一の鮫射影行　・1をP、　Rnから｛Xγ　IHγ一〇｝⊆V（X）一の敵射

影行列をUとしよう。連立方程式Hβ＝ξの特殊解をβoとすれば；

　　　　　　　　　　R8－yt（卜U）y～σ2×2（n－r）

　　　　　　　R3－R9＝（y－Xβ。）’（P－U）（y－xp。）一σ2・X2（k・Z）

　　　　　　　　　σ2Z＝（Xβ　一　xp，）’（P－U）（Xβ一Xβ，）

が成立し、二っの統計量は独立に分布する。従って；

　　　　　　　　　　　F（y）・撃・惑一F（k・・－r・・）

であることが分かる。これは1－2節で述べた通りである。

回帰モデ，レy－N（Xβ，σ・1）をF（y）－F（k，n－・，・）に変換することで・検定髄をF分

布の非心度λに関する検定問題H。・λ一〇・vs．　H、：・1．・0に儲させることができる・この

変換後の検定問題における様融力検定が分散分析である・そこで・有意樺αの分散

分析を検定関数；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ
　　　　　　　　　　　　　　　6a（y）・牒；：之
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で表すことにする。

　また、F統計量は1・3節で述べた変換群G，～G3に関する最大不変量だから・これらの

変換群に不変な一様最強力不変検定が分散分析ということになる。特に、確率変数yの定

数倍という変換群G，は未知母数である分散σ2に依存しない確率モデル（F分布は正規分

布の分散に依存しない）を導くために要請される。この値が既知の場合は変換群G3に関す

る不変性は不要となるから、検定問題は確率モデルRl－R3～σ2Z2（k，Z）の非心度・Lに関

する仮説Ho：λニO　vs・H，：λ＞0の検定へと変換される。

3－2－2分教分折を原禰（をしノを凋羨謂題

この原問題に対し、輔分布G（wlω）が分散既知の正規分布N（ω・・’1）である場合を汎

検定問題として考えていこう。この場合は；

　　　　　　　　　　　　　　S，－D（wlω）・Sψ，、－Rn

となるから、汎検定問題の標本空間を制限する際の面倒な議論は不要となる。また・候補

値w～N（ω，τ21）に関する二つの統計量；

　　　　　　　　　R3（W）－W’（1－P）W～T2，zr2（k，，λ1）　　『’

　　　　　　　　　　　ん，ニ・一・，τ2・L1＝ω’（1－P）ω

　　　　　Rl（w）一一　R3（w）一（w－xp。）’（P－U）（w－Xβ。）～τ2，t”（k…L・）

　　　　　　　　　　　k、＝　k，　T2Z、＝（ω一Xβ。）’（P－U）（ω一Xβ・）

が独立に分布することを注意しておく。

　さて、cG＝kcα／（n－r）とおけば、このときの受容リスクは；

　　　　R。（ω）－P。（。lm）（F（w）・・。）・P。（。lm）（R3（w）－Rぎ（w）・・aR9（w））

と定義することができる5。ここで、r分布砂）密度関数と分布関数をそれぞれ；

5このF統計量は二重非心F分布に従うが、この分布を直接用いる方法は賢明でない。
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とすれば、括弧内右辺の統計量cG、R，2の密度関数膨は；
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となる。以上の結果から、受容リスクは次のように表すことができる。

R。（ω）－P。（。1．）（Rl（w）－R♂（w）・・三R8（w））

　　　・縣姻子．。2（R3（w）一・R3（w）・鋤

一f診書紐調｛1一ド書去〔難’騨

一f螺餅調｛1－・悪鯛r←麦・’斗

　　　一レ・禰謝⊂訓怯・＋鼎夢

この展開における積分と総和の順序交換1ま被積分関数が【o，・。）で可測な1Ll醐数であるた

め保証されている。
　このように、受容リスクは二っの非心度Zi，λ、の関数となっている。そして、これらの

非心度は事前分布Gの平均ω、すなわち、代表値ωの関数だから、以下の議論では、この

関係を明示してa，（ω）ノ、ゆ）と表すことに穿る・

　さて、この汎検定問題は；
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ω＝y＋π（皿），y～N（Xl3，σ21），π←）～N（0，τ21），Ho：Hl3＝ξv5．　H1：Hβ≠ξ

と形式nに変換することができる。標本ωの分布関数可（ω）は確率変数yとπのの畳み込

みとして定義されるから・この場合は正規分布N（xp，（σ2＋τ2）1）となる・この磯ラ〉布

に対して3－2－1の変換を適用すると；

　　　　R3（ω）＝ω’（1－P）ω～（σ2＋τ2）x2（k、）

Rl（ω）－R3（ω）一（ω一xp。）’（P－U）（ω一Xβ。）～（σ2＋τ2）Z2（k，，λ）

　　（σ2＋τ2），L＝（Xβ一Xβo）’（P－U）（Xβ一Xβo）

が成立する。この関係を用いることで、代表値ωに関して確率変数である受容リスクの母

数A，（ω），Z2（ω）が；

・’Zl（ω）＝（σ2＋τ2）Rl（ω）～（σ2＋・2）Zユ（k，）

　　　　・λ，（ω）一（1・σ2／・2）X2（k，）

τ2・・，（ω）一（♂＋τ2）（Rl（ω）－R3（ω））一（♂＋τ2）X2（ん…1・）

　　　　・・1・、（ω）一（1＋σ2／τ2）X2（ん・・π）

に従うことが分かる。当然、二っの統計量の比，1．，（ω）μ2（ω）ニF’（ω）は未知母数σ2に依

存しない。この統計量を受容リスクに代入すると；

Ra（ω）－1一び響壕継（〆醐側fγ〔怯・・＋割r←圭・・＋矩

と変形することができる。このように、受容リスクは統計量F’ iω）だけの関数として表す

ことができない。統計ig　Z2（ω）は未知母数σ2に依存しているから、これは受容リスクの

確率が実際には求められないことを意味している。すなわち、汎検定関数の有意水準を求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノめることはできないということである。

　汎検定関数の棄却限界r＝LOi／（LOi＋1）は損失関数を基に定義するため、有意水準が求
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められなくても特に問題はない。しかし、この値が分析における重要な指標であることに

疑いはない。そこで、次に汎検定関数の有意水準を詳しく調べていくことにする。

3－2－3（彦彦オヒ肇に雇ゲする考’察

本節の初めに述べたように、ここでは回帰モデルの分散σ2を期待値～テ2の確率変数とし

て扱っている。この分散が未知母数であることに変わりはないから、分散σ2に依存しない

分散分析が検定方法として採用されている。しかし、分散が未知の場合は汎検定関数の有

意水準を求めることができないので、ここでは分散を期待値～テ2と見なしたときの有意水

準について考えていく。

まず源問題の分散を鮪値δ’したときの代表値ωの分布N（Xβ，（δ2＋τ2）夏）と・検

定問題H。：Hβ＝ξ　vs．　Hl：Hβ≠ξとの関係をまとめておく。前述したように・二つの統

計量R3（ω），R3（ω）－R8（ω）について；

　　　　Rま（ω）一ω’（1－P）ω～（♂＋τ2）X’（ん1）

Rl（ω）－R8（ω）一（ω一Xβ。γ（P－U）（ω一Xβ。）～（δ2＋τ2）Z’（ん…L）

　　（～テ2＋τ2）λ＝（Xβ一Xβoγ（P－U）（Xβ一Xβo）

が成立している。ここで、二つの統計量は独立に分布し、統計量R8（ω）に関する第一式は

仮説とは無関係に成立する。これに対し、非心X2分布に従う統計量Rl（ω）－R3（ω）の非

心度iは帰無仮説が真のときに限りゼロとなる。ここから、代表値ωを標本とした線形仮

説の検定は、統計量Rl（ω）一　R♂（ω）の非心度λに関する仮説Ho：AニO　vs．　H，：λ＞0の

検定として考えればよいことが分かる。実際、この検定方法は1－3節で定義した二つの変

換群G1，G2に関して不変な一様最強力不変検定となっている。

　それでは、汎検定関数の有意水準を求めてみよう。分散比をV＝～ヂ／τ2とおけば、受容

リスクの騰λ，（ω），，1、（ω）が、代表イ直ω一N（xβ，げ＋τ2）1）に関して・

　　　　　　　　　ノ
λi（ω）～（1・りX2（ki），Z、（ω）～（1・りX2（k・・Z）
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と分布することは3－2－2で説明している。ここで、受容リスクは固定した母数ろ（ω）の

下で母数λ2（ω）の増加関数だから6、所与の受容リスクRα（ω）ニreに対し；

　　　　　　　　　　　　　　Al。∈｛Zi（ω）IR。（ω）－x。｝

を条件として与えれば、統計量Z2（ω）ニA20を一意に定めることができる・すなわち；

　　　　　　｛ωIR。（ω）＝r。iAt（ω）・λ，．｝＝｛ω1λ、（ω）・Z・・1λ，（ω）－Zi・｝

が成立する。纐M－k，L，（ω）一ω’（1－P）ω／τ2は常に既知だから・この受割ス77　r，・に対し

て統計量λ2（ω）＝λ20が一意に定められることが分かる。

　ここで、任意の対立仮説Hβ＝ξ’≠ξを取り、この連立方程式の特殊解をβ’とし、対応

する非，醸を（i・＋。・ゾ・（Xβ一xp’・）・（P・一・U）（xp－xp’）ti『る・このとき・既知で

ある統計量a、（ω）・Zi。を与えたとき、受創スクr。の持つ解は・

P死（R。（ω）－r。1・ii（ω）一・，。，Hβ一ξりニP蕗（λ・（ω）一’t・・IZ，（ω）一・L…Hβ・ξり

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝Pit（z、（ω）＝λ，・IHβ＝ξり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一P（1．，，畑，（A、。lz－z’）

と表すことができる．ここから、受割スクを用いた検定方法が非心κ2纐←量・

λ，（ω）ニ（1＋v）（Rl（ω）－R9（ω））～（1＋v）x2（ち・λ）

による一様最強力不変検定と同値であることが分かる。

　以上の議論から、汎検定関数；

’

63－2－5参照。

53



8（ω）一 B爲；：1

の有意水準α0は、所与の分散比Vと統計量Z，（ω）＝λ10に対して；

Pny（R。（ω）・r。　1・Ll（ω）－A、。，Hβ一ξ）－P、、．り畑，（X2＞iZ・・IZ－・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　－P（1．v）x2（k、，（X2＞Z・・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝α0

と求めることができる。

　ところで、この汎検定関数は未知母数σ2を期待値aニ2として構成したものだから、F統

計量による一様最強力不変検定（分散分析）とは一致しない。実際に分散が期待値～ヂに

近い値であれば、分散分析（変換群G，～G，に不変）より不変性の条件が緩い受容リスク

による汎検定関数（変換群Gi，G、に不変）の方が、任意の対立仮説Hβニξ’≠ξに対して

高い検出力を持つはずである。しかし、期待値δ：2からの偏差が大きい場合の優劣は必ず

しも明らかではない。

3－2－4数ILU例

　この数値例の目的は、汎検定関数の有意水準に対応する受容リスクの大きさを実際に求

めることである。回帰モデルと線形仮説の自由度はk1＝n－r＝47，k2’＝kニ3、分散分析

の有意水準αは0．1、事前分布Gの分散τ2は25と固定した。これに対し、汎検定関数の

有意水準αoと回帰モデルの分散の期待値i2、統計量a，（ω）の値は複数の組み合わせにつ

いて計算した。

まず、分散の期待｛直♂を16，25，36，49とする．これらの値に応じた分翫ヒU＝δ2／25と

三通りの確率p＝0．3，0．5，0．7を基に、統計量λ1（ω）の値Zi．pを；

P（1．，），・，，，（λ≧Zl，P）＝P

を満たすように求めた。そして、0．75から6．99まで0．Ol刻みで調べた汎検定関数の有意

水準αoと分散比Vの各組み合わせに対し・統計量A2（ω）の値λ2，・。を；
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P（1．。、Ari，47）（λ≧Z・．。n）一α・

となるように求めた。

　最後に、この汎検定問題における受容リスクは次のように計算した。　F（3，47）分布の一ヒ

側10％点co．1＝2．204182に対してc61＝3co　i／47とおけば、受容リスクは互いに独立な

確率変数R8，Rl－R8により；

R。（ω）＝P（R1－R8＞・6．，R8）

R♂～τ2，zr2（47ん），　R1－R8～t2X’（3ノ・，α．）

と議することができる。そこで、上のi」〉布に従う二つの乱数R3，Rl－Rぎを1・・°°醗

生させたときに、括弧内の不等式が成立した回数の比率を受割スクの近似値とした・

　これらの設定の下で計算した結果が表3・2。1～4である7。この表から；

．二つの有意水準αとα。を固定しても、受割スクは分散比陛統計馴ω）に依存

　　して様々な値を取りうる
．代表値による検定で、非常に・」・さい有意蝉で帰無仮説が棄却できるとき・有意樺

　　10％の分散分析に対応した受容リスクも大きい値となる

という二つの含意を導くことができる。さらに、有意水準5％の汎検定関数で帰無仮説を

棄却できても、原問題で棄却されていた可能性は約5・％以下（受容リスクが05以下）1こ

過ぎないことも分かる。一般には真の分散比Vは未知という点を考慮すると、この結果は

代表値に直髄用した検定結果を部的に受け入れることの危険性を指摘してし’ると言え

よう。

3－2．5縦1，受容グスクが非・峻λ、の墳吻鰍であることの翻

3－2－3で説明した汎検定関数の有意水準を導く過程では、受容リスク；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
・固定した統計量λ、．，の下で受容リスクは有意水準α・の増加関数であるが・5噺で逆転

が起きていたので、これらについては再計算した。
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　　　　　　　　　Ra（ω）－1－・撃書鮎〔の㊥r奪（s・・）

　　　　　　　　　r’（・・’）・睡÷・＋魏・’・知ぬ

の持っ次の性質が用いられた。すなわち；

定理3－2．1

受割スクR・（ω）は固定した母蜘ω）の下で脚21（ω）の輔増力麟である・

である。そこで、この定理の証明をもって本節の終わりとしよう。まず、その証明で必要

となる二つの定理を補題として載せておく。

定理3・2．2

区間［0，。○）×［0，00）で定義された関数；

　　　　　　　　　　鳥（・，，・，）一毒㈲て舎〕㌧撃r章（s・t）

　　　　　　　の　　　の
による無限騰ΣΣf，，μ1，・Z、）は当言躯間で一様収束する・　’

　　　　　　　sニOt＝O

（証明）任意のs，tに対してゼ（s，t）＜1だから、区間［0，・3）×［0，・D）で；

　　　　　　　　　　　　烏（梱・滋〔紛掬∵撃

が成立する。この関数列による無限級数は当該区間で；

　　　書鮎馴劣∵撃ゼ書÷㈲〕・←鴛表倒一1
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　
と収束するから、W・ierst・assの優級数定理より、無限級数ΣΣf，．t（Z，・Z、）が当該区間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s＝Ot＝e

で一一様収束することが分かる。　（終）

定理3・2．3

　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　ゆ任意のs，tに対し、　r（s，t）－F（s，t＋1）＞0である。

（証明につの独立嫌率変tW・xl－r（1／2・t・k・／2）…7「（1／2・1）を考える・ここで・「分

布の持つ再生性と、その非負性に注意すると；

　　　r（・19・t＋与・1〕＝㌦（x，＋x2・x）

　　　　　　　　　　　　－Py，．x，　（Xl・・－x，）・P．，　（Xi・x）－r（・1；・’・罰

であることが分かる。この関係から；

F’

is，t）－r・（s，　t＋1）一」cr　7〔x歳一5＋告〕｛r〔x圭・t＋与）－r⊂xlS’．（＋㌻L＋1〕｝dU＞0

と命題を証明することができる。　（終）

　それでは、定理3・2．1を証明しよう。まず、受容リスク；

　　　　Ra（ω）－1∵慌調㊥r寧（・・t）

　　　　　　　　＝1一撫髄劣園‘ドω）・翻ガ個・）｝

を母数λ，で偏微分すると淀理3－2・2より項別微分飼能だから・その偏導関数は次の

ようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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沓一麦・鴛陰憶舎周1諸ガ個’）一雌モ1）！⊂瓠馴・穿r’（・・t）｝

　　　・÷㈲τ・㌔畠・）］

　　一圭e一撃然詣㈲て勢（F’（・・t）－F’（s・・＋1））

　　＞0

ここで、最後の不等号は定理3－2．3の結果である。この不等式は・受容リスクR。が固定

した母数，L，の下で騰λ、に関する単調増力口関数であることを意味している・

〆
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表3－1．1

Pl・＝（1／3　1／3　1／3） P，＝（04950・Olα495） P、一（0．Ol　O．980．Ol）

ω
P（ω1θ＝o） P（ω1θ・1）

尤度比
P（ω1θ・o） P（ω1θ＝1）

尤度比
P（ω1θ一〇） P（ω1θ・1）

尤度比

一3．5 0．00333 0．00000 1．00000 0．00495 0．00000 0．00000 0．00010 0．00000 0．00000

一3．0 α01333 0．00000 0．00000 0．01495 0．00000 0．00000 0．01010 0．00000 0．00000

一2．5 0．02667 0．00333 0．12500 0．02505 0．00495 0．19760 0．02990 0．00010 0．00334

一2．0 α04667 0．01333 0．28571 0．04990 0．01495 0．29960 0．04020 0．01010 0．25124

一1．5 0．07000 0．02667 0．38095 0．07000 0．02505 0．35786 0．07000 0．02990 0．42714

一LO 0．10667 0．04667 0．43750 0．10990 0．04990 0．45405 0．10020 0．04020 0．40120

一〇．5 0．15000 0．07000 0．46667 0．15000 0．07000 0．46667 0．15000 0．07000 0．46667

0．0 0．16667 0．10667 0．64000 0．15050 0．10990 0．73023 0．19900 0．10020 0．50352

、　0．5 0．15000 0．15000 1．00000 0．15000 0．15000 1．00000 0．15000 0．15000 1．00000

1．0 0．10667 0．16667 1．56250 0．10990 0．15050 1．36943 0．10020 0．19900 1．98603

1．5 0．07000 0．15000 2ユ4286 0．07000 0．15000 2．14286 0．07000 0．15000 2．14286

2．0 0．04667 0．10667 2．28571 0．04990 0．10990 2．20240 0．04020 0．10020 2．49254

2．5 0．02667 0．07000 2．62500 0．02505 0．07000 2．79441 0．02990 0．07000 2．34114

3．0 0．01333 0．04667 3．50000 0．01495 0．04990 3．33779 0：01010 0．04020 3．98020

3．5 0．00333 0．02667 8．00000 0．00495 0．02505 5．06061 0．00010 0．02990 299，000

4．0 0．00000 0．01333 oO 0．00000 0．01495 ◎○ 0．00000 0．01010 oO

4．5 0．00000 0．00333 σD 0．00000 0．00495 oO 0．00000 0．00010 σ○



表3・2．1

♂ニ16，τ2＝25

受容リスク

有意水準αo λ　2，αo λ　LG　3 λ　し05 ろ，。7

α75 6．74 0．14 0．12 0．10

0．76 6．90 0．15 0．13 0．10

0．77 7．07 0．15 0．13 0ユ0
0．78 7．24 0．17 0．14 0．11

0．79 7．42 0．17 0．14 0．12

0．80 7．61 0．18 0．15 0．12

0．81 7．81 0．19 0．16 0．13

0．82 8．02 0．21 0．17 0．14

0．83 8．24 0．22 0．18 0．15

0．84 8．47 0．23 0．19 0．15

0．85 8．72 024 020 0．17

0．86 8．98 0．25 0．21 0．18

0．87 9．26 0．27 022 0．18

0．88 9．57 028 024 0．20

0．89 9．89 029 0．25 0．20

0．90 1025 0．31 0．26 022
0．91 10．65 0．32 028 024
0．92 11．08 0．35 0．31 0．25

0．93 11．58 0．37 0．32 0．28

0．94 12．15 0．40 0．36 0．31

0．95 12．82 0．44 0．39 0．34

0．96 13．63 0．47 0．42 0．36

0．97 14．67 0．53 0．47 0．42

0．98 16．13 0．60 0．55 0．49

0．99 18．61 0．70 0．66 0．60

’



表3－2・2

δ2＝25，τ2＝25

受容リスク

有意水準αo λ　2．α‘｝ λ　1，03 λ　loO．5

ろ
。
7
　
，

0．75 8．22 0ユ5 0．11 0．09

0．76 8．41 0．15 0．12 0．09

0．77 8．62 0．16 α13 0．10

0．78 8．83 0．16 0．13 0」0

0．79 9．05 0．18 0．14 0．11

0．80 9．28 0．19 0．15 0．12

0．81 9．53 020 0．16 0．13

0．82 9．78 0．21 0．17 0ユ3

0．83 10．05 0．22 0．18 0．14

0．84 10．33 0．24 0．19 0．15

0．85 10．63 0．25 0．21 0．16

0．86 10．95 0．27 022 0．17

0．87 11．30 027 0．22 0．18

0．88 11．67 0．30 0．25 0．20

0．89 12．07 0．31 0．26 0．21

0．90 12．50 033 028 022
0．91 12．98 0．35 0．30 0．24

α92 13．52 0．38 0．32 0．27

0．93 14．12 0．40 0．34 0．28

0．94 14．81 0．45 0．39 0．33

0．95 15．63 0．47 0．41 0．35

0．96 16．62 0．53 0．46 0．40

0．97 17．89 0．58 0．52 0．45

0．98 19．67 0．66 0．59 0．53

0．99 22．69 0．76 0．71 0．65

〆



表3－2．3

∂2＝36，τ㌧25

受容リスク

有意水準αo λ　2，αo λ　1．0．3 ろ，。5 ろ，。7

0．75 10．02 0．14 0．11 0．08

0．76 10．26 0．15 0．12 0．09

0．77 10．51 0．15 0．12 0．09

0．78 10．77 0．17 0．13 0．09

0．79 11．04 0．18 0．14 0．10

0．80 11．33 0ユ9 0．14 0．11

0．81 11．62 0．20 0．15 0．11

0．82 11．93 0．22 0．17 0．12

0．83 12．26 0．23 0．18 0．13

0．84 12．61 024 0．19 0ユ4

0．85 12．97 0．25 0．20 0．16

0．86 13．36 0．27 021 0．17

0．87 13．78 0．28 023 0．18

0．88 1423 α30 0．25 020
0．89 14．72 0．33 0．27 0．22

0．90 15．25 0．34 0．29 0．23

0．91 15．84 0．37 0．31 0．24

0．92 16．49 0．40 0．34 0．28

0．93 17．23 0．44 0．36 0．30

0．94 18．07 0．46 0．40 0．33

0．95 19．07 0．51 0．44 0．37

0．96 20．28 0．57 0．49 0．43

0．97 2L83 α63 0．56 0．49

0．98 24．00 0．69 0．63 0．56

0．99 27．68 0．81 0．76 0．70

〆



表3－2、4

げ2＝49，τ2＝25

受容リスク

有意水準α。 λ　2μ【， λ　1，03 ろ，。．5 ろ，。，7

0．75 12．16 0．14 0．11 0．07

0．76 12．45 0．15 0．11 0．07

0．77 12．75 0．16 0ユ1 0．08

α78 13．07 0．17 0．12 0．09

0．79 13．40 0ユ8 0．13 0．09

0．80 13．74 0．19 0．14 0．10

0．81 14．10 020 0．15 0．11

0．82 14．48 021 0．16 0．11

0．83 14．87 023 0．17 0．13

0．84 15．29 0．25 0．19 0．14

0．85 15．74 0．25 0．21 α15

0．86 16．21 0．29 0．22 0ユ7

0．87 16．72 0．30 0．24 0．17

0．88 17．27 0．32 0．26 0．19

0．89 17．86 0．35 0．27 0．21

0．90 18．50 0．37 0．30 024

0．91 1921 0．40 0．32 026
0．92 20．01 0．42 0．35 0．28

α93 20．90 0．46 0．39 0．32

0．94 21．92 0．51 0．43 0．35

α95 23．13 0．56 0．48 0．40

0．96 24．60 0．61 0．53 α45

0．97 26．48 0．67 0．60 0．51

0．98 29．12 0．75 α68 0．60

0．99 33．58 0．85 0．81 0．74

ノ



4経営特性の測定モデル

　本論文の目的は、企業調査で得られた経営特性の尺度を業種間や国際間で比較研究して

いく統一的な分析枠組みを提示することである。この分析枠組みの前提となるのが測定値

を表現する測定モデルと第3章で解説した検定方法である。そこで、本章では経営特性の

測定モデルについて説明していく。

　まず、経営特性の測定という「テスト」を4．1節で特徴付けしておく。4－2節で連続

的な尺度を表す測定モデルを提案し、このときの分析枠組みを4－3節で説明する。離散的

な得点（Likert尺度）を表す測定モデルは4－4節で提案する。最後に、既存のテスト理論

ではト分な対応ができない理由を4・5節で説明する。

4－1経営特性の特徴と測定について

4－1－1　本講文ガ∫扱ラ経営特産

本論文では、企業の経営活動を特徴付ける経営学上の構成概念（Constructs）を経営特性

と便宜的に定義しておく。その概念に応じて様々な経営特性が考えられるが、ここでは次

の三つの条件を満たす経営特性に対象を限定する

（1）理論的には間隔尺度（lnterval　Scale）を定義することが可能

（2）現時点では、客観的な指標は存在しない

（3）企業の客観的な分類を可能にする状態は存在しない

　まず、間隔尺度が定義できる経営特性に限定するのは、尺度間の距離に意味のある聞隔

尺度には通常の統計手法が適用できるという分析上の都合のためである。しかし、状態の

違いを「程度」で表現した尺度は間隔尺度と考えられるため、条件を満たす経営特性は案

外多いのではないだろうか。もし、この経営特性に客観的な指標が存在すれば、既存の統

計手法や分析枠組みが適用できるため、本論文で議論する必要はない。これが条件（2）を課

す理由である。最後に、条件（3）は条件（2）の補足である。客観的な分類が可能な経営特性は

離散的な尺度を構成することが可能なためである。

　これらの条件を簡単に言い直すと、　「連続的な状態を持つが基準となる状態はなく、理

論的な測定方法も確立していない経営特性」と言うことができる。例えば、　「監督者と従

業員が現場で接触している程度」や「段取り時間短縮を努力している程度」といった経営

特性が該当する。　「接触」や「努力」の程度は連続的でも、その状態を分類するための基

準は存在しないため、これらの程度を客観的に数量化することは難しいからである。

　これに対し、製造現場で特定の工作機械を「使用してるか否か」が意味する経営特性に

は二種類の状態しか存在しない。この場合ごノンパラメトリック法を直接適用して比較研

究を行うか、ロジット・モデルのような離散選択モデル（Discrete　Choice　Model）を介して

分析を進めればよい。また、不良品率や営業利益のように定義が明確で連続的な値を持つ
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場合は、適当なモデルを介して分散分析を適用すれば十分である。前述したように、こう

した経営特性を本論文で取りヒげる必要はない。

4－1－2窟営雑荏の縦の券徴

　さて、これらの特徴を持つ経営特性を測定するには、操作的定義を示すことができない

という条件（2）から、その経営特性の状態を指定された範囲の中に主観的判断で位置付ける

という方法を取らざるをえない。そこで、本論文では；

。　回答者に経営特性を説明する文言

・　その尺度の定義域を規定する範囲

の組を質問項目と呼ぶことにする。

　この尺度の定義城としては実数の区間や数値のない線分（グラフ評定法）など連続的な

尺度を構成するものと、評定尺度値（離散的な得点）を構成する離散的な数字の集合の二

種類を考えることができる。しかし、評定尺度値にっいて考察する4－4節を除いて、ここ

では連続的な尺度を前提に議論を進めていく。評定尺度値を表現する測定モデルは連続的

な尺度を扱う測定モデルから直接導かれ、いずれの場合も実質的に同じ分析方法が提案さ

れるからである。

　このように、回答者の判断に依存した経営特性の測定は第2章で要約したテスト理論の

扱う対象と考えることができる。しかし、経営特性の測定モデルをテスト理論における測

定モデル（テストモデル）と同一視することは必ずしも妥当ではない。これらの測定では

測定対象と測定装置の捉え方が異なるからである。

　この違いは小論文を用いたテストを例に考えると分かり易い。言うまでもなく、小論文

の水準に反映された受験者の能力がテスト理論の測定対象がであり、この能力は仮説的な

心理学的連続体の上で定義される。そして、ここでの測定装置は小論文という形式のテス

トだから、この測定を特徴付ける性質はテストの持つ性質に集約される。一方、経営特性

の測定に該当する部分は採点者による小論文の評価である。測定対象となる小論文の水準

は観測可能な状態であり、この場合の測定装置は採点者の思考となる。このように、小論

文の評価を対象とする場合は、心理学的連続体とテストではなく、小論文の水準と採点者

の思考について考察していく必要がある。

　経営特性の測定に関する議論に戻り、以上の結果を表にまとめておこう。

テストモデル 経営特性の測定モデル

測定対象 心理学的連続体の上で定義さ

黷ｽ潜在特性

観測可能な状態

測定装置 テスト（質問項目） 回答者の思考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
ここから、経営特性の測定をモデル化するには経営特性の状態と回答者が持っ「心の物差

し」を考察しなければならないことが分かる。また、個体差の測定では回答者の思考を測
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定装置と考えることができる。しかし、この場合も測定対象は心理学的連続体の上に定義

されるから、ここが経営特性の測定との違いとなる。

4－7－3樫1営侍フ墜の汐e藩

　本論文で扱う経営特性は間隔尺度で表現できることが前提である。ここで、間隔尺度と

は傾きが正の任意の線形変換を許容する尺度（変換された尺度も間隔尺度となる）と定義

される。そして、測定される状態から実数への写像を考えたとき、その写像による対象と

する状態の像が尺度である。この写像は状態間の関係系（Relational　System）を保存する準

同型写像（Homomorphism）でなければならない。

　さて、状態間の順序関係と点列の収束、距離が生成する関係系からRにおける同型の関

係系の中への準同型写像は間隔尺度を定義することができる1。そこで、本論文では経営特

性の状態の集合を状態集合Ωと表し、そこには距離が定義されていることを前提に議論を

進めていく。もちろん、この距離は客観的な距離ではない。客観的な距離が定義できれば

客観的な指標を定義することが可能となり、ここで扱う経営特性の条件と矛盾するからで

ある。この理由から、本論文では人間の主観的判断に基づいた主観的距離を導入する。こ

の主観的距離とは、状態集合Ωの元である二っの状態を同程度とみなす主観的な近さを反

映した距離のことである。二っの状態を同程度とみなすことができれば、主観的に状態問

で差はないから、これらの主観的距離は小さくなる。反対に、同程度と考えることができ

なければ主観的距離は大きくなる。この議論を仮定としてまとめておこう。

仮定4－1．1

経営特性の間隔尺度は豆上の順序関係、点列の収束、主観的距離が生成する関係系を保存

する準同型写像により定義される。

間隔尺度が主観的距離に基づいているという仮定は重要である。尺度の差で表される経営

特性の違いは回答者が感じる主観的な違いであり、理論的に導かれる客観的な違いを意味

するものではないからである。

　4・f－2で説明した経営特性の測定では、質問項目で指定される区間が準同型写像の値

域であり、尺度の定義域となる。この区間を1とし、区間1に対応した状態集合の部分集

合をΩ⊂豆とすれば、仮定4－1．1の準同型写像hは；

h（1）＝Ω

を満たす準同型写像として一意に定めることができる。この集合Ωが実質的な準同型写像

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノの定義域である。状態集合豆を用いないのは、写像の定義域が規定されていると・経営特

lPfanzagl（1968，　p　142）
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性に関する測定モデルを考えていくときに具合が悪いためである。状態集合を測定の目的

からは対象とならないような広い範囲を含む状態の集合と定義すれば、このように考える

ことに問題はない。

4－1－4ゴ種類の誤差

　ここで扱う経営特性の測定とは、回答者が指定された経営特性の状態を明確な基準のな

い中で特定化し、その特定化した状態に自分自身の思考を通して数値を与えるというもの

である。比喩的に言うと、目印のない対象に指定された位置を特定化し、そこに物差しを

当てて目盛りを読み取るという測定である。この場合は、指定された位置を特定化すると

きと、物差しを当てるとき（その点以外に目印はない）に誤差が発生する・従って・経営

特性の測定をモデル化するには二種類の誤差；

誤差1：状態を特定化するときの誤差

誤差ll：特定化した状態を数値化するときの誤差

を考慮する必要がある。

　これらの誤差については測定モデルを構築する次節で厳密に定義されるので、ここでは

解説的な説明に止めておく。いま、ある回答者は指定された経営特性の状態あ∈Ωを異な

る状態ω∈豆として認識したとしよう。このとき、特定の準同型写像hによる各状態の尺

度をh（tO）＝T，　h（ω）＝Zとすれば；

Z＝T＋E

と表現することができる。このズレを表すEが誤差1であり、通常考えられる誤差に外な

らない。しかし、この回答者が測定時に準同型写像hを用いる保証はない。測定時に準同

型写像h、≠hを想定したとき、この写像による尺度をh，（ω）＝Z，とすれば；

Z、＝Z＋πf－｝

という平行移動の関係が成立する。この尺度の差π1－）が誤差Hである。しかし、誤差Hを

通常の誤差項と考えることはできない。誤差Iliは尺度Zに加えられた誤差項ではなく、観

測された尺度Z、を共通の尺度Zに変換するために分析者が導入した補正項を意味してい

るからである。もちろん、実際には誤差llの値は未知だから、尺度間の比較が可能となる

尺度Zを観測値Z，から求めることはできない。分析者に与えられる情報は・誤差Hの持つ

確率として定義される、観測値と誤差Hとの差Zi－　nf’）が補正された尺度Zとなる確率だ

けである。この解釈は3－1節で解説した形式llの考え方だから・観測された尺度Z，に関

する仮説検定は汎検定問題として扱わなければならないことが分かる。このように・測定
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モデルに誤差nを含めることは非常に重要である。ここで提案する測定モデルと分析枠組

みを一般化可能性理論と区別する相違点は誤差llの有無にあるからである。

4－2経営特性の測定値を表現するモデル

4－2－1　M4定〆こ襯ブ畠る仮定

　ここでは以下の議論で必要となる仮定をまとめておく。ただし、回答者を添え字a、質

問項目を添え字9、企業を添え字cで表すことにする。

　まず、議論の前提として質問項目の妥当性；

仮定4－2．1

状態集合Ωは質問項目と回答者に依存しない。

を仮定する。前述した比喩を用いると、この妥当性の仮定は物差しを当てる対象が質問項

目と回答者によらず共通ということを述べている．aこの測定対象に関する仮定の次に、物

差しに関する仮定が要請されるのは自然なことであろう。

　最初に要請されることは、ある質問項目と回答者の組が二っの物を測定して同じ長さで

ある場合は、別の組が測定しても同じ長さになることである。そこで；

仮定4－2．2

回答者間でΩ上の主観的距離は定数倍を除いて等しい。

と仮定する。主観的距離の定数倍を許容するのは間隔尺度を前提にした結果である。なぜ

なら、間隔尺度は状態集合上の主観的距離が定義する関係系（二点間の距離に関する大小

関係）を保存するが、その関係系は距離の定数倍に不変なためである。

　もちろん、この仮定が厳密な意味で成立するはずはない。まず、その定義から主観的距

離は個人に依存しているからである。さらに、経営特性を説明する質問項目の文言による

影響も存在するだろう。従って、現実の企業調査では、回答者と質問項目による影響が小

さくなるような調査計画に従うことが重要となる。具体的には、同質な回答者を選び、経

営特性の説明が理解し易い質問項目を用意することである。

　物差しに関する要請はこれだけではない。測定値を比較して意味があるのは、物差しの

一一 ﾚ盛りの長さが共通の場合に限られるためである。ただし、目盛りの個数（区間1）は

指定されているから、これは物差しの長さが共通という条件と同値である。この条件を本

節の議論に即して述べると、測定時に想定する状態集合Ωは質問項目と回答者によらず同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノじ大きさを持つということである。この条件を正確に記述しよう。

　まず、測定の度に異なる状態集合を明示するため、測定の試行を添え字tにより表すこ

とを約束する。そして、回答者aが質問項目9に従い企業cの経営特性を測定するときに
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想定する状態集合の全体を集合族；

B脚一
o％i％⊂fi，t・1，2，・・／

と表すことにしよう。そこで、仮定4・2．2から主観的距離は質問項目と回答者に依存し

ないので、適当な主観的距離dを取り；

仮定4－2．3

回答者と質問項目、企業によらず任意のΩ∈Bg。、の主観的距離d（Ω）は等しい。

を仮定する。これが問題の条件である。ただし、主観的距離d（Ω）とは；

d（Ω）・d（i・f｛ω1ω・Ω｝・sup｛ω1ω・Ω｝）

の略記である2。

　仮定4－2．2と同じように、これも強い仮定と言わざるをえない。従って、この場合も

回答者と質問項目への依存度を低める調査計画が要請される。同質な回答者を選び、文言

の理解し易い質問項目を用いるというだけでなく、事前に調査目的や想定する企業を明確

にしておく必要もあろう。

4－2－2縦“ぞデン〃の．芭式危

　まず、経営特性の状態が特定化されたときに、この誤差1を含む状態に尺度を与えるプ

ロセスから考えていく。このプロセスで、測定の度に状態集合が異なることは既に述べた

通りである。尺度の定義域は区間1と固定されているため、各状態集合に対応した準同型

写像は一意に定められるが、その尺度は状態集合に依存して異なる値となる。しかし、仮

定4・2．3の下では、任意の尺度は平行移動により特定の状態集合による尺度で表現する

ことができる。このとき、全く同質な二つの組では同じ状態は同じ値となるように、この

変換はすべての組で共通する基準の下で行わなければならない。

　そこで、状態集合Ω　∈B　を適当に固定して、この状態集合を定義域とする準同型写
　　　　　　　　　　　　£ca　　　　　　　　　9‘a

像をhg、。としよう。このとき・任意のΩ9。at∈B　9、aに対応したhgc。tに対し二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　v

2仮定4．1．1から、状態空閲には順序関係と点列の収束が定義されている。

64



hg、at（ω）ニhg、a（ω）＋π編r，ω∈Ω

というπ観tだけ平行移動した関係が成立する。このπII2tが測定tにおいて生じた誤差Uを

表している。ここで、次の仮定をおく。

仮定4－2．4

誤差ii　・rl；2，は分欄数㌦（π1『’）に従う解変数である・

しかし、固定した状態集合Ω，、。は1壬意に選ばれているため・この誤剃の期待値がゼ゜に

なるとは限らない。そこで、回答者と企業、質問項目の各組に対し；

　　　　　　　　　　　　　　　　　E（π鋤・・

を満たす状態集合を基準として用いることにする。

　このように、回答者aが質問項目gにより測定した企業cの経営特性の尺度を特定の状

態集合Ω，。a　tC基づく尺度で表現できることが示された・しかし・回答都と企業c慣問

［Re　g’の組の状糠合がSt，，c’at≠Ω，。aであれば洞じ状態を縦化区も勲る値の膿

が定義されてしまう。この場合も再び共通の尺度による表現が要請される。

　そこで、適当な状態集合；

　　　　　　　　　　　　Ω．．．⊂Ω，d（Ω．．．）ニd（Ω），∀Ω∈Bg、a

を取り、対応する準同型写像をh．．．と表そう。この状態集合の選び方から、任意の準同型

写像h　に対して平行移動の関係；
　　　gca

　　　　　　　　　　　　h，、。（ω）－h＿（ω）＋㌦。・ω・Ω

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

が成立する．そこで、最初の特定化と同じように、回儲と企業・質問項目の母姻1こお

ける期待値（平均値）について；
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E，E、Ea（Vxca）＝0

となる状態集合Ω．．．を用いることにする。ところで、定数Vg、。が誤差Hと異なる点は・こ

の値が回答者と企業、質問項目の特性を表していることである。実際、これは第5章で説

明する比較研究で重要な母数となる。

　尺度h　（ω）に状態を特定化するときの誤差1が含まれたままであることは、議論の始
　　　gca

めに述べた通りである。そこで、誤差1を組み込むことを定式化の最後に考えていく・

　いま、企業Cの経営特性の状態ω、∈豆を回答者aが質問項目gに従いCO　g。at∈Ωと特

定化したとする。これを前述した準同型写像h．．．により；

z．．．’＝＃c＋Eg、at

　μ‘＝h．．．（ω。），Z．．．t＝h。．．（CDg、at）

と表現したときの、尺度の差Eg、a（が誤差1となる。そこで、誤差1について；

仮定4－2．5

E，。at－N（・，σ1の

を仮定する。

　このときの尺度をZg。at（準同型写像hg。atによる尺度）とすれば、これまで導入してき

た準同型写像を順に適用することで；

z，　－Zgcσ＋π112t

　　＝z．．．，＋v，。a＋πlz3『

　　＝μ、＋Ugca＋π射，＋Eg。。t

と表現することができる。これが本論文で提案する測定モデルである。

　最後に、仮定4．2．5について補足しておく。測定誤差を意味する誤差1に正規分布を

仮定すること自体に無理はないが、尺度の定義域は区間1と固定されているため；
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P（Z・ca・　・1）＝
Q静P呼誰卸π局ア〕d・・〈1

　　　　　　　　　gc’a

が成立してしまう。しかし、この区間1は質問項目で指定されているのだから、平均的に

はP（Zgca、∈1）≒1と考えて問題ないだろう。

4－3企業調査への適用

4－3－1　i倉業羅の，形：云C

　ここでは、前節で提案した経営特性の測定モデルを現実の企業調査と比較研究に適用す

ることを考えていく。まず、具体的な分析枠組みを提示する前に、本論文で対象とする企

業調査について説明しておこう。

　本論文では、企業調査を各企業の持っ経営特性を業種間や国際間で比較研究するために

行われる調査活動と考えることにする。そして、ここで扱う経営特性は；

（1）理論的には間隔尺度を定義することが可能

（2）現時点では、客観的な指標は存在しない

（3）企業の客観的な分類を可能にする状態は存在しない

を満たすことが前提である。この経営特性の測定には、その状態を指定された区聞に含ま

れる実数で表すという方法が用いられる。この区間と当該経営特性を説明する文言の組を

質問項目と呼ぶ。

　また、通常の企業調査には；

（1）回答者が回答する企業は一・社だけである

（2）回答者と質問項目の各組み合わせに測定の繰り返しは得られない

というデータ収集上の制約がある。この制約の下で、最尤法を前提とした検定方法を適用

することが不適切であるのは明らかであろう。この問題は4－5節で取り上げる。

　それでは、本論文が想定する企業調査を簡単に紹介しておく。この調査は、前述した条

件を満たす経営特性に関する業種間比較を目的（国際間や格付けの違う企業間での比較を

目的に加えても構わない）としている。この目的のため、対象とする複数の業種から無作

為に複数の企業が選ばれ、各企業からは複数の従業員が無作為に選ばれる。そして、用意

された内容的妥当性を持っ複数の質問項目た従い、従業員は所属する企業の経営特性にっ

いて回答する。ただし、この企業調査では、分析の前提となる測定モデルの妥当性を確保

するため、仮定4－2．1～3の説明で指摘した要請；
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（1）回答者は当該経営特性の知識を持っている

（2）経営特性の説明が理解し易く、内容的妥当性を持つ質問項目を用意する

（3）同質な回答者を選ぶ

（4）調査目的や想定する企業を明確にしておく

が尊重されているものとする。

4－3－2齪ゆぞテシ〃を画ヲした分折方法

　前節で提案した測定モデルによれば、回答者aが質問項目gに従い測定した企業cの経

営特性の尺度Zg、a、は；

Z　＝τ＋π（一）＋E
　　　　　　　　　　gca「　　　　　　£catgcar
　　　　gca

と表すことができた．ただし、T，。a　＝　，U，＋Vgcaである・この膿を回瀦と蝶・質噸

目の各組み合わせについて分析していくには、以下の仮定が要請される。

仮定4－3・．1

（i）任意の回答者と企業、質問項目について誤差IEg。a、は独立である．。

（ii）任意の回答者と企業、質問項目について誤差Hπ娼，は独立である。

（iii）誤差1と誤差Hは独立である。

この仮定は一般化可能性理論における仮定2－2．1や項目応答理論の仮定2－5．1に対応

している。さらに、現実の分析における要請として次の条件も仮定しよう。

仮定4－3　．2

（i）誤差1が従う正規分布の分散σ；，、は回答者と企業、質問項目に依存しない。

（ii）誤潮縦う分欄細。。（π（うは略者と蝶・質問囎に依存しない・

企業調査には回答者と質問項目（と企業）の組に繰り返しが得られないというデータ収集
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一ヒの制約があるため、これは実際の分析において不可欠な条件となる。分散分析を実際に

適用するには各組における等分散性が必要となるが、この等分散性を検定するには各組に

二個以上の観測値が必要なためである。ただし、この仮定も仮定4・2．2～3と同様にや

や無理があるため、理解し易い質問項目を用意して同質な回答者を選ぶという企業調査の

原則を尊重することが重要となる。

　それでは、測定モデルを前提とした分析方法を具体的に説明していく。まず、回答者と

企業、質問項目の組に対して定められる準同型写像hg、．による経営特性の尺度7＞，aを適当

な母数ベクトルβの線形結合；

Tgca：Xg。aβ

として表そう。仮定4－3．2から二っの誤差に回答者と企業、質問項目の添え字が不要と

なるため、このときの尺度はZgca，＝Tgc、＋πi－）＋Etと表すことができる。そこで、この

尺度を適当な順で並べたベクトルにより；

Z＝T＋H〔一）＋E＝Xβ＋n（一）＋E

と表すことにする。ただし、回答者と質問項目、企業と質問項目の組み合わせはすべて存

在するが、回答者と企業の組み合わせは不完全であることに注意する。このとき、二つの

誤差ベクトルが、仮定4－3．1から；

E－N（・，σ21），n（一’－HH（π（一））

　　　　　　　　　9，c．a

であることが分かる。

　企業調査における相の効果はすべて母数βに集約されるから、経営特性に関する仮説の

多くは線形仮説HP＝ξとして表すことができる。誤差II（尺度Z）の分布に正規分布を

仮定すれば、これは回帰モデルにおける線形仮説の検定問題に帰着する。しかし、その検

定には分散分析ではなく、汎検定問題の形式nとして受容リスクによる検定方法を適用す

べきということは既に述べた通りである。そこで、この検定問題を汎検定問題として扱う

理由にっいて確認しておこう。

経営特性の状態のg，a，に尺度Zg。a，が与えられる過程を考えれば、誤差llを用いた尺度の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
分解Zg、a，＝Zgca＋π嬢tが極めて人為的な表現であることが分かる。この表現は、回答者
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が測定した尺度Zg、。に誤差項π1：2，が加えられた値Zgcatが観測されたことを意味するもの

ではない。状態ω9。。，の尺度は測定時に想定した状態集合Ω9、。t∈Bg。、に依存して“意に定

められないため、尺度を揃えるために分析者が導入した尺度がZg。aであり・そのための補

正項が誤差Hπ娼，である。誤差ll　zk2，に定義された確率とは、　Zgca，一π編，が基準とする

尺度Zg、。である確率を意味している・この解釈は3－1節で定義した形式Hの解釈に外なら

ない。そして、真の標本（真の尺度Zg。a）が未知という汎検定問題に・通常の検定方法を

適用したときの問題も3・1節で説明した通りである。

　このように、経営特性に関する線形仮説Hβ＝ξの検定は、原問題を分散分析とした汎

検定問題の形式Hとして行うことが望ましい。この具体的な方法については第3章で詳し

く説明した通りである。また、4－4節で議論するように、受容リスクによる検定方法は尺

度の離散性とは無関係に適用できるため、Likert尺度を同じ分析枠組みの中で議論するこ

とが可能となる。このときの検定問題は汎検定問題の形式［［1となる。

4－3－3誤差∬の分彷形に駕ナる一っの擢案

　これまでの議論は誤差1の正規性を仮定していた。これは、原問題として分散分析を想

定しているからである。これに対し、受容リスクに関する議論は特定の分布形を仮定する

必要がないため、誤差Hが従う確率分布にっいては言及してこなかった。しかし、実際に

受容リスクを求めるには分布関数を特定化する必要があるので、議論の最後に誤差Hが従

う確率分布について一っの提案をしておこう。

　この測定モデルは；

Z鯛1団一N帳一π1－1，♂），π鮮H（π（一’）

と表現することができる。これは形式的に統計的決定問題のベイズ基準による定式化と一

致する。このモデルの中で誤差Hπ〔一）は未知母数と見なすことができる。そこで、この母

数空間を区間1の長さを7で割った値を基に；

（－u，の，u・III／14

　　　’
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と定義する。これは、Likert尺度による測定は7段階程度が限界というSymonds（1924）3

の指摘を考慮した結果である。そこで、誤差Hの分布を事前分布と考えて；

π1　）～u（－u，u）

と一一様分布を仮定しよう。

　上記の定式化において一様分布による事前分布は最も不利な分布（Least　Favorable　Dis－

tribution）となっている4。この分布によるベイズ決定関数はミニマックス決定関数と一致

する。ミニマックス基準とは最悪の場合を想定して、その中で最も望ましい統計的決定を

行うという非常に保守的な基準である。

　誤差IIの従う確率分布としてベイズ基準における最も不利な分布に該当する一様分布を

提案するのは、積み重ねた仮定が現実を反映しない結論を導くこと（最悪の場合）を押し

止める必要があるのではないかと筆者には思えるからである。もちろん、これは一一つの提

案に過ぎないから、分析者は適当な判断に基づき分布関数を仮定すればよい。

4－4Likert尺度が用いられた場合

　前節で示した分析枠組みは尺度の連続性を前提としていたが、その内容は離散的な尺度

の場合でもほとんど成立する。それは、離散的な尺度を表すモデルが4－2節で提案した測

定モデルの派生型となっているためである。

　具体的な議論の前に、いくっかの点を補足しておく。まず、本節ではm段階評定法を考

察していくから、その尺度の定義域は区間1ではなく；

・　自然数の集合S＝｛1，2，＿，m｝

となる。この離散的なLikert尺度s∈Sに対し、本来の意味で関心の対象は連続的な経営

特性の状態である。そのため、分析ではLikert尺度から特定化された状態を表す間隔尺度

を推測するという要請が生じてしまう。その完全な復元は不可能だから、ここでは対応す

る間隔尺度が存在する範囲を与えるという方法が提案される。このときの分析枠組みは汎

検定問題の形式皿となる。連続的な尺度の場合は形式nであったから、これが尺度の違い

による分析上の相違点と言うことができる。

　このように、本節では分析者が導入する間隔尺度とデータとしてのLikert尺度を平行し

て議論していかなければならない。これらを共に尺度と呼ぶのは紛らわしいので；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ3Ramsay（1973）からの引用。　Symonds，PM（1924），On　the　loss　of　reliability　in　ratings

due　to　coarseness　of　the　scale．Journa1　of、Exp　erim　en　ta1　Psych　010gy，7，456－461・

4竹村（1991，p33功
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．　間隔尺度を「尺度」、Likert尺度を「得点」

と呼ぶことを約束する。

4－4－1五承θrご尺痩『を菱規する縦モテシ〃

　目印のない所に物差しを当てて目盛りを読むという比喩を用いると、これまでは連続的

な目盛りのある物差しを前提としてきたが、多段階評定法とは目盛りが段階数しかない物

差しによる測定と言うことができる。この測定では指定した点に最も近い目盛りを得点と

して読み取るはずである。これが多段階評定法で回答者に要求される測定行為のすべてで

ある。以下、この考え方に沿って測定モデルを定式化していく。

　経営特性の状態集合Ω⊂豆は無限集合だから、状態隼合に得点の集合Sを対応させる

ということは、その部分集合に得点を対応させることに外ならない。そこで、回答者aが

企業cの経営特性を質問項目gに従い測定したときの状態集合Ωg、。，∈B　g。aを；

Ω，。。，一Ω1、。，uΩ盈。，U…uΩ興。

と直和分解する。この各部分状態集合と特定化した経営特性の状態ωg、。，∈Ωg。at対し；

ω，、。，∈Ω爺。，⇔s，、at一ノ；ノー1・…・m

と得点が定義される。また、各部分状態集合は連結集合（Connected　Set）であり、この分解

は状態間の順序関係により矛盾なく定義されているものとする。

　次に、経営特性の多段階評定法が意味を持つための条件を考えていく。多段階評定法は

連続的な測定を前提に議論されるため、そのときの仮定；

（1）状態集合豆は質問項目と回答者に依存しない

（2）回答者間で豆上の主観的距離は定数倍を除いて等しい

（3）回答者と質問項9．蝶によらずイ臆のΩ・B，、。の主観的距離d（Ω）は等しい

がそのまま要請される。この三っの仮定に加え、次の仮定が必要となる。

〆
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仮定4－4．1

得点s∈Sについて・回答者と質問項目、企業によらずd（S）krcat）は等しい・

この仮定が成立しない限り得点に基づく意味のある比較研究は不可能であるが、前述した

三つの仮定と同様に、その厳密な成立は疑わしい。そのため、仮定からの逸脱を小さくす

るような調査計画が必要となろう。それには調査に先立ち、各回答者に；

。　得点と経営特性の対応関係を明らかにしておく

ことが重要となる。例えば、7段階評定で上位5％を得点7にするという対応関係や、均

等に得点を割り振るといったことである。この要請を言い換えると、各得点に対応した部

分状態集合の主観的距離の比；

d（Ω1、。，）・d（S　IGcat）・…：d（Ω興。，）

を事前に与えておくということになる。

　さて、Likert尺度による分析では回答者が特定化した経営特性の状態を間隔尺度で表現

しなければならない。その尺度を観測された得点から復元することは不可能だが、間隔尺

度の定義域を分析者が決めることで、その状態の間隔尺度が存在する範囲を特定化するこ

とは可能である。そこで、この定義域を；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＝［bo，bm）　　　　　　　　　．

としよう。そうすれば、回答者は測定時に状態集合Ωg、alを想定するから、間隔尺度を定義

する準同型写像h，、a、　e－一’意に定めること力珂能となる・そして・得点sに対応した部分状

態集合Ω飾，の準同型写像h　g。atによる像を；

hg、。’（Ωk’。。，）＝［bs－i・bs）；s＝1・…・m

と表すことにする。従って、特定化された状態ω9。。，∈Ω9。atの尺度をZg。alニhgcat（CDR、。t）と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆

すれば、前述した状態と得点との対応関係は；
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ω9。。，∈Ω逸。『⇔ZR、。t∈［bノ．i，bノ）⇔Sgcatニノ；ノ＝1，…・m

と間隔尺度を用いて表現することが可能となる。もちろん、回答者が特定化したのは経営

特性の状態ω脚，だけである。従って、このように定義された間隔尺度Zg。atは測定により

得られた値ではないことを注意しておく。

　ここまで来れば連続的な尺度を扱った4・2節の議論と同じである。4－2－2で説明した

方法に従い、回答者と企業、質問項目に依存した尺度Zg。atを各組みで共通する尺度に変換

していけばよい。この結果をまとめると次のようになる。

z，、。，－Tg，。・πP＋E，∈［わ、．、，わ、）⇔・，。。，＝ノ；ノ・1，・…m

　　E，－N（・，σ2），π1－1－H（π（一り

これがLikert尺度を表現する測定モデルである。

　また、正規性の仮定から；

　　　　　　　mP（Z，、a、∈1）＝ΣP（s，。at＝ノ）＜1

　　　　　　ノ冨1

が必然的に成立する。しかし、4－2－2の最後で述べた理由から、この場合も現実の企業

調査ではP（Zg、。，∈1）≒1が成立すると考えられる。

4－4－2Likertノマ∠彦を塞〆こし差「分6ゲ

　ここでは企業調査で得られたLikert尺度を本節で示した測定モデルを基に分析する一

般的な方法を提案する。もちろん、4－3－1で設定した企業調査が前提である。

　このLikert尺度を表現する測定モデル；

z，。at－T，。。＋π1－’＋E、∈［わ、．1・り⇔・，，・’＝ノ；ノ・1・・…m

　　E，－N（・，σ2），πi－’－H（π《一り

は3－1節で示した形式皿に外ならない。こあ形式に沿って分析を進めるには、尺度Zの事

前分布G’と各得点に対応した半開区間を決めなければならない。まず、得点sを条件と

した尺度Zの事前分布に；

74



zls～u［b，．i，bs）

と一様分布を提案しよう。この提案は4－3－3で誤差Hの分布に一様分布を提案したのと

同じ理由による・半開区問［bノー1，by）は部分状態集合に関する次の性質；

d（Ω1、。，）・d（Ω逸。，）・…：d（Ω躍。，）ニわ1一わ。・∂、一∂1・・…わ“，一ゐ“．1

を用いて求めればよい。この関係は距離が生成する関係系を保存するという準同型写像の

持っ性質から明らかであろう。当然、仮定4－4．1に関して説明したように、左辺の比を

事前に明らかにしておくことが必要となる。

また、半開区間［bhl，bノ）の特定化には離散的な得点を間隔尺度に変換する尺度構成法を

用いることができる。この方法を適用しない理由にっいては、経営特性の測定と分析に既

存のテスト理論や尺度構成法を適用したときの問題を取り上げた次節で説明する。

4－5補足：既存のテスト理論を適用したときの問題

　これまで説明してきた経営特性の測定モデルは、テスト理論が想定する測定とは異なる

測定を表現したものであった。比較研究の分析枠組みを考えたとき、その違いは検定問題

を汎検定問題として扱うということに帰着した。この検定方法の違いを除けば、本章で提

案した分析枠組みは連続的な尺度も離散的な得点の場合も一般化可能性理論の考え方に基

づいたものである。ただし、離散的な得点の分析に連続的な尺度を対象とした一一般化可能

性理論を適用できるのは、比較研究が間隔尺度7ヨ。、に関する仮説Hβニξの検定を原問題

とした汎検定問題として扱われるためである。

　さて、Likert尺度を表す測定モデルでは、誤差IEと誤差Hπoの確率分布を基に各得

点に対応した確率を；

P（s，。at一炉P（z，。at－T，。a・πρ＋E，・［わ，一・の）

と定義することができる。ここから、Likert尺度を表す測定モデルは2・5節で紹介した段

階応答モデルとして扱えることが分かる。しかし、前節で提案した分析枠組みは、項目応

答理論ではなく、一般化可能性理論に基づいたものである。そこで、通常の企業調査には

項目応答理論を適用できない理由から説明していこう。

　まず、経営特性の測定モデルを段階応答モデルと見なした場合の母数の捉え方にっいて

75



確認しておく。4－7－2で述べたように、経営特性の測定では観測可能な経営特性の状態

が測定対象となり、回答者の思考が測定装置となる。従って、項目応答理論における潜在

特性には各企業の経営特性の尺度；

μe＝Tgca一㌦a

が該当し、それ以外の母数は回答者に関する母数を含めテスト母数となる。ただし、テス

ト母数として扱われる半開区閻［わノー，，bノ）の端点（カテゴリー境界値）は回答者と質問項目

に依存しないことを仮定しておく5。

　このように、段階応答モデルの下で、経営特性の比較研究は潜在特性（経営特性μ、）に

関する仮説検定となる。項目応答理論における実用的な検定方法は大標本を前提とした尤

度比検定（Likelihood　Ratio　Test）とスコア検定（Scoring　Test）、　Waldの検定（Wald　Test）の

みである。これらの検定に用いられる統計量は共通の漸近分布を持ち、その成立は最尤推

定量の持つ一一致性に依存する。しかし、テスト母数と潜在特性の最尤推定量が一致性を持

つ保証のないことは2－5節で説明した通りである。そして、この問題を解決するために導

入された推定方法が周辺最尤法であった。経営特性を確率変数と考えて周辺最尤法を適用

すればテスト母数の一致推定量が得られるため、この推定値から求めた経営特性により仮

説検定を行えばよい。

　しかし、業種間比較など経営特性に開する仮説検定を炉定した場合、この論法の正当性

は疑わしいと言わざるをえない。検定すべき経営特性の分布を検定前に仮定することはで

きないからである。実際、周辺最尤法を適用する背後には確率変数として扱われる母数が

局外騰（N。i，ance　P。・・m・t・・）という暗黙の前提がある．また・最尤法に基づく検勧法

は汎検定関数の考え方を反映していないので、形式mを通常の検定問題として扱った場合

の問題が解決できないことも注意しておく。

　4－3－1で述べたように、企業調査には回答者と質問項、の組に繰り返しは得られない

というデータ収集ヒの制約がある。この制約の下では、カテゴリー境界値が回答者と質問

項目に依存しないという前記の仮定を外すことはできない。経営特性だけでなく境界値自

体が付随母数6となり、これらを推定することが不可能になるからである。そこで、この仮

定を認めた上で、半開区剛わ、一。わ，）の特定化について補足しておく・

　前節の最後に提案した方法は、部分状態集合間の主観的距離の比を基に各半開区間を求

めるという非常に単純なものであった。半開区間が回答者と質問項目に依存しないという

仮定をおいたとしても、この半開区間を実際に推定することができれば、それが最善の方

法であろう。しかし、残念ながら、この方法が使えないことは既に述べた通りである。

　これ以外の方法としてはLikert法や数量化HI類などが考えられるaまず、　Likert法と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

5仮定4－4．1

62－5参照。
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は尺度Zg、atが企業の母集団の中で正規分布に従うと仮定して・観測された得点の分布から

半開区間を逆算するという方法である。この方法を適用しない理由は周辺最尤法を適用し

ない理由と全く同じであり、分析前に経営特性の分布を仮定できないからである。

　さて、こうした考え方はデータに加える操作は最小限に止めたいという本論文の立場を

反映したものである。これは、本論文が得られた得点（尺度）を基にした仮説の検証を想

定して議論を進めているからである。この点を考慮すると、数量化III類のようなデータ解

析手法の適用には問題があるのではないだろうか。こうした手法は内的整合性を高める最

適（この場合は企業間分散を大きくし企業内分散を小さくする）な尺度構成法となってい

るからである。確かに、次章で提案する質問項目の選択方法も内的整合性を基準にしたも

のである。しかし、これは質問項Rの取捨選択による非常に消極的な方法であり、積極的

なデータの変換は一切行われない。少なくとも筆者には、仮説検定を目的とした分析で企

業間の差を強調するような尺度構成が適切な方法とは思えない。

　もちろん、こうした手法を否定しているのではない。分析の目的が経営特性に関する仮

説を見出すことにあるのなら、データ解析的な尺度構成は極めて有効な方法である。この

場合は、半開区fun　［b，　r，，bノ）ではなく間隔尺度Zg。a，が特定化されるので、第3章で示した形

式Hに基づいて分析を進めればよい。

ノ
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5質問項目の選択と業種間比較

第4章では経営特性に関する分析枠組みを提示した。前提となる測定モデルは一般化可

能性理論を拡張したものであり、仮説検定は一般化可能性理論に対応する分散分析を原問

題とした汎検定問題になることが示された。そこで、本章では具体例として質問項目の選

択と業種間比較を取り上げる。

　まず、5．1節で企業調査を一般化可能性理論の視点から記述した後で、質問項目の選択

と業種間比較の方法を5－2節と5－3節で解説し、実証例を5－4節で紹介する。5－5節で

は分析に用いた分散分析表を説明し、最後の5・6節では因子分析を用いた項目選択の持つ

問題点を指摘する。

5－1企業調査と一般化可能性理論

5－1－1講講の前擢

　ここでの議論も第4章で考察した経営特性の測定や企業調査を前提とするので、そこで

説明した条件や性質を確認しておこう。まず、ここでも4－1節で述べた条件；

（1）理論的には間隔尺度を定義することが可能

（2）現時点では、客観的な指標は存在しない

（3）企業の客観的な分類を可能にする状態は存在しない

を満たす経営特性を対象とする。この測定が行われる企業調査には4－3節で指摘した；

（1）回答者が回答する企業は一社だけである

（2）回答者と質問項目の各組み合わせに測定の繰り返しは得られない

という分析上の制約がある。さらに、測定モデルと分析枠組みが前提とする仮定の妥当性

を確保するため；

（1）回答者は当該経営特性の知識を持っている

（2）経営特性の説明が理解し易く、内容的妥当性を持つ質問項目を用意する

（3）同質な回答者を選ぶ

（4）調査目的や想定する企業を明確にしておく

という要件が尊重されているものとする。また、2－3節で紹介した信頼度指数がテスト計

画と目的に応じて定義されることから明らかなように、信頼度指数に基づく項目選択の方

法は分析目的に依存する。そこで、ここで扱う企業調査の目的として；
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．　企業毎に得られる尺度に異なる企業属性間で差があるか否かを検証する

を前提とする。本章では企業属性として業種の相を想定するが、このことにより5－3節で

説明する業種間比較の方法が一般性を失うことはない。この方法を国籍や企業の格付けの

相について適用しても全く問題はない。

5－1－2　一疲危朧姓理講〆こよる記逆

4・2節で示した連続的な尺度を表す測定モデルは；

Z。。at　＝　Tgca＋πf－1＋E，，Et－N（・，σ2），πi“’－H（π（一’）

であり、m段階Likert尺度の場合は4－4節で；

Zgc。，＝T，。。＋π1－）＋E，∈［わ，．。b、）⇔・，，。，一ノ；ノ・1・・・…1

　　　E，－N（・，σ2），π1－）－H（π（一う

と定義された。そして、二っの測定モデルは共通の回帰モデル；

㌦。，－T，。a＋E，，E，～N（o，σ2）

を原問題とした汎検定問題である。連続的な尺度の場合は形式H、Likert尺度の場合は形

式mであることも前章で述べた通りである。汎検定問題の検定方法については第3章で解

説してあるので、ここでは原問題に関して議論すれば十分であろう。従って、本章では尺

度の形式を区別せず、未知の尺度yを用いて記述していく。

　さて、この回帰モデルは特殊誤差（誤差1）に正規性が仮定された古典的テストモデル

と考えることができる。実際、質間項目の選択と業種聞比較の方法は第2章で説明した一

般化可能性理論の考え方に基づいて導かれる。そこで、その方法を説明する前に、ここで

は企業調査を一般化可能性理論におけるテスト計画として捉え直しておこう。

　繰り返しはなく回答者は特定の企業についてのみ回答するという5－1－／で指摘した制

約の下では、ここで対象とする企業調査は一般化可能性理論の用語で繰り返しのない質問

項目×（回答者：企業）計画1と言うことができる。しかし、一企業当たりの回答者数が少

ない場合、このテスト計画における分散成分の推定では、回答者効果を含む企業効果分散

から回答者効果分散を分離しなければならないため、企業効果分散の不偏推定量が過小推

定になりやすいという問題がある。そこででここでは回答者の相を無視し、企業調査を回

12・2－2参照。
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答者数の繰り返しがある（企業×質悶項目）計画と扱うことにする。ただし、回答者の相

を無視するには条件；

Eσ窟、。、）＝T，、

の成立が必要である。この条件は任意の尺度yが企業と質問項目の違いで説明できること

を意味している。言い換えると、回答者に起因する変動は企業と質問項目による変動と比

べて相対的に小さいということである。また、企業調査を（企業×質問項目）計画と捉え

た場合、業種や国籍など企業属性の相が考慮されないが、これらの相を含めるべきでない

ことは5－2－3で説明される。

　それでは、　（企業×質問項目）計画における尺度を各相の効果に分解しよう。まず、こ

のときの殊真値E（Yg、，at）ニT，。を；

EgEc（Tgc）＝μ

　E，（T，c）＝μg⇒レ，＝μ，一μ；質問項目効果

　Eg（T　　9‘）＝μc⇒レ。＝μc一μ；企業効果

と企業と質問項目の効果に分解する。これらの効果で説明できない部分を質問項目×企業

の交互作用効果v　と表せば、未知の尺度yは；
　　　　　　　gc

Ygca、＝T，c＋E’＝μ＋Vg＋v、＋Vgc＋E，

と表現することができる。そして、尺度㌦。tの全分散は；

σ1、．。t（㌦、。f）一σ1・σ1・σ1、＋σ2

と各効果に対応した分散成分の和に分解される。

　また、企業調査を表す（企業×質闘項目）計画が、2－2節で紹介した弱真値モデルが対

象とする（受験者×項目）計画と同じ構造であることを指摘しておく。
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5－2質問項目の選択

5－2一ノ要孫ク

　質問項目の選択という行為が、測定対象についての比較研究の形式に依存することは言

うまでもない。こうした調査目的に応じて信頼度指数が定義され、具体的な項目選択の手

続きが導かれるからである。そして、本論文では企業の経営特性を測定対象とし、その尺

度による企業属性に関する比較研究を想定している。ここでは本節で提案する項目選択の

考え方を要約しておく。

　まず、質問項目の選択を行うときの一般的な原則は；

（1）十分な質問項目の個数を確保する

（2）信頼度指数が高くなるようにする

である。しかし、この二つの原則は互いに矛盾した関係となっている。なぜなら、信頼度

指数を最大にする質問項目の組み合わせを選ぶと、少数個の質問項目しか残らない可能性

が大きいからである。そこで、本論文では、この矛盾を調整するため；

・　選択された質問項目による仮説検定の精度を高める

という基準を導入した。この基準を考慮することで、3段階の項目選択の方法；

段階1：すべての質問項目を採用する

段階2二企業との交互作用効果の小さい質問項目を選ぶ

段階3：質問項目効果が等しい質問項目を選ぶ

が導かれる。各段階で要請される条件は次の段階へ進むための必要条件となっている。こ

の意味では系統的な選択方法と言えるだろう。しかし、前述した原則間の矛盾が完全に解

決されたわけではない。段階を進むにつれ項目数は確実に減少するが、それに伴う信頼度

指数の向上は保証できないからである。このため、各段階では二っの原則を確認せざるを

えない。こうした内容は5－2－4で詳しく説明される。

　以上の議論から分かるように、二つの原則間の矛盾が項目選択を考える上での最大の問

題となっている。これは、質問項目の選択という操作を；

・　質問項目の取捨選択により異質な項目を排除する操作

と捉えた結果である。これに対し、一般化可能性理論ではD一研究の一っとして；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

・　指定した信頼度指数を達成するのに必要な項目数を確保する操作
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と考えるため、二つの原則間に何の矛盾も生じない。比較研究を一一般化可能性理論の考え

方に沿って進めるにも関わらず、本論文が後者の考え方を取らないのは；

（1）実施された企業調査に対して質問項目の選択が要求される

（2）代替的な質問項目の作成が難しい

という企業調査の持つ性質のためである。これが質問項目の選択に項目数の最適化を適用

できない理由である。これらの結果は5－2－2で議論される。

　この項目選択の基準は企業の相を基に定義した信頼度指数となる。これは、経営特性の

比較研究という本論文が想定した企業調査の目的から導かれる必然的な結果である。この

点については5－2－3で議論する。

5－2－2質！闘項百選択の願グ

項目選択の原則が；

（1）　f分な質問項目の個数を確保する

（2）信頼度指数が高くなるようにする

であることは言うまでもないだろう。まず、項目数の確保という原則（1）は、測定の信頼性

は項目数が多いほど高くなるという主張に外ならない。これは第2章で繰り返し説明した

通りである。そして、ここでの議論（尺度Yに関する原問題）は一般化可能性理論を前提

にしているので、2－3節で定義した信頼度指数が信頼性の指標となる。このとき、信頼度

指数を高めるという原則（2）は、経験的妥当性の見地から理論的に保証される。

　そこで、項目gを固定した古典的テストモデルを考える。定理2－4．1によれば、経験

的妥当性の指標である妥当性係数と特殊信頼性係数φの問には；

ρ。（Y。a，z。）≦・価

が成立している。この不等式は任意の基準変数による妥当性係数が特殊信頼性係数の平方

根を超せないことを示している。すなわち、高い特殊信頼性係数が妥当性を保証するため

の必要条件となっている。この定理は十分条件ではないが、内容的妥当性が満たされた質

問項目の持つ特殊信頼性係数の高さが、その質問項目の妥当性を保証する重要な根拠であ

ることに疑いはない。

　この結果は一般のテスト計画に拡張することができる。母得点が受験者の相を基に定義

されている場合を考えると、特殊信頼性係数とは受験者以外の相に起因する変動がゼロの

ときに達成される信頼度指数の上限であるgここから、信頼度指数を高くする質悶項目を

選ぶことで、妥当性を確保するための必要条件が間接的に満たされることが分かる。以上

が信頼度指数を項目選択の基準として用いる理論的根拠である。
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しかし、この信頼度指数を用いた項目選択については；

（D質問項目の取捨選択により異質な項目を排除する操作

（2＞指定した信頼度指数を達成するび）に必要な項目数を確保する操作

という正反対の考え方がある。既に述べたように、本論文で提案する方法は最初の考え方

に基づいている。一般化可能性理論が提唱する二番目の方法を採用しないのは、その考え

方が企業調査にそぐわないためである。それには二つの理由がある。

　第一は、質問項目の選択が適用される場面の違いである。一般化可能性理論で項目選択

とはD一研究の一つであり、次回のテスト作成のために行われる。一方、企業調査では調査

結果を分析するための要請だから、再調査を前提に項目選択を考えることはできない・二

番目の理由は、質問項目とテストの作成し易さの違いである。文言の違いだけで同等な質

問項目を多数用意することは難しいため、指定した項目数を確保するという方法は現実的

でないからである。

　しかし、異質な項目の排除という考え方を前提とすると、二っの項目選択の原則問に矛

盾が生じてしまう。質問項目効果の標本分散（信頼度指数の分母の一部）が項R数の増加

関数となっているため、質問項目の取捨選択により信頼度指数を最大化すると、少数個の

質問項目しか残らない可能性が大きいからである。この矛盾を調整し、段階的な項目選択

が可能となるように導入された基準が；

・　選択された質問項目による仮説検定の精度を高める

である。企業属性間の比較研究という前提を考えれば、この基準を導入する妥当性につい

ては問題ないであろう。

　ところで、取捨選択による異質な項目の排除と一般化可能性理論が仮定する標本抽出の

無作為性は矛盾している。このため、選択された質問項目は適当な条件を満たす部分母集

団からの無作為標本として再定義しなければならない。このように考えると、項目選択の

指標として実際に求める信頼度指数とは、その部分母集団における信頼度指数の推定値と

いうことになる。

5－2－3縷営待姓の激ぎど傷巌清数

　信頼度指数が項目選択の指標となることは既に説明した。この信頼度指数が企業の相を

基に定義されることも述べた通りである。そこで、2－3節の議論に従い定義式と推定方法

を示した後で、この信頼度指数が採用される理由を説明していく。

　まず、企業の相が比較研究の単位となるから、その母得点は企業効果と総平均の和；

τじ＝μメ＋v、（＝μ，）
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と定義される・このときの絶対誤差は△9。at＝㌃。、一τ、だから、信頼度指数φは；

φ＝
σ2 ir）　　　σ1 σ

♂（・）＋σ2（△）σゑ。at（Ygc。t）σ1・（σ1・σlc＋σり

となる。この信頼度指数は、回答者数の繰り返しがある質問項目×企業の二元配置分散分

析を示した表5－2．1を用いて推定することができる。また、この表については5－5節で

詳細に解説される。この表から；

di　＝ 2
し

＾
σ

＝
2
　
‘

＾
σ

∂1＋61c（Ag、）

Between　Companies Interaction

δ1、（Agc）＝

　G（C－1）、4　　　G（σ一1）（C－1）／望

Between　Item×Company　CeHs　＾2
　　　　　　　　　　　　　一σ
　　　　　　　　　　　　　　　c　　　　　GC－1

と推定できることが分かる。

　さて、信頼度指数を企業の相を基に定義するのは、企業毎に測定される経営特性の比較

研究を想定して議論しているからである。この場合は、尺度の企業間分散が企業内分散よ

り大きくなる質問項目ほど良い質問項目と言うことができる。ここで、企業間分散とは母

得点分散σ2（τ）のことであり、企業内分散は同…企業内での回答者による変動として絶対

誤差分散σ1（△）の大きさに反映する。これは、項目選択には信頼度指数φを用いるべきと

いう主張に外ならない。

　以上の議論から、一一般信頼性係数やα係数の適用が誤りであることも分かる。これらの

指標は企業の相を無視して推定されるため、企業間変動は小さいが回答者間変動は大きい

質問項目と、企業間変動は大きいが回答者間変動は小さい質問項目を区別できないからで

ある。この場合は最初の項目を削除すべきであることは明らかであろう。

　最後に、企業効果の分散を純粋な企業効果ではなく不特定の企業属性の効果を含む分散

として定義する理由について説明しておく。これには次の三つの理由がある。まず、企業

属性の相は企業の相をネストするため、純粋な企業効果分散を推定できないという操作上

の理由である。第二の理由は母得点の特定化の困難さである。例えば、企業の相をネスト

する業種と国籍の相が互いにクロスしているように、通常の企業調査では複数の企業属性

の相が錯綜している。さらに、これらの相に関する様々な仮説検定を目的としている。こ

のような場合に、統一的な母得点の特定化は事実上無理であろう。三番目は尺度構成にデ

ータ解析手法を適用しない4・5節で述べた理由と同じで、比較研究の公正さを保証するた
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めである。そこで、業種間比較のため母得点を企業効果ではなく業種効果を基に定義した

場合を例に考えてみよう。信頼度指数の分子は業種効果の分散となるから、項目選択では

業種間で差が出るような質問項日が選ばれることになる。しかし、比較研究の目的が業種

間における差の検証にあるのなら、その差の有無は検証すべき仮説のはずである・このよ

うに業種間で「差がある」と結論できるような質問項目を選ぶことは、分析として公正さ

に欠くと言わざるをえない。

5－2－4質御項方の選捉方法

　本節で提案する項目選択の方法は異質な項目を排除する3段階のプロセス；

段階1：すべての質問項目を採用する

段階2：企業との交互作用効果の小さい質問項目を選ぶ

段階3：質問項目効果が等しい質問項目を選ぶ

からなる。そして、この方法は項目選択の原則；

（1）十分な質問項目の個数を確保する

（2）信頼度指数が高くなるようにする

に新しく導入した基準；

・　選択された質問項目による仮説検定の精度を高める

を照らして具体化した手続きである。そこで、この導出過程を説明していこう。

　まず、質問項目の選択で用いられる信頼度指数の定義式；

φ＝
2
‘
σ

　　　　　　2　　　　2　2　　　2
σ　十σ　十σ　　十σ
c　　　　g　　　　gc

から、この値（推定値）を大きくする二つの必要条件；

（1）質問項目×企業の交互作用効果の分散σ，の推定値を小さくする質問項目を選ぶ

（2）質問項目効果の分散σ：の推定値を小さくする質問項目を選ぶ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

を導くことができる。ここで、5・1節で述べた尺度Yg．a，の分解を用いると；
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（1）σ；．　・O⇔v，、・＝O

（2）σ1・0⇔v，－0

が成立する・ここから・分散に関する二つの条件が質問項目×企業の交互作用効果㌦、と

質問項目効果㌧に関する条件と同値であることが分かる。

　次に、二つの条件の優先順位について考えていく。選択後に行われる仮説検定の精度を

事前に高めておきたい場合、その尺度では企業による効果を質闇項目の影響から完全に分

離できることが最初に期待される，，これはこっの効果の交互作朋効果がないことと同値で

ある。さらに、質問項目による差がなければ、これらの項目は平行テスト2となり、一層望

ましい状況となる。この直観的な意味での優先順位は統計学的に保証される。質問項H効

果がゼロという二番目の仮説の検定は、交互作用効果がゼロという最初の条件の成立を前

提とするからである。これが冒頭で示した段階2と段階3の条件である。

　この二つの項目選択の段階は、信頼度指数を高めるという原則（2）に異質な項目の排除と

いう考え方を適用して導いたものだから、この項目選択では少数個の質問項日しか採用さ

ない可能性が大きい。従って、項目数の確保という原則（1）を考えた場合、対象とする質問

項目が既に十分高い信頼度指数を持っのであれば、必ずしも項目選択を段階2以降へ進め

る必要のないことが分かる。これが項目選択における段階1である。

　項目選択を異質な項目を排除する操作として捉えたとき、二つの原則が互いに矛盾した

関係にあることは既に述べた通りである。当然、ここで提案した3段階の選択手続きは不

完全なものである。正確に述べると、この方法は信頼度指数を高める必要条件を基に構成

したため、信頼度指数の向ヒを保証できないということである。しかし、各段階の導出過

程から明らかなように、ここで提案した方法により比較研究の目的や用意された質問項目

の個数などを考慮した段階的な項目選択が可能となる。また、比較研究と項目選択の段階

との関係については業種間比較を取り上げた次節で詳しく説明される。

5－2－5段階1’すべでの質輝項召をixi］Z7ナる

項目選択の最初の段階が、すべての質問項目を採用するという段階1である。これは項

目数の確保という項目選択の原則（1）を反映させたものである。しかし、言葉通りにすべて

の質問項目を対象とするわけではない。実際には、質問項目が次の二つの条件を満たして

いることが必要となる。第一は、既に十分高い信頼度指数を持っことである。この条件に

ついては説明するまでもないだろう。

　二番目の条件は、経営特性は企業と質闇項目の違いで説明できるという5・1節で述べた

22．2節参照。交互作用効果がない場合は、これらの項目は本質的にτ等価となる。

86



条件E（Yg、a，）＝T，。の成立である・この条件の成立しない尺度は経営特性の尺度として無意

味だから、これは信頼度指数に関する条件に比べて重要な条件と言うことができる。この

重要性に関する統計学的な側面は具体的な検定方法を示した後で説明する。

　さて、この条件の成立は；

モデル：E（Yg（’ar）＝Tgc，帰無仮説：Tgc＝μ

という検定問題として検証することができる。そして、この帰無仮説を棄却できることが

段階1で要請される条件である。表5－2コから、この検定問題はF統計量；

　　R・．、R・　R・　塾塑・・ltem×C°璽。γ塾

　　7匙＝・’kc÷　7・　＝　　GC－1　　～F（GC－1，GC（A　－1））
　　　GC－l　　GC（A－1）　　　　　　　Residu4＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　GC（A－1）

により検定することができる。

さて、帰無仮説る、・μが棄却できなければ・蝶と質問囎に関する分散分析を構成

することができない。この場合は、業種間比較や国際間比較など、企業の相に関係する一

切の仮説検定が不可能となる。ここから、条件E（Ygca，）＝Tg，の成立が極めて重要であるこ

とが分かる。

5－2－6侵階2－一至倉業との交一互〃ヲ万効契〃ク小（…ζe㌧費1据ゲ贋肇ヲを選オご

　質問項目の選択として段階2以降まで進むのは次の二つの場合である。用意された質問

項目による信頼度指数が小さい場合と、選択した質問項目による分析の精度を事前に高め

ておきたい場合である。この後者の目的を考えたときの弱い基準が、企業との交互作用効

果の小さい質問項目を選ぶという段階2の条件である。

　段階2の条件を統計的に検証するには、段階1の条件E（Yg，a、）ニT，、が成立していなけれ

ばならない。このモデルの下で、質問項目×企業の交互作用効果Vg、がゼロという条件は

質問項目効果と企業効果の加法モデル；

　　　　iE（Y，。at）＝Tg、＝γ9＋レ‘
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を帰無仮説として検定することができる。この検定問題をまとめると，

モデル：E（y君cat）＝7レ，帰無仮説：孤cニvg＋Vc

となる。この場合は、帰無仮説を受容することで、与えられた質問項目に対して段階2の

条件を受け入れることができる。また、この加法モデルと一般化可能性理論における本来

のモデルL、＝μ＋Vg＋Vcが同値であることは5・5節で示される。

表5・2．1から、この仮説は．F統計量；

　　　　　　　　　　　　　　lnteraction
　R2　＿R2　　　　　　　　　R2　　　－　　　　一
・・一・・＋v・－7hc…Tke。（G－1）（C一1）－F（（G－1）（C－1），GC（胴））

（G－1）（C－1）　GC（A－1）　　＿壁sidual

　　　　　　　　　　　　　　GC（A－1）

により検定することができる。

　これはG個の質問項目すべてにっいての加法性の検定である。従って、各質問項目に対

して項目選択を個別に行う場合は、一っずっ質問項目を外して満足のいく結果が得られる

まで検定を続ければよい。また、段階3は段階2の条件Tg、＝v，＋v、の成立を前提として

いるため、満足のいく結果が得られない場合は段階1で項目選択は打ち切りとなる。

5－2－7澱階3，醐贋β効栗が等「しい質i御項Z7を選ぶ

　分析者にとって、新しくデータが追加されたとき、追加後の信頼度指数の低下や採用す

る質問項目の変更は避けたいところである。このような状況は、日本企業のデータにアメ

リカ企業のデータが追加される場合など容易に想定することができる。こうした段階的な

データ収集における分析の安定性を確保するための条件が、質問項目効果の均質性という

段階3の条件である。この条件を満たすことで分析の安定性が確保される理由は最後に説

明する。また、項目選択を段階3まで進めた場合の仮説検定の精度が段階2で終了させた

場合より高まるのは明らかであろう。

　段階3の条件を検定するには段階2の条件Tg、＝vg＋Y。の成立を前提とする。質問項目

効果Vが等しいという帰無仮説は、この加法モデルの下で；
　　9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆

Tg。＝γg＋Vc・Vg＝y⇔T，・＝ソ＋Vc⇔T憂c＝v・
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と表現できる。従って、段階3の検定問題は；

モデル：7L、＝vg＋レ、，帰無仮説：T，c＝V、

と表される。段階3まで項目選択を進めるには、この帰無仮説を受容する質問項目を選べ

ばよい。この検定問題も表5－2．1を用いて；

R2　R2　　R2　R2　R2
7k。4㌃　7長．コVg＋Vc．7憂・二㌦＋Vc　　79・＝Vc　Tg・　＝　Vg＋Vc，

〔毘一聖り・4，1

G－1　　　自由度

　　Between　Items

　　　　G－1

G－1

　lnteraction十Residual

（G－1）（C－1）＋θC（、4－1）

（G－1）（C－1）＋GC（A－1）

～F（G－1，（G－1）（C－1）＋GC（A－1））

と検定することができる。

　ところで、段階2で要請される加法性の検定では各質問項目の影響を表す指標を導くこ

とができなかった。しかし、段階3の条件を検証する場合は、こうした指標を質問項目効

果を基に定義することが可能である。そこで、質問項目効果から全質問項目効果の平均値

を引いて相対化した値；

　　　　　　　　　　　　　　㌦一藩；ノーし…G

を各質問項目の影響を表す指標とする。質問項目効果を直接用いないのは、加法モデルに

おいて個々の母数は推定可能ではないからである。

　この指標の推定方法を示すため、5・5・2で定義する行列を用いる。ここでは加法モデ

・吸＝・，規鍼立が醍だから説明変蜘列はx・・騰ベクトルはβ・となる・表

記の繁雑さ避けるため、これらを単にX，βと表そう。そこで、各質問項目に対応する係数

ベクトルを；

　　　　　　　　　〆
　　　　　　　　↑播目

・1）；　／’　＝　1，．．．，G
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と定義すれば、問題の指標は；

hノβ；ノ＝1，＿，G⇔Hβ

と母数の線形関数として表すことができる。ただし、行列Hは行ベクトルhを縦に重ね

たG行の行列である。条件V（H’）⊆V（X「）は明らかに成立するから、1－2節より、この

線形関数Hβは確かに推定可能である。従って、その値は；

Hl3＝H（X’X）　X’y

と推定すればよい。また、個別（第ノ質問項目）の質問項目効果を推定するには・行ベク

トルhを（G＋C）次元の第ノ単位行ベクトルとしなければならない。しかし、この場合は

推定可能であるための条件V（h’）⊆V（X’）は成立しない。

　最後に、質問項目効果の均質性が分析の安定性を保証する理由について説明する。段階

的にデータが追加される場合、分析は手元のデータから逐次に進められる。データの追加

による分析結果の変動は避けられないが、こうした修正は最小限にしたいというのが分析

者の希望であろう。

　そこで、日米での比較を例に考える。両国とも項目選択は段階2で終了し、5つの共通

する質問項目が採用されたとしよう。前述した質問項目効果の指標は；

項目1 項目2 項目3 項目4 項目5
日本 2 一〇．5 一〇．5 一〇．5 一α5

アメリカ 0．5 0．5 0．5 0．5 一2

であり、このときの信頼度指数も同程度の大きさであったとする。

　これらの尺度による日米比較が意味を持つための条件は、ニカ国のデータを合わせたと

きの信頼性が低下しないことである。この例では、最初と最後の質問項目で企業との交互

作用効果が発生するため、その信頼度指数の推定値は確実に低下する。従って、項目選択

を段階2で打ち切る場合でも項目1と5の削除は避けられない。

　これに対し、両国とも項目選択を段階3まで進めていれば、日本では項目2～5が、ア

メリカでは項目1～4が採用されるはずである。この場合は両国で共通する項目2～4が日

米比較の対象となる。既に質問項目効果の均質性が満たされているから、データを合わせ

て項目選択を進めても項目2～4の残る可能性は大きい。

　以上の説明から分かるように、予め項目選択を段階3まで進めておくことで、採用する

質問項目の変更を押さえることが可能となる。この例では、5個から3個への項目数の減

少を4個から3個への減少に押さえることができた。採用する質闇項目の違いは比較研究

の結果に大きく影響する。データの追加により分析を逐次に進めていくのであれば・項目

選択を段階3まで進めておく方が無難であろう。
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5－2－8鷹点

　これまで説明してきた3段階の項目選択の手続きが持つ操作上の問題は5－2－4で述べ

た通りである。しかし、より重要なことは、この方法を導く前提；

・　比較研究で統計的に望ましい性質を持っ質問項目を選ぶ

・　用意された質問項目は妥当性を持っ

が現実の企業調査に合致するとは言い切れないことである。そこで、ここでは統計的利便

性を優先した項目選択の持つ問題について考えていく。

　さて、この方法が統計学的に最善であることは言うまでもない。しかし、項目選択の結

果として残された同質かつ少数個の質問項目が、企業調査の目的と照らして望ましい尺度

になっている保証はない。なぜなら、後述する妥当性の問題とも関係しているが、外され

た質問項目（異質な項目）が当該経営特性を測定していた可能性を否定できないからであ

る。さらに、ある経営活動の意図を従業員が理解している程度を分析したい場合は、様々

な回答のパターンにこそ特徴が現れているかもしれない。当然、同質な質問項目を選択し

ても適切な尺度を構成することはできない。

　こうした問題の多くは妥当性の問題に帰着される。5－2－2で述べた異質な項目の排除

という考え方の背後には、与えられた質問項目は妥当性を持つという暗黙の仮定があるか

らである。しかし、妥当性を厳密に検証することは難しく、信頼度指数を大きくする質問

項目が異なる経営特性を測定している可能性を否定することはできない。

　このように、集めた質問項目の妥当性に疑問が残る場合や、項目選択後に想定している

分析の目的を特定化していない場合は、ここで提案した方法が必ずしも望ましい質問項目

を選択する保証はない。従って、3段階の選択手続きを実際に適用する場合は、得られた

結果をデータに照らして十分に検討するという慎重さが必要であろう。．

5－3業種間での比較

5－3－1贋月選択の≠続「きと仮説撰隔定との騨

　前節で提案した項目選択の手続きは信頼度指数の向上と項目数の確保という相反する条

件を調整することで具体化された。そして、この調整は選択された項目を用いた仮説検定

の精度を事前に高めておくという目的の下で行われた。そこで、具体的な業種間比較の方

法を解説する前に、項目選択の段階を進めることで仮説検定の有効性が高められる統計学

上の理由を説明しておく。

　まず、採用する質問項目が段階1に基づいているのであれば尺度Yは；

　　ノ
E（Y，。a，）＝T，、
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と質問項目と企業の交互作用効果を含むモデルとして扱わなければならない。段階2で打

ち切られている場合は；

E（】ifg、a，）＝Tg，＝yg＋レ。

と加法モデルとなる。さらに、段階3の条件も満たせば、尺度Yは；

　　　　　　　　　　　　　　　　E（Yg、　at）＝7蚤、＝Vc

と企業効果のみで表現することが可能となり、企業に関する一元配置分散分析を用いた分

析が可能となる。

　この項目選択の方法は異質な項目の排除という考え方に基づいているため、段階を進む

につれ、採用される項目数が減少していく可能性は高くなる。しかし、尺度のモデル化に

必要な母数は確実に減少していくため；

・　統計的処理の単純化

・　仮説の解釈の容易さ

．　検出力の向上

を期待することができる。このうち、最初の二つは明らかだから、ここでは母数の滅少に

伴う検出力の向上について説明していく。

　そこで、モデルy～N（Xβ，σ21），y∈Rn，X：nx〃i，　rank　X＝rとV（H’）⊆V（X’）を満た

す階数kのsxm型行列Hによる線形仮説Hβ＝ξの検定を考えよ5。ここで：

　　　　　　　　　1～8＝　min（y－Xβ）F（y－Xβ）＝y’（1－X（X’X）TXt）y

　　　　　　　　　　　　β
　　　　　　　　　Rl＝min（y　一　Xf｝）r（y－Xβ）

　　　　　　　　　　　Hβ＝ξ

　　　　　　　　　　＝R8＋（Hβ一ξ）’（H（X’x）”Ht）－t（Hβ一ξ）

　　　　　　　　Hβ＝H（X’X）－X’y

とすれば、帰無仮説Hβ＝ξが真であれば；

　　　　　　　　　　　　　Rl－R♂。⊥－F（k，n－r）

　　　　　　　　　　　　　　　k　　　n－r
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

が成立する。このF統計量による線形仮説の検定が第1章で説明した分散分析である・
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この分散分析において、不要な母数をモデルから削除しても残差平方和Rlがほとんど

変化しないことは明らかである。線形仮説の表現方法はモデルに依存するが、行列Hの階

ta　kも変化せず3、痔一婿の大きさも変わらないであろう。そして、母数の個数と説明変

数行列Xの階数rの増減は一致しているから、分母の自由度n－rも大きくなる・以一ヒの

ことから、不要な母数の削除によりF統計量が大きくなることが分かる。F統計量は帰無

仮説からのズレを反映した値だから、これは分散分析の検出力が向hすることを意味して

いる。また、分母の自由度n－rが大きくなるほどF分布の密度関数は原点方向に集中し

た形状となるため、棄却限界も小さい値となる。これは比較的小さなF統計量の値でも帰

無仮説を棄却できるということだから、この性質も不要な母数の削除による検甜力向」二を

意味している。もちろん、項目数の減少は標本数の減少となるため、このときの検出力は

低下する。しかし、不要な母数の削除による検出力の向上がF統計量の値とF分布の性質

の双方から導かれるという事実は考慮すべきであろう。

　ところで、質問項目と回答者に関する平均値を企業の経営特性を表す尺度とし、この尺

度を業種毎に平均の異なる正規母集団からの標本と考えれば、一元配置分散分析による業

種間比較が可能となる。簡便さだけでなく、離散的な得点を集計により連続変数で近似で

きるという特徴から実際に適用されることが多いが、この方法には；

（1）標本数の減少による検出力の低下

（2）相の違いを無視することによる検定の不正確さ

という二つの問題がある。この場合は企業数×質問項目数×回答者数だけ存在した標本が

集計により企業数にまで減少してしまう。標本数の減少は検出力を低下させるから、これ

は非常に大きな情報の損失と言わざるをえない。　　　　　　　　．

　相に関する情報の無視という第二の問題については、C．R．Raoがその著書で実例として

挙げた分散分析（3人の観測者により異なる3っの地層から発掘された頭蓋骨の鼻の高さ

に関する分析）でのコメントを紹介しておく。

　‘‘Suppose　we　ignored　the　observers　and　examined　stratum　differences．　The　analysis

would　then　be．．＿，　leading　to　the　conclusion　that　stratum　di脆rences　exist．　A　closer

analysis　reveals　that　observer　di脆rences　are　important，　so　some　caution　is　necessary

in　combining　the　results　of　the　three　different　investigators．　The　stratum　differences

are　not　very　prominent　when　the　differences　due　to　observers　are　corrected　for．”4

　この説明から分かるように、企業と質問項目の相が無視される簡便法では、検出力とい

うより仮説検定の正確さ自体が低下してしまう。これに対し、本節で提案する業種間比較

の方法では、尺度yを表す各モデルから明らかなように、統計的に必要な相の影響は常に

母数として考慮される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

33段階の項目選択に対応したモデルでは実際に変わらない・

4Rao，（1973，p25Z
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5－3－2表：詔Z：の約庚8

　5－3－1で要約したように；

・　得点を表す被説明変数ベクトルy

・　モデルを規定する説明変数行列Xと階数r

●　母数ベクトルp

・　V（Ht）⊆V（X’）を満たす線形制約Hβ二ξと係数行列Hの階数k

が定義されれば、分散分析を構成することができる。従って、項目選択の各段階に応じた

業種間比較の方法を説明するには、これらの行列と階数、条件V（H’）⊆V（X’）を示せば

ト分であることが分かる。

　また、以下の議論では回答者数をA人、質問項目数をG個、企業数をC社と表すこと

を約束する。そして、企業はM業種から選ばれ、企業を表す添え字cについて；

　　　　　　　　　　c＝1，＿，q，C1＋1，＿，C2，＿・，C嗣＋1，＿，C

　　　　　　　　　　　－L－・－－－－－－vr－　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　業種1　　業種2　　　　　　業種M

　　　　　　　　　　業種1二Nl＝C1個

　　　　　　　　　　業種2：　N2ニC，－q個

　　　　　　　　　　業種M：ノ〉んf＝　C－　CM．1個

という対応関係が成立しているものとする。

5－3－3貿一棚贋厚の選〃eが段階ノて懲ア乙でム、る募診

　ここでは質問項目の選択が段階1で終了している場合を考える。このときの尺度は質問

項目×企業の交互作用効果を含むモデル；

　　　　　　　　　　　　　　　　　E（Yg、’a，）＝Tg、

と定義される。5－5－1から、被説明変数ベクトルにはyを、説明変数行列と母数ベクト

ルにはX＝Xi，β＝β1を用いればよい。こg）場合はV（X’）＝Rα’だから、任意の線形仮説

が検定可能となる。

　このモデルのFで、業種間に差はないという帰無仮説は；
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燃昂「む葱か一一六濡．，か

と表される。これは企業毎の真の尺度㌃の項目に関する合計（平均でもよい）を業種毎

に平均した値が全業種で等しいという仮説を意味している。この仮説で質問項目の影響を

除けないのは質問項目×企業の交互作用効果が存在しているためである。また、業種毎に

平均を取るのは各業種で企業数が異なるためであり、業種効果だけで表せないのは業種の

相が企業の相をネストしているためである。このように、質問項目に課せられた条件が弱

い場合は非常に曖昧な意味の「業種間に差はない」という仮説となる。

　さて、この仮説で質問項目gに関する母数Tgl…Tgt．の係数行列をQとすれば、この行

列は次のように表すことができる。

－
⊥
瓦
－
瓦
－
反
ド
凡
瓦
　
ρ
凡

種
　
…
　
…
　
…
一
　
E
　
E
…
E

業
⊥
凡
⊥
呪
⊥
私
⊥
瓦
⊥
凡
⊥
私

　
　
＝
　
　
　
　
　
　
＝

業種2

1　　　　1

N2　　　N，

　0知，

0知，

　l
rτE知・

　0釦、

　0短、

　
’
鳩
　
E

’
N

0知、

業種3

0知，

1
凡：

°
’
κ
　
0

⊥
祐

0知、、

業種M

O　；v、、

0鉱，

1　　　　　1

ノ＞M　　　NM

　0瓦　　：（M＿1）×C

　li

一可E瓦

ここで・第1行は
f茎嚇、撫を・第2行は業種・と業種3について・最後の

第（M－1）行は業種1と業種Mに関する等号を表している。従って、行列Qは質問項目に

依存していないから、係数行列Hは行列Qを質問項目数だけ横に並べた行列；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　　　⊥
　　　　　　　　　　　　　H＝（Q1一一Q）：（ル1－1）×GC
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として表すことができる。ここから、定数ベクトルがξ＝O〃－1であることも分かる・係数

行列Hの階数は；

　　　　　　　　　　　　　　　M

　　　　　　　　　　　

である。これらの設定の下で、F統計量はF（M－1，σα一GC）に従う。

5－3－4貿幽瑚項’月の選択が段！階2で終アしでいる揚合

　質問項目が段階2の条件を満たす場合、尺度は質問項目×企業の交互作用効果が存在し

ない加法モデル；

E（y　gc’af）＝級。＝＝Yg＋v。

で表現される。まず、被説明変数ベクトルyは当然共通である。そして、このときの説明

変数行列と母数ベクトルには、5－5－3で定義するX＝X2とβ＝β2を用いればよい。行

列Xの階数がG＋C－1であることも5－5－3で示される。　　　　．

　加法モデルの下で業種間で差がないという帰無仮説は；

糟㌦＝素撫一・・＝亡熱

と企業効果を業種毎に平均した値が等しいという仮説となる。純粋な業種効果による仮説

とならないのは、業種の相が企業の相をネストしているためである。それでも、この式は

企業効果だけで表されているから、段階1で終了した場合に比べて解釈し易い仮説と言う

ことができる。

　5－3．3の場合と同様に、係数行列Hは業種1と業種2についての等号を第1行に、業

種1と業種3についての等号を第2行という具合に；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
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H＝　　　｛M一りxG

’
筋ロ
　

ユ
　
　
ユ

⊥
凡
凱
…
叫

’
κ
　
7
κ
　
　
’
理

ロ
　
ロ
　
な

⊥
凡
⊥
凡
⊥
瓦

　0缶3　　…　　0瓦，

　l

r渦∵°予
　　　　　　　　　l
　o私　’°「可叫

；（ルr－1）x（G＋C）

と定義すればよい。この場合も、rank　H＝M－1であり、ζ　＝　O　M．tである。

　最後に、線形仮説Hβ＝ζが検定可能であることを示そう。まず、行列xは5－5－2で

定義するGC×（G＋C）型行列z＝＠ア⑭Ec　E（｝⑭Ic）の各行をA回ずつ繰り返した行列

であるから、V（X’）＝V（Z「）は明らか。一方、行列Hの第1行は行列zの第1行～第CI

行の1／？＞1倍を加えたベクトルから、第C，＋1行～第C2行の1／2＞2倍を加えたベクトルを

引いて作ることができる。この操作を繰り返すことで、V（H’）⊆Vi（Z’）＝V（X’）である

ことが分かる。これは線形仮説Hβ＝ζが検定可能である必要十分条件に外ならない。

　以上から、分散比を表すF統計量が項目選択を段階1で打ち切った場合と比べて分母の

自由度が大きいF（M－1，GCA－G－C＋1）に従うことが示された。

5－3－5鮒項’月の選択が段階3で終アしでいる場台

質問項目が段階3の条件で選択されると尺度は；

E（】99，a、）＝Tgご＝yc

と企業効果だけで表現され、仮説の表現や統計的処理はさらに簡潔となる。このモデルの

説明変数行列と母数ベクトルは；

x－

k1∴謝一一・GCA・×・C・・rankx・　C

β’＝（VCI…y。．）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノと定義される。V（X’）＝RCだから、任意の線形仮説に対し条件V（H’）⊆V（X’）が保証

される。被説明変数ベクトルyはこれまでと共通である。
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業種間に差がないという帰無仮説は5－3－4の場合と共通で；

燃㌦・素撫一六濡距

と定式化される。その係数行列は質問項目効果に対応した左側の（M－1）xG型ゼロ行列

を取り除いた（M－1）×C型行列となる。

　　　　　　　　1
　　　　　　　一珂E知・

H＝－E涛、　o匁、

一E鼻、 0脚，

　
「
祐㌃
E
　｝

’
N
　
　
　
3
・
：
　
’
κ

0鉱，

　　　0鉱，

’　　　1

『－°一 ﾂE知・

rank　H　＝M－1

と表される。当然、定数ベクトルはξ＝ovaiである。

　質問項目の選択が段階3まで進むと、このときのF分布は段階2で打ち切った場合と比

較して分母の自由度がさらに大きなF（M－1，GCA　一　C）となる。

5－3－6葡磐ノ部分夜瀦の羨定

　これまでの議論は全業種を同時に比較する仮説検定を対象としてきたが、実際の比較研

究では一部の業種に関する部分比較の問題が当然予想される。そこで、この問題を本節の

最後に補足しておく。また、一般性を失うことなく、対象とする部分比較をM業種のうち

最初のK業種間での比較と仮定しておく。
　さて、質問項目が選ばれた段階によらず、どの帰無仮説も各業種の効果を反映した母数

の線形関数が全業種で等しいという形式で表された。そして、その係数行列Hの階数はす

べてM－1であり、各行は業種1との等号関係を示すものであった。従って、選択された

段階に応じて、係数表列の最初のκ一1行を部分仮説の係数行列Hとすればよい。その階

数はすべてK－1であり、定数ベクトルはE：　＝Oκ．，となる。各場合におけるF統計量の自

由度は次のようになる。

段階1⇒F（K－1，GCA　一　GC）　　　　・

段階2⇒F（K－1，GCA－G－C＋1）

段階3⇒F（K－・－1，GCA　一　C）
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5－4　数値例

5－4－1データの説明

　ここでは、5－2節と前節で示した質問項目の選択と業種間比較の方法を現実の企業調査

に適用した結果を紹介しておく。分析で用いたデータは1991年に始められた企業調査か

らの抜粋である。この企業調査は製造業を対象としたもので、各企業は機械と電機、自動

車の三業種から優良性と国籍を考慮して選ばれている。このうち、具体例として業種間比

較を取り上げるため、本節では日本の優良企業に関するデータのみを用いた。

　分析された経営特性とデータの構成は以下の通りである。

経営特性1：製造戦略と事業戦略の適合性

　項目1：我々は製造戦略を持ち、これを積極的に追求している。

　項目2：製造投資案は事業戦略との整合性によって選別される。

　項目3：我々の工場では、製造は：事業戦略と歩調を合わせている。

　項目4：製造部門側は事業戦略に無頓着である。

　項目5；我々の事業戦略は製造上の意味合いがわかるようになっている。

機械業界：8社，電機業界：11社、自動車業界：8社，計27社

各企業に回答者数は3人

経営特性2：アクティビティ会計の採用度

　項目1：間接費用を直接費用化してきた。

　項目2：費用をその決定要因に帰属させる能力を持っている。

　項目31原価会計システムによって付加価値を生まない活動を排除している。

　項目4：アクティビティ基準の原価計算を行っている。　　　　　．t

機械業界：11社，電機業界：8社，自動車業界：6社，計25社

各企業に回答者数は3人

経営特性3：品質改善における供給者との協力度

　項目11f．場の成功にとって設備供給業者と共に働くことは肝要なことである。

　項目2：新工程技術の開発では我々は供給業者と密接に働く。

　項目3：我々は新工程設備を既製品として買う。

　項目4：我々は自前の工程設備を作らないが、その設計には強く影響する。

機械業界：9社，電機業界：11社，自動車業界：8社，計28社

各企業に回答者数は3人

経営特性4：外部取引者にっいての品質情報の把握度

　項目1：供給業者の品質適格認定のためのシステムを持っている。

　項目2：供給業者は原材料に関して指定された試験や検査の結果を証明する記録を我々

　　　　　に送らなければならない。
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　項目3：購入を検討している部品に関する品質のデータを容易に入手できる。

　項目4：供給業者や独立の研究所が行った品質検査データを容易に利用できる。

　項目5：重要な部品については統計的工程管理のデータを供給業者に要求する。

機械業界：12社，電機業界：10社，自動車業界：7社，計29社

各企業に回答者数は3人

これらの質問項目に対して5段階評定法が用いられた。ただし、否定的に質問されている

経営特性1の項目4と経営特性3の項目3は、6点から回答された得点を引いた値を当該

質問項目の得点とした。また、経営特性により企業数が異なるのは、欠損値を含む企業と

回答者数の異なる企業を分析から外したためである。

5－4－2羽麓．遊γ蒲の走’式fh

　ここで扱う尺度は5段階Likert尺度だから、測定モデルは；

z鯉＝㌦＋π1→＋E，・［∂、．。∂、）⇔s，。at　＝ノ；ノ＝1…’・5

　　E，－N（・，σ2），π1－1－H（π（一う

と表される。この測定モデルを前提とした分析は、汎検定問題の形式mとして扱わなけれ

ばならないから；

■
●
●
●

未知の尺度Zの定義域1
得点sに対応した尺度Zの存在する半開区間［b，．1，bs）

Zが真のT＋E＋π（一）である事前分布G°

Zから誤差Hπ〔一）を除いた真の尺度y＝τ＋Eの事前分布G

を特定化しなければならない。そこで、得られた得点に加える操作を最小限にするという

考え方を尊重して、ここでは尺度Zの定義域と得点sに対応した半開区間を；

　　　1＝［05，55）

［b，一1，b，）＝［s－O・5，s＋0・5）；s＝1・…・5

とした。さらに、二種類の事前分布G’とHには一様分布を仮定した。

zi・～U［t一α5・・＋05）

π〔　｝～U（－5／14，5／14）
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この仮定がミニマックス的な考え方を反映させた結果であり、最も弱い仮定であることは

既に述べた通りである。この二つの分布関数から、候補値wが真の尺度Y＝T＋Eである

事前分布Gを求めると次のようになる。この場合は密度関数を持っから、得点sを代表値

としたときの徽関数を9（桐とすれば・

　　　　　　　　　　　　6　　　　　　1　　　　7　　　　　6
　　　　3（w一の＋3；一ヲ＋s＜w≦一ヲ＋s

9（wl‘艸；一÷・・＜w≦÷・・

　　　　　　　　　　6　1　　　　　6　　　　　7
　　　　－一（w－∫）＋一；　　　　　　　　　　　　一十5＜w≦一十∫
　　　　　　　　　　　　7　　　　　7　　　　　5　　　　　5

となる。これは、半開区間［s　一　O．5，s＋05）の中央付近が一様で、両端から隣接する区間の

一部にかけて確率が小さくなる台形型の密度関数である。ここから、すべての得点Sg、。tに

関する候補値ベクトルwの定義域が；

であることが分かる。

このように、汎傑問題を形畑からrex域D（wi・）と輔分布9（wS・）＝”9（wl・。。at）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R，c．a
を基に定義される形式1に変換することができた。従って、原問題は分散分析だから、有

意水準αの分散分析に対応した受容リスク；

R・（・）＝£（．S，）　6a（w）dG（wl・）

により汎検定関数を構成すればよい。ただし、この受容リスクは陽表的に求めることがで

きないので、分布関数Gに従う乱数ベクトルwを300回発生させたモンテカルロ法によ

る数値積分で算出した。

5－4－3貿御贋β「の選択
’

まず、5・2節で提案した3段階の項目選択の手続きを確認しておこう。各段階で要請さ
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段階1．「モデル：E（Yg。at）＝T，c，帰無仮説：Tgc＝μ1で帰無仮説を棄却

段階2　「モデル：E（YR、，。t）＝T，c　f帰無仮説：Tgc＝yg＋Y。」で帰無仮説を受容

段階3：「モデル：孤cニv，＋vc，帰無仮説：T，．ニvc」で帰無仮説を受容

である。そして、企業の相を基に定義された信頼度指数；

φ＝
2
‘
σ

σ1・（σ1＋σ1．・・aり

が質問項目の持つ信頼性の指標となる。

　ところで、この項目選択の方法は信頼度指数を基に構成したものだから、その適用時に

おける信頼度指数とは単なる信頼性の指標に過ぎず、この値が統計的決定の指標として用

いられることはない。従って、信頼度指数の推定には通常の点推定で一卜分であり、汎検定

問題の考肪を踏襲する腰はないだろう。E（wis）・・であり、42－3で説明した縦

方法は分布関数に依存しないから、この方法を得点sに直接適用することで信頼度指数を

推定すればよい。

　この項目選択を5－4－1のデータに適用した結果を説明していこう。最初は全質問項目

を対象とした段階1と段階2に関する検定結果である。原問題である分散分析の有意水準

は比較的緩い10％としている。　　　　　　　　　　　　　　　　．

経営特性1 経営特性2 経営特性3 経営特性4

段階1 信頼度指数 0．2133 0．1449 0．0048 0．0766

受容リスク 1 0．83 1 0．77

段階2 受容リスク 0 0 0．89 0

この結果を基に次の決定をした。まず、段階2の条件を満たし信頼度指数が比較的高い経

営特性1と2は段階3まで項目選択を進める。信頼度指数が小さく段階2の条件を満たさ

ない経営特性3は各質問項目を順に外して段階2をもう一度確認する。段階2の条件は満

たしているが信頼度指数の小さい経営特性4も同様にする。

まず、経営特性3と4に関する段階2の結果は以下の通りである5。

5負の信頼度指数は企業効果分散の推定ぼが負になった結果である。この推定方法で推定

値の非負性を保証できないことは2－3節で説明した。しかし、母企業効果分散が小さいこ

とは間違いなく、この結果が、これ以後の分析結果に影響を与えることはない。
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外した項目 信頼度指数 受容リスク

経営特性3 項目1 一〇．0081 0．98

項目2 一〇．0160 0．94

項目3 0．0213 0．30

項目4 0．0482 0．08

項目3と4 0．1634 0

経営特性4 項目1 0．1008 0

項目2 0．0814 0

項目3 0．0741 0

項目4 0．0686 0

項目5 0．0635 0

ここから、経営特性3では項目3と4を、経営特性4は項目1を削除すれば信頼度指数が

高くなることが分かる。経営特性1と2に加え、これらの経営特性にも段階3の条件を検

定した結果が次の表である。また、既に求めた信頼度指数と合わせて、2－3節で紹介した

合成テストの信頼度指数iPi；

¢z＝
2
C
σ

σ1・〔螺並〕

も載せておこう。こうした企業調査では、2・6節で補足したα係数を信頼性の指標として

用いることが多いためである。考え方自体が異なるため比較することはできないが、共に

合成テストの信頼性という意味では参考になるだろう。

経営特性1 経営特性2 経営特性3 経営特性4

項目数 5 4 2 4

受容リスク 1 1 0 1

信頼度指数 02123 0．1449 0．1634 0．1008

吟 0．5741 0．4039 0．2809 0．3096

このように、項目選択を段階3まで進めることができるのは経営特性3だけである。残り

の経営特性にっいては段階2で打ち切りである。信頼性の基準としては慣例的に0．7以1二

のα係数が必要とされているが、こうした指摘を受けるまでもなく、二っの信頼度指数は

決して高いとは言えない。この程度の信頼性の下では、業種間比較のような複数企業間で

の比較が限界であり、企業を個別に比較することは避けた方が無難であろう。

’
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5－4－4業種房ゲ比駁「

　それでは、各経営特性について業種間で差があるか否かを検定してみよう。ただし、こ

の業種とは機械と電機、自動車の三業種である。まず、経営特性1と2、4は段階2で項

目選択が終了しているので、尺度Y＝T＋Eは加法モデル；

E（㌦a）＝T，c＝Vg＋1／c

と表すことができる。経営特性3は段階3の条件も満たしているので；

E（Yg、a）＝Tg、＝v、

と企業効果v、だけのモデルとなる。従って、すべての経営特性について、業種間に差がな

いという帰無仮説は；

素か一素藷＝素潜

と企業効果だけで表現することが可能となる。

　分散分析の有意水準は項目選択のときより厳しい5％とした。また、汎検定問題による

仮説検定と比較するため、同じ形式のモデルと仮説に対し、得点のみに基づく通常の分散

分析も行われた。この結果は以下の通りである。　　　　　　　　．

経営特性1 経営特性2 経営特性3 経営特性4

受容リスク 1 0．81 0．01 0．18

F値 18．3946 4．5439 0．9588 2．5181

P」ら・F値 0 0．0115 0．3859 0．0819

3・1節で定義した汎検定関数の棄却限界とは、誤って棄却を決定したときの損失LOIの相

対的な大きさLei／（LOi＋1）である。しかし、これまでの検定結果にっいても当てはまるこ

とだが、この表に関する限りは棄却限界を明確にしておく必要はないだろう。汎検定問題

として業種間に差がないという帰無仮説を棄却できるのは、明らかに受容リスクが大きい

経営特性1と2である。これらは通常の分散分析でも帰無仮説を有意水準5％で棄1卸する

ことができる。帰無仮説を棄却できないのは経営特性3と4であり、経営特性3は分散分

析でも棄却することができない。

　この表で注目すべき点は経営特性4についての結果である。分析者が観測された尺度を
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比較可能にするため導人した尺度yで帰無仮説が棄却されていた確率が0」8に過ぎない

という状況では、確かに帰無仮説を棄却することはできない。ところが、分散分析では棄

却を決定してもおかしくない結果が得られている。離散的な得点の分散分析自体に無理が

あるため厳密な比較はできないが、仮説検定で第一一種の過誤に重点を置く検定論の考え方

を尊重するのであれば、この結果は得点に基づいた一回限りの検定に結論を委ねてしまう

危険性を指摘していると言うことができる。

　最後に、5－3－1で紹介した一元配置分散分析による簡便法を適用した結果も参考まで

に載せておこう。この方法では、企業毎に取った回答者と質問項目に関する平均値が経営

特性を表す尺度となる。業種間で差はないという帰無仮説に対して行った…元配置分散分

析の結果は以下の通りである。

経営特性1 経営特性2 経営特性3 経営特性4

機械 平均 3．9417 32424 3．7778 3．7847

標準偏差 0．3991 0．4908 0．4082 0．3932

電機 平均 4．3030 3．5729 3．8485 3．7083

標準偏差 03740 0．3346 0．3761 0．3099

自動車 平均 4．2417 3．4861 3．8750 4．0476

標準偏差 0．6089 0．4928 0．6487 0．1854

F値 1．53 1．39 0．10 2．26

P丹・F値） 02370 0．2708 0．9068 0．1148

業種間で差はないという帰無仮説を棄却できる経営特性は一っもない。しかし、各業種の

平均値と標準偏差の大きさ、集計したことで標本が企業数にまで減少したという状況を考

えれば、この結果は驚くに当たらないだろう。

5－5補足1：分散分析表、表5－2－1の説明

　これまでの議論は回答者数を繰り返しと見なした質問項目×企業の二元配置分散分析に

基づいて進められた。この分散分析の結果が表5－2．16である。そこで、本節では、この

表の導出と構造にっいて説明していく。最初に、この表の見方にっいて次の二点を注意し

ておく。第一は、期待値E（平方和÷自由度）が測定の試行t（回答者aと同値）に加え質問

項目gと企業cにっいても取られていることである。この値を基に信頼度指数が推定され

ることは既に述べた通りである。第二は、添え字に“・”の付いた変数が対応する添え字

についての標本平均を表していることである。

1

6この表は弱真値モデルに対応した表2－3、1と同じ形式である。
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5－5－1　4～6fア1i7’βθ腓θθηノ‘θ1ηxOo〃ρany　Cel／s～Tota／

表5－2．1の4～6行目は、項目選択の段階1で要請される仮説検定；

　　　　　　　　　　モデル：E（Y、。at）＝T，、，帰無仮説：Tgc＝μ

に対応している。まず、被説明変数ベクトルyは次のように定義される。

　　　　　　　y無c＝（♪ノ9、，ビ・・ア9、，・f）

　　　　　　　　y’ニ（yli…yl，・　i・yl、”・yl。　i…ly［バ・y2、（・）；Gα・1

モデルE（Yg。a，）＝㌃に対応した説明変数行列Xiと母数ベクトルβiは；

　　　　　　Xi一儲回一・一一一㏄

　　　　　　β｛＝（Tn…　T，（・卜・・lTGI…　Tc∫（r）；GC　x　1

と定義される。ただし、O，、はn次元ゼロ列ベクトル、　Enはすべての要素が1のn次元列

ベクトル、演算子⑭はクロネッカー積7である。

　この仮説写．＝μを線形仮説H【β，＝ξ，と行列表現したとき、その係数行列H，と定数ベ

クトルξ1は次のようになる．

　　　1－10…

　　　10－1－　O
H【ニ　　　．

　　　100…　　－1

ξ1＝0α・＿1

GC－1；（GC－1）×GC，rank　H　i＝GC－1

・一・一の行一，し・孟⑭B ：鋤と定一
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5－5－23方二βノ∫nteinction

　表の3行目は項目選択の段階2に対応した仮説検定；

　　　　　　　　　モデル：E（Yg。at）＝T．。，帰無仮説：Tg，＝vg＋vc

における残差平方和を示している。ところで、5－1節で述べたように、本来の帰無仮説は

T，、＝μ＋y，＋ソ、である。検定で総平均μを省略できることは、具体的な行列を定義した

後で説明する。

　ここでのモデルは5－5－1で説明したモデルと同じだから、そこで定義した被説明変数

ベクトルと説明変数行列を用いればよい。帰無仮説T，。＝Vg＋v，は行列Z，β2；

　　　　　　β1－（ygl…y，。匡1…VCr’）；（G・C）・1

Z＝

σ

10…0 1…0
r　9　　9　・　　■　・

’・

D　C

10…0 0…1
●　　，　・ ●　o　　・

00…1 1…0
o

■　o　　，　… σ●

00…1 0…1

ニ（1。⑭E。E。⑭1。）；GC・（G＋C）

　　　　rank　Z＝G＋C－1

により、β，＝　Zβ2と表すことができる。しかし、ベクトルβ2は未知だから；

　　　　　　　　βi＝Zβ2⇔β2＝Z一β，⇔（1（；（：．G（J－ZZ’）βi＝0

において、H2＝IG（．。α．－zzr Cξ2＝O‘；‘Jとおくことで、この仮説をH2β，＝ξ2と、係数

行列と定数ベクトルが既知の通常の線形仮説として表せばよい。この係数行列H2の階数

は一般逆行列の性質から；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　rank　H　2＝rank（1（；c。G（．－ZZ－）＝GC－rank　Z＝（G－1）（C－1）
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となる。また、V（X「）＝　R（；cだから、仮説T，、ニvg＋vcは検定可能である。

　ここで扱った仮説Lcニvg＋γ、乏本来の仮説Tgc＝μ＋レg＋Vcが同値であることを最

後に説明しておく。まず、仮説Tg、＝vg＋y。はβi＝Zβ2と表される。これは母数ベクト

・レβ，に関する条件B，∈V（Z）を意味して・・る・次に・β’＝
k乱）・Z牟一（EαZ）と定義す

れば、総平均μを加えた仮説Tg，＝μ＋vg＋v，はβ，＝Z’β゜⇔β，∈V（Z’）と表すこと

ができる。このとき、V（Z’）＝V（EθcZ）＝V（Z）が成立する。これは二つの仮説が同値

であることに外ならない。

5－5－31～2fテβ’Betveen　Tθsts～Between　Cemρan∫es

　表の1行目は項目選択の段階3に関する検定問題；

　　　　　　　　　　モデル：Tg。＝Yg＋Y、　，帰無仮説：Tg，＝レ。

の、2行目は帰無仮説Tg，＝レgの検定に対応した残差平方和を示している。二つの仮説は

同じ構造なので、ここでは最初の仮説について説明する。　　　　　．

　まず、加法モデルT，c＝vg＋v，の下での説明変数行列X2は次のようになる。

X2ニ

G
Eオ0パ・・0瀦 Eガ・・0湘

9　，　　，　，　　，　　P

’・

D　　C

E瀦0濯…0π 0π…Eオ
●　　■　　o ．　　ロ　　o

0オ0濯…E圃 Eガ・・0オ

●　　6　●　O　　o　　■

・・　　．

0、0パ・・Eズ 0パーE湖

　　　　G

　　Eオ…OA

＝　　　’・．　　⑭Ec　EG⑭

　　OA…E刈

○

河
E”π

0

　　　　　　　　　　　　　　　ノ
＝（（1，，　XE，）⑭E。E。⑭（1，・⑭E、））；Gα・（G＋c）
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これは5－5．2で定義した行列Zの各行をA回繰り返して得られる行列だから、その階数

はG＋C－1である。母数ベクトルは5－5－2で定義したβ2である。また、被説明変数べ

クトルyはこれまでと共通である。このとき、仮説Tg，＝　Vcは；

唾／i∴：：1

ξ3＝O（］＿1

・…一・）…

j　；　（G　一　1）　・　（G　・　c）・　・ank　H，　＝　G　一　1

によりH3β2＝ξ3と表すことができる。また、条件V（Hl）⊆V（Xl）が成立することは容

易に示される。

5－6補足2：質問項目の選択と因子分析

　おそらく、企業調査における質問項目の選択で現在最も普及している項目選択の方法は

因子分析によるものである。この方法は合成尺度の特殊信頼性係数を高めるように構成し

た項目選択の方法と理論的に同値であり、5－2節で提案したのと同じ3段階の選択手続き

を導くことができる。しかし、実際に因子分析を適用することは薦められない。以下、因

子分析による項目選択の方法と問題点について説明していく。

　因子分析モデルとは2・4節で説明した質問項目の構城的妥当性の考え方に基づいた尺

度の表現である。因子分析では、構成的妥当性を持っ項目の尺度は共通する構成概念θに

より説明されると考え、この構成概念を共通因子（Common　Factor）と呼ぶ。そこで、共通

因子の項目gに対する効果を因子負荷量（Factor　Loading）λ，とし、回答者aの項目gによ

る尺度稔aを；

Ygoニμ9＋λ9θo＋Ega

と表現する。これを因子分析モデルという。ただし、E。E（Yga）＝μ9である・Egaは特殊

誤差のことであるが、因子分析では固有因子（Unique　Factor）と呼ばれる。

　さて、構成的妥当性を持たない異質な質問項目は相対的に小さな因子負荷量として検出

できるはずである。ここから、因子負荷量の大きい項目を共通因子により説明される分散
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を勘案して選択するという方法が導かれる。具体的な選択手続きを述べる前に、この方法

と信頼性との関係から説明していく。

　合成テストの特殊信頼性係数は；

ρ多　・＝

㌃
・
Σ
廻

　
ユ
　
び

　
σ

　㌃散σ ＝1一

（；

Σσ3（E，a）

9＝1

σ9（Za）σ翻
（J

Σσ3（Yga）＋ΣΣσ。（Y，．…Yh．）

9＝1　　　　　　　　　　　9≠h

だから、互いに相関が高く特殊誤差分散の小さい質問項目を選ぶことで、この値を大きく

することができる。まず、固有因子と特殊誤差は同じ変数だから、特殊誤差分散の小さい

質問項目を選ぶことは共通因子が説明する分散を大きく’する質問項目を選ぶことと同値で

ある。さらに、項目間の相関係数にっいて関係式；

ρ。・（・Y。。・，・Y、，。）・・σルYh。）・E（ん、θ。＋E，。）（z・θ。＋E’。）＝λ，λ’，al（θ・）

が成立するから、互いに相関係数の大きな質問項目を選ぶことが因子負荷量の大きい質問

項目を選ぶことと同値であることも分かる。
　このように、因子分析に基づく項目選択と質問項目の信頼性に基づいた項目選択が理論

的に等しいことが示された。従って、因子分析による方法も回答者毎ではなく、企業毎に

適用される限りは正しいと言うことができる。以上の議論から；

段階1：共通因子により説明される分散が大きければ質問項目の取捨選択は行わない

段階2：因子負荷量が大きく均等な質問項目を選ぶ

段階3：E。E（Yga）＝μgが等しい質問項目を選ぶ

が具体的な項目選択の方法となる。この方法は本論文で提案した3段階の選択手続きと同

じものである．しかレ以下で述べる二つの理由から、質問囎の選択で因子分析を実際

に適用することは薦められない。
　第＿は因丁一分析による項目選択が必要以上に厳しくなることである。前章で提案した測

定モデルは一般化可能性理論と同様に尺度Yを；

E（Y，、at）＝μ＋Vg＋γc＋γgc

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
と表現することができた．これはモデ・レと・・うより騰的な分解を表している・この糊

と因子分析のモデルを比較することで；
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v＋v　＝λθ
c　　　gc　　　　g　c

の成立が必要となることが分かる。しかし、この関係が成立するのは、質問項目が項目選

択の段階2の条件を完全に満たしている場合に限られる。この場合は質問項目×企業の交

互作用効果が存在せず、因子負荷量も質問項目に依存しないため、Vc＝Aθ、が成立するか

らである。一方、条件が完全に満たされない場合、その不整合は因子分析の推定において

固有因子にすべて吸収されてしまう。固有因子と特殊誤差は同じものだが、その分散が本

論文で提案した測定モデルの誤差分散より大きく推定されることは明らかである。これは

因子分析に基づく方法が分析者にとって不利であることを意味している。

　第二は因子分析を用いる必要性がないためである。選択された質問項目を用いての分散

分析は尺度を表現するモデルに依存するが、それは5－2節で提案した項目選択の結果とし

て特定化されるからである。さらに、段階3を検証するには5－2－6で示した分散分析に

頼らざるをえない。以上から、因子分析を敢えて項目選択の手法とする必要のないことが

分かる。

’
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表5－2－1

平方和 自由度 E（平方和÷自由度）
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